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は し が き

　本報 告書 は、国立教育政策研 究所 の政策研 究課題 リサーチ経費 に よる研究 「大学に

おけ る教育改善等 のためのセン ター組織 の役割 と機 能 に関す る調査研 究」 （平成17－

19年 度） に よる研 究成果報告書 であ り、平成１８ 年５ 月に刊行 され た中間報告書 「大

学 にお ける教育改善 と組織体制 」 に続 くものであ る。

　 大学教育 の改 善が強 く求 め られてい る今 日、各大学 にお ける教 育改善 を推進 す るた

めに、どの よ うな組織体制 を構 築 ・運用 してい くのかが重 要な課題 となって きてい る。

先 の 中間報告書 におい ては、国立大学 に多 く設置 され て きてい る 「高等教 育研 究開発

セ ンター」　 「大学教育 開発 セ ンター」 等の名称 を持つ セ ンター組織 につ いての質問紙

調 査結果 を中心に研 究成果 が取 りま とめ られ た。本報 告書 において は、事例 調査及び

総 括的分析 と類型 的整理 の結果 を中心に取 りま とめ られ てい る。 本研究 プ ロジェク ト

の対象で あるセ ンター組織 は、国立 の総合 大学 において は現在殆 どの大学 で設 置 され

てい る状況 にあ り、また、公立 ・私 立大学 にも設置 の動 きが徐 々に広 が り始 めてい る。

しか し、それ らのセ ンター組 織 は、研 究開発的機能 か企画 実施 的機 能 の どち らを担 う

のか、 さ らにキャ リア教育 な ど広範化す る教育サー ビス を も担 当す るの かな ど、多 く

の課題 を抱 え るよ うになって きてお り、次 々 と進 んでい く大学 改革の 中で、基本的 な

あ り方が問 われ る状 況に ある。

　加 えて、本研 究プ ロジェク ト期間 中の平成１９ 年９ 月 に、中央教 育審議会 の 「学 士

課 程教育 の在 り方 に関す る小 委員会」 か ら 『学 士課程 教育 の再構 築 に向けて』 （審議

経 過報告） が出 されて 大きな社会的反 響 を呼 んだ ことは、本研 究プ ロジェ ク トの視 点

に も少 なか らぬ影 響 を与えず にはお かなか った。 専門分野横 断的な汎用 的技能 の重 要

性や そ の学習成果 、 さらにはアセ スメ ン トを強調す る提案 は、学士課程教 育 に対す る

見方 を一新 させ るもの であった とい って よい。 その趣 旨に貫かれ て、一 体的 ・体系 的

な学士課程教 育 をめざす な ら、それ を担保す る教 育組 織 の在 り方 も再考 され なけれ ば

な らないだ ろ うし、学士課程教 育 を担 う教職員 の職能 開発 を支援す るセ ンター組織 の

役割 と位 置づ けも明定 され る必要が あろ う。

　 本報告書 で提示 す るこ とので きた知 見が、.上述 の極 めて重 い課題 に迫 るため の ささ

や かな一歩 になれ ば幸 いである とは思 う。 が、セ ンター組織へ の着 目に端 を発 した本

研 究プ ロジェク トのイ ンプ リケー シ ョンは、 これか らの高等教育 のシステ ムその もの

に至 る極 めて フ ァンダ メンタル な面 を持 ち合 わせ てい る。そ の意 味で、本報告 書の成

果 はまだ まだ途上 の もの といわな けれ ばな らない のか も しれ ない。 この課題 は、今後

も追 求 してい くつ も りで ある。



　最後 に、 この報告書 の作成 にご協力 いただい た方 々に厚 く御 礼 を申 し上 げ る ととも

に、読者 の忌憚 のない ご批判 を乞 う次第 であ る。

平成20年8月

研究代表者　川　 島　啓　二

（高等教育研究部総括研究官）
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　　　　　　　　　　　　　　本研究の背景と課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 川 島 啓二 （国立教育政策研究所）

1． 問題の所在～文脈の 中で揺れ るセンター組織

　 近年 、国立大学を中心に 「高等教育研究開発セ ンター」 「大学教育開発センター」等の名

称 をもち、各大学における教育改善等を企画 ・開発 ・推進す るためにセ ンターが相次いで

誕生 した。国立の総合大学においては現在殆 どの大学で設置 されている状況 にある。また、

公立 ・私立大学に も設置の動 きが徐々に広が り始めている。それ らの組織は、各大学にお

ける教育改善事業等のいわば 「牽引車」的役割 を期待 されつつ、①ＦＤ の企画 ・実施、②

全学共通教育の実施 ・改善、③教育評価の企画 ・担 当、④学習支援方策の開発 ・実施、⑤

高大連携の企画 ・実施、⑥イ ンター ンシ ップ事業の推進 、⑦ア ドミッシ ョン活動の担当 ・

展開、等々を受 け持ってお り、文字通 り多様な役割 を担 うこととなっている場合が多い。

　 活動領域の広範 さ ・多様 さは、大多数のセ ンター組織 の性格が、インステ ィチューシ ョ

ナル （個別大学それぞれの教育研究の推進 ・向上を 目的 とす る）であるとい う、これまた

独特な条件 も相俟 って、センター組織の組織 ミッシ ョンと多様な活動の効果 との間の相関

関係 を輻輳 化 させ、各大学における教育改革の推進 に向けたセンター組織の戦略的機能化

を阻害 している面なしとしない。かかる事態 はセ ンター組織の性格 と役割が未整理なまま、

期待 される活動のみが膨張 し、各大学 にお ける諸課題の 「処理機関」 として位置づけられ

て、教育改革に資す る 「戦略的組織」 としては有効 に機能 し得ない面もある。加えて、 各

大学の背景や事情 によって、多元的な変数がそれぞれのセンター組織 に入力 されてお り、

その組織形態や実態的な役割は、文字通 り多様であると言って よい。

　 多種多様 なセンターがそれ こそ多種多様 な役割 と機能 を果 た しているわけであるが、明

示的に措定 され た 目的に基づいて、公共的な役割 を果 たすべき大学の教育研究組織がか く

も混迷 した状況 で、なおかつ非定形的で もあるのは、そ もそ も、それ らの組織設立や今の

存在 を駆動 してい る要因が、統一的 な方 向性に収斂 す るべき原理 を内在 していない、ある

いは、本質的な葛藤 を抱えてい るか らであ ると考 えられ る。

　セ ンター組織 の実態は どのよ うになっているのか。全国的な傾 向 と個別の事例か ら見 る

と何が見えて くるのか。 どのよ うな背景や環境 を要因 としなが ら、活動 を展開 し現在 の姿

を形作ってきたのか。 また、大学教育改革の急展開 とい う今 日的状況 を うけて、今後の展

望 をどのよ うに見据 えるこ とができるのか。それ らは本調査研究の主要な事項でもあ ると

同時に、もつれた事象 を整理すれば、大学教育組織の トー タルな将来デザイ ンの構築にも

寄与す ることが期待 され よ う。学士課程 をめ ぐる大学教育改革は、大学における 「教育観」

の転換 をも要請 してお り、そのことはダイナ ミックな組織革新への契機 を内包 してい るか
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らである。

　 本研 究において は、まず 、各センター組織の、組織 目的、組織構成 、人員 、活動領域、

効果 （評価）、関係者の意識等についての実態を質問紙調査等によって明 らかにし、その役

割 と機 能に関わる分析 と検討 を行 う。 その後、高等教育政策及び大学改革の現段階 に関す

る考究 ・分析 を踏まえつつ 、センター組織 の在 り方 について、周辺環境 との関わ りを視野

に入れなが ら理論的な整理 を行い、将来の政策形成や教育実践 にとって有用 な知見 と今後

の展望 を得 ることを 目指す こととする。

2． 「センター組織」設立の背景と事情

　（1）共通教育の実施責任 「受け皿」 として

　 今 日、大学教育改善に関わるセ ンター類が、今 日のよ うに叢生す るきっかけとなったの

は、1991年 の大学設置基準の改正、いわゆる 「大綱化」以降である。一般教育 と専門教育

との垣根や一般教育の中での人文 ・社会・ 自然の科 目区分 を廃 したこの改革は、全国の国

立大学を中心に教養部 を廃止す る動 きを一般化 ・普遍化 させた。 この ことは、教育組織の

観点か ら見れば、一般教育や教養教育の責任部局 を消滅 させたことを意味 し、（規模的には

とて も比較 にな らない ものだ としても）その 「後継組織」 もしくは 「代替組織」 として大

学教育セ ンター等が設立 され たとい う経緯 を持 ってい る。

（2）ＦＤ への期待

　 次に、1997年 の大学審答申 「高等教育の一層 の改善について」において、ファカルテ ィ ・

デ ィベ ロップメン ト （ＦＤ）の 「組織的取組」が強 く推奨 され ことがあげ られ る。 ここで

の 「組織的」 とは、大学教員の一人ひ とりの努力 とい う次元 を越えて、学部 な りの組織が

責任 をもってＦＤ に取 り組む こと、つま り、「個人的」ではない とい う意味であって、大学

教育センター等の 「組織」設立を直接的に求めたものではないが、「組織的取組」がＦＤ の

企画 ・運営等 の恒常的活動 を必要 とすればす るほど、それ な りの専門的組織 の必要性 が認

識 されるようになった。 さらに、1999年 の努力義務化、また、本年2008年 か らのいわゆ

る学部段階における 「義務化」 もその流れ を強化 した ことはい うまでもない。

　上記の二点は、いずれ も高等教育の政策的文脈 の中か ら生 じたものであ り、共通教育の

責任担 当とＦＤ の企画 ・運営 とい う、そ もそ も基本的性格 と次元の異な るものが、大学教

育センター等の設立の契機 として混在 され る状況にあった ことは留意 され るべきであろ う。

この、ある種の 「ね じれ」は今 日に至るまで、大学教育センター等のあ りよ うをめ ぐって、

少なからぬ影響 を与え続 けていると思われ る。

（3）学生の学力問題

　政策的文脈 とは異なる、「社会的文脈」とで もい うべき要因も、大学教育セ ンター等への

期待やまな ざしに大きな影響を及ぼ している。
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　第一は、学生の学力問題である。学力問題 といって も、一義的に表現可能な学力低下だ

けが問題 なのではない。学習習慣が身に付 けられていない学生、学習意欲に欠 ける学生、

あるいは、ペーパーテス トの学力は高 くとも、課題発見能力や課題解決能力に著 しく欠け

るところがあ り能力のバ ランスに大きな問題がある者な ど、Ｔ＆Ｌ に関わる問題状況が著

しく複雑化 し、それ らへの対応手法も一律ではない。 さらに、学費負担者 （親）や社会な

どステークホルダーか らの多様 な要求 も相俟 って、Ｔ ＆Ｌ への対応圧力は高まる一方であ

る。

（4）多様化す る教育ニーズ

　それに加 えて、大学に対す る教育ニーズは、教室内での授業 とい う枠 を越 えて、学習支

援 、キャ リア支援、留学支援、入学前教育や初年次教育、さらには、大学開放を含んだ社

会連携等、その拡大範囲は殆 ど際限がない。 この状況 は、１８ 歳人 口の減少局面を迎 えて

の、大学間の競争的環境がいよいよ激 しさを増す 中で、教育重視を社会的に表明 してい く

ための証左 として、それ らの個別的なニーズに対応 していることを明らかにす ることが求

められている。特別の 目的 を持ったセンター等の設立は、その組織的表現 としての回答に

なることになろ う。

　以上、大学教育センター等が多 く設立 された事情は、政策的文脈 と社会的文脈のそれぞ

れ2点 から、都合4つ の要因か らの説 明が可能であ り、煎 じ詰 めれ ば、教育力強化の拠点

としての 「セ ンター」 とい う位置づ けが可能 なのであろ うが、それ ぞれ別個 の脈絡か ら大

学に対 して、教育力強化の組織的対応を促す圧力要因 として機能 してきてお り、その方向

に統一性 を看取す ることはできない。セ ンター組織の現在 の多種多様な叢生状態の所以 と

いえよ う。

3． 学士課程教育改革～収斂 への契機 ？～

（1）学士課程教育改革への急速な焦点化

　平成 １９年 ９月１０日に中央教育審議会大学分科会制度 ・教育部会の 「学士課程教育の

在 り方に関す る小委員会」は 『学士課程教育の再構築に向けて』（審議経過報告）を公表 し

た。 この報告は大 きな反響 を呼び、朝 日、毎 日、読売の三つの全国紙がその 日の夕刊一面

で、「大学卒業　厳格 に～全入時代　質を確保」（朝 日新聞）、「大学卒業　厳格に～ 「認定」

「単位数」見直 し」（毎 日新聞）、「学士力～大学卒業に厳格 な認定試験 も」 （読売新聞） と

報 じ、日本経済新聞も翌11日 の夕刊 で、「大学卒業　厳格に～ 「学士力」導入 「認定試験」

も」 （日本経済新聞） と報 じた。卒業認 定試験への過度 な注 目とい う面が見 られたものの、

卒業認定の厳格化に着 目して「出 口管理」の強化 についての関心の高 さを窺わせた。

（同審議経 過報告は、平成２０ 年３ 月 に 「学士課程教育の構築に向けて」 （審議のまとめ）

とな り、近々 「答申」 として世に出され ることが見込まれている。）
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　 この 「審議のま とめ」のポイン トを一言で表現す るならば、「学士課程」における教育の

質保証 とそれ を担保す るための責任ある教育システムの構築 とい うことであ り、「三つ の方

針」（デ ィプロマ ・ポ リシー、カ リキュラム ・ポ リシー、ア ドミッシ ョン ・ポ リシー）の明

確化 とそれに貫かれた教学経営 を求めている。従来の答 申にはない、大学教育の内容 ・方

法 に具体的かつ詳細 に踏み込 んだ異例 の答 申であ り、寺崎 昌男氏の表現 を借 りれば、「戦後

大学史上異例に属す る戦略提言」（「審議経過報告」についてのコメン ト。『ＩＤＥ現代の高

等教育』2008年5月 号、５４ ページ） とい うべ きものである。

　本調査研究 との関連で十分 に留意 しなければな らないことは、この審議経過報告 をま と

めた 「学士課程教育 の在 り方 に関す る小委員会」が設置 されたのが、平成１９ 年３ 月であ

り、わずか半年ほ どの間に、 日本の高等教育政策の トップ ・イシューの座 を学士課程教育

改革が占めるに至った ことである。つ ま り、本研究プロジェク トの期間半ばにおいて、社

会 が高等教育政策に寄せ る主要関心事が、学生 の学習成果 を中心に制度 ・内容 ・方法の各

方面で再構成 されることとなった。このことは、大学教育セ ンター等の問題を考 える上で

も、学士課程教育の 「質保証」 とい う観点か ら、各大学 における教育改善の企画、運営、

実施 を担保す る組織 として、セ ンターにスポ ッ トライ トが当たった とい う点で重要である。

言い換 えれ ば、教養部の 「後継組織」やＦＤ 推進のための専門組織 といった個別課題の解

決のためのセ ンターといった観点 とい うよ りは、学士課程教育の全体デザイ ンの中で、大

学教育センター等が再定位 され る必要が生 じてきたことである。

（2）ＦＤ を支援す るセンター

　 「審議のま とめ」は第３ 章第４節 「教職員の職能開発」の くだ りで、センター組織の現

状や今後の在 り方について、ＦＤ推進のためのセンター とい う前提 のもとに言及 している。

そこでは、「相応規模の大学では、大学教育センター等にＦＤ センターの機能 を担わせてお

り、これ らの組織の関係者がＦＤ の推進の牽引役 として努力 を払い、我が国の実情を踏ま

えた創意工夫が行われている。」（「審議のまとめ」37ペ ージ）と評価 はされているが、

ＦＤの在 り方の課題 の一つ として、「大学教育センターな どＦＤ の実施体制 が脆弱 であるこ

と」が指摘 されてい る。また、ＦＤ に関 して、大学間の協同やネ ッ トワー クが拠点的な

ＦＤセンター を中心に進む ことを推奨 し、国による支援 も提言 している。

　セ ンター組織 を、ＦＤ 推進 のための活動 を行 う組織 として、専門的 に特化 させて位置づ

けることは、幾つ かの問題 を浮かび上が らせ ることになる。共通教育 を担 当す るための組

織 とは、当然のことなが ら組織原理が異なって くるので、同一のセンター 内に両方 の機能

を併せ持ち続けるのか、別 の組織 として独立 させ るのか、併せ持つ とすれ ば、両者の折 り

合いを どのよ うにつ けるのか、といった ような問題である。

　 また、ＦＤ セ ンター として特化するにしても、　ＦＤ推進 のための組織 として、専門家を

中心 として組織原理 ・組織活動 を考えるのか、同僚 性を重視する形態 を考 えるのか、 とい

った点で も組織のあ りよ うは大き く異なって くる。

－4－



　 さらに上記 と関連 して、学部のＦＤ委員会組織 との関係 をどのように考 えて組織立て し

てい くのかとい う課題 も生 じさせ るであろ う。当然の ことなが ら、それ らは、 どのような

ＦＤ活動を進 めてい くのか とい う合意が どこまで共有 されているのかにもよる。

　煎 じ詰 めれば、大学人の間に牢固 として抜 きがたく存在 してい る、 「ＦＤ観」の齟齬や

教育改善のための手法の相違の問題が、教育改善のための組織 を整 えてい く上で、課題化

されてい くことになるであろ う。

４．まとめ

　本調査研 究の当初の 目的は、多様 な様相を呈 しているセンター組織の実態を、二つの観

点、即ち、① Ｔ＆ Ｌを主 目的 とす るセンター組織 の実態、②多様化す る教育ニーズへの組

織的対応 を分析す るこ とによって、「学内で孤独な戦いを強い られアイデンティティに悩む

センター像」を描 き出 し、「戦略的組織 として機能す るためには何が必要か」とい う問いに

何 らかの答えを見いだすこ とにあった。 しか しなが ら、センター組織がなぜ十全に機能で

きないのか ？ この問いに答 えるためには、新たな文脈 を受 けとめ、その条件 を取 り込む こ

とが必要である。それが何なのか、本報告書において展開 していきたい。
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　「大学における教育改善等のための組織体制のあり方に関する調査」補遺

大学教育セ ンター等の組織的整備 の経過 とその後

白川　優治 （千葉大学）

１．はじめに

　本稿は、2005年 に国立教育政策研究所 によ り行われた 「大学にお ける教育改善等 のため

の組織体制のあり方に関す る調査」 （以下、2005年 調査）で明 らかにされた、各大学の教

育改善を担当する組織がその後 どのよ うに変化 したかについて、補足的に検討す るもので

ある。

　2005年 調査の集計結果 は、国立教育政策研究所編 （2006）において、その概要が示 さ

れてい る。具体的には、小島 （2006）により大学教育センター等の現状 と課題が、白川（2006）

により専門のセンター ・委員会の実態 と機能が、北川 （2006）により自由記述に基づいた

セ ンター組織の現状 と課題が、総括的な見解 が川 島 （2006a） においてそれぞれ報告 され

ている。また、この調査 をひ とつの題材 として、2006年 には大学教育学会でのラウン ドデ

ーブルが企画 され
、大学教育の改善のための組織的取組 の議論がなされた （川島2006b） 。

そのほか、た とえば、川島 （2006c） な ど、この調査結果 を題材 として報告 もな されてき

た。

　 しか しなが ら、2005年 調査か ら3年 が経過 し、この間の 日本の大学 ・高等教育は大き

な変化を経験 してきた。大学数が40校 程度増加す るとい う量的な変化のみでなく、中央

教育審議会において 『学士課程教育の構築に向けて』が議論 され るなど （中央教育審議会

大学分科会2007） 、大学教育の質的な側面についての議論 も深 められてい る。 このよ う

な大学 をめぐる質 量双方の変化 は、各大学 にお ける教育改善ための組織体制 にも影響をも

た らしているもの と推察 される。

　そこで、本稿では、2005年 調査を前提 として用いなが ら、その後の各大学の教育改善の

組織体制の変化を確認す るものである。 なお、調査時の各大学への依頼 との関係か ら、大

学や大学教育セ ンター等の組織名称 を挙げての議論ができないことによる限界があること

を最初に断わっておきたい。

２．2005年 時点での大学教育センター等の設置状況 とその設置年

　まず、2005年 時点での 「大学教育セ ンター等 （以下、大学教育センター）」の設置状況

について確認 しておきたい。2005年 調査では、116の 大学が大学教育セ ンターを設置 して

いる と回答がな されていた。ここでの大学教育センター とは、「共通教育 ・教養教育、ファ
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カルティ ・デ ィベ ロップメン ト （FD）、カ リキュラム改革、授業評価等の企画 ・実施 ・支

援を主たる目的 とする恒常的な組織」 として定義 して尋ねているものである。 図1は 、調

査結果から、大学教育センターの設置状況 と、設置予定についての回答結果を整理 して示

したものである。

図1　大学教育センターの設置状況と

設置予定の有無

　2005年 の時点で、大学教育セ ンターを設置

していたのは、お よそ1/4の 大学であった。

この よ うな調査結果 は、ほぼ同時期 である

2006年 に広島大学高等教育研 究開発セ ンタ

ーが行 った質問紙調査 において 「全学のFD

（ファカルテ ィ ・ディベ ロ ップメン ト）や全

学教育等を行 うセ ンター等の設置」に対 して、

51％ の大学 （n=266） が設置 していると回答

している （広島大学高等教育研究開発セ ンタ

ー編2007） デー タよりも低い設置率で あっ

た。両調査の設 問において、回答対象 となるセンターの定義 が異なることと、両調査の回

答率そのものが大きく異なることか ら一概 に比較す ることはできないが、調査結果の相違

には留意する必要がある。

　 しか しなが ら、2005年 調査 では、大学教育センターの設置状況の有無を尋ね ると同時に、

設置 してい る大学教育センターの名称 と設置年の記載 を求 めていた。 具体的な組織名称を

も とにす る分析であれ ば、客観的な証拠 に基づ く情報 として位置付 けることができる。そ

こで、2005年 調査の具体的な組織名称の記載 を確認す ると117大 学がみ られ た。それ ら

の組織名称のなかか ら設問の趣 旨に外れ る記載 内容 を除外する と、105の 大学が残った。

したがって、2005年 調査において、客観的な裏付けを持 って大学教育セ ンターが設置され

ている大学は、105大 学 （22.2％）であるとい える。

　それでは、これ らの大学教育センターは、どのように設置 されてきたのであろ うか。 図

2は 、2005年 調査によ り各大学においてセンターの設置年を示 したものである。ここか ら、

大学の設置形態を問わず各大学

で大学教育セ ンターの設置 ・整

備 が進 め られてきたのは2000

年代以降であることがわかる。

設置形態別にみ ると、国立大学

では、1990年 代初頭か ら設置が

進め られてきているが、私立大

学は1990年 代末以降の設置が

多い。つ まり、大学教育の改善

図2　 各大学の大学教育セ ンター の設置 年 （n=105）

（セ ンターが最初 に設置 され た年 ）
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ための組織的整備は、1990年 代末以降に本格化 したとみ ることができる。そ して、2000

年代以降に量的に拡大 している。 このことか ら、大学教育の改善に組織的に取 り組むため

の組織整備 を行 うことは、 日本の大学に とって新 しい取 り組みであることが改めて確認で

きる。

３．大学教育センターの改組の状況

　それでは、 この ように設置 されてきた大学教育セ ンターは、各大学で設置 されて以降、

その組織は どのよ うに変化 してきたのであろ うか。2005年 調査では、各大学教育セ ンター

の改組の経過 として、改組年 と改組前の組織名称について も尋ねていた。そのため、調査

データを用いて、設置か ら2005年 までの改組 の状況 を確認す ることが可能 となっている。

その結果を整理 したものが表 １である。 ここか ら、設置形態別 にみた ときに、改組 を経験

している大学教育セ ンターは国立大学に相対的に多い ことがわかる。す でにみたよ うに、

国立大学では、1990年 代初頭 から大学教育セ ンターの整備が進 められていたが、そのセ ン

ター組織は必ず しも安定的に推移 して きたわけではないことが確認 できる。

　 しか しなが ら、2005年 調査か ら3年 が経過 し、その間の変化 も大 きい ことが想定 され

る。そ こで、本稿では、過去3年 間の変化 をみ るために、調査で得 られた大学名 と組織名

を利用 して、各大学のホームページか ら、各大学教育セ ンターの2008年5月 時点の現状

を確認 した （各大学 のホームページの確認 は、2008年5月28-29日 である）。その結果 を

示 したものが表2で ある。2005年 から2008年 の期間で も、改組 を経験 しているのは国立

大学の大学教育セ ンターが相対的に多いことがわか る。

表1

設置 か ら-2005　 年 ま での 各 大学 教 育

セ ンタ－ の改組 （2005年 調査）

表2

2005-2008　 年の大学教育セ ンターの

変化 （各 大学のwebsiteに よる確認 ）

　このよ うな大学教育セ ンターの設置か ら2005年 まで、2005年 か ら2008年 までのそれ

ぞれの改組の状況を、あわせ

て整理 したものが図3で ある。

国立大学では ４割程度 の大学

教育セ ンターで、これ まで改

組 がなされている。複数回の

改組 を経験 している大学教育

図3　 設置形態別にみた大学教育センターの改組の状況
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センター も複数 ある。 このことは、各大学の教育改善のための組織整備 が、試行錯誤で行

われてきたことを示唆 している。他方、このよ うな改組の状況は、大学教育セ ンターの側

か ら見れば、「恒常的な組織」としてのセ ンターの組織上の位置づけが、必ず しも安定 して

いないことも意味す る。大学教育センターが、大学教育の改善のための組織的活動に取 り

組むにあたっ ては、一定の組織の安定は必要である。他方で、大学全体 とい う、よ り俯瞰

的な視点か らみた ときには、その時々の大学内外の課題に対応す るためには、担 当組織の

見直 しも必要である。 このよ うな組織の安定と課題へ の対応の両面か らみるためには、組

織改組 をどのよ うにとらえるかは個別具体的なケーススタデ ィが必要 となる。

　 そ こで、どのよ うな改組がな されてきたのかをみ ると、既存の大学教育セ ンターを他の

セ ンター組織 と統合 した り、機能を拡大 させ る改組 が多 くみ られた。具体的には、2005

年か ら2008年 までに改組 されている9件 の うち、7件 が機 能拡大型の改組であっ た。具

体的にみると、地域連携や生涯学習 を担当す る他のセ ンター組織 との統合事例や、学生支

援等の他 のセ ンター組織 と統合 されて「機構」として位置付け られている事例がみ られた。

これまでの大学教育センターの組織改組 は、既存の学内組織の集約 である とみることがで

きる。

４、大学教育センターの新設動向

　 これまで、2005年 調査において、既 に大学教育セ ンターを設置 していた大学 について、

その組織の変化 を確認 してきた。それでは、2005年 時点で大学教育セ ンターを設置 してい

なかつた大学は、その後、 どの ような対応 を行ってきたのであろ うか。2005年 調査では、

大学教育セ ンターの設置予定の有無について尋ねていた。図 ４は、その結果 を示 したもの

である。 そこでは、一定数 の私立大学が、大学教育セ ンターの具体的な設置 を考 えている

ことが示 され ていた。それでは、2006年 以降に、具体的に大学教育センター等の教育改善

のための組織 を設置 した大学はどのくらいあるのであろ うか。 ここでも、2008年5月 末

時点の各大学のホームページから現状 を確認す ることを通 じて、2008年 までの大学教育セ

ンターの設置状況を確認 した。その結果を示 した ものが図 ５である。

図４　 大学教育センターの設置予定

　　　 （国公私立別の整理）

図 ５　 大学教育センターを設置予定とした

　　　　大学のその後の設置状況
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　2005年 調査時点で、設置 を予定 していると回答 した大学は73で あっ た。2008年5月

末時点で、教育改善のための恒常的組織の設置が確認できたのは22大 学であっ た。各大

学のホームペー ジを確認するとい う調査方法の限界 を前提 となるが、設置予定 としていた

大学の少なくとも3割 程度で実際に大学教育センターが設置 されていることになる。その

内訳は、私立大学が19大 学、国立 ・公立大学がそれぞれ1大 学 となっ ていた。つま り3

割の大学で予定通 り、教育改善のための恒常的組織が設置 されてい る。

　それでは、 この ように各大学が新設 した大学教育セ ンターはどの ような 目的 と期待を帯

びているのであろ うか。 ここでは、在学生の学習を支援す る 「学習センター」 と教員の教

育を支援す る 「教育セ ンター」 （FD、 教養教育 ・共通教育の担当組織 を含む） とい う区分

か ら、各センターの 目的を確認 してみたい。2005年 調査以降2008年 までに、新設 されて

いる22の 大学教育セ ンターを確認す ると、主に、学習支援を役割 とす るセ ンターが ９、

教育支援を役割 とす るセンターが10、 それぞれみ られた （両者 を支援す るセンターが ３）。

大学教育の組織的改善のために、各大学が学生の学習活動 と教員の教育活動の、それぞれ

を どのよ うに組織的に支援す るかは重要な課題である。 これ らの新 しい大学教育センター

が、具体的にどのような取 り組みを行っ ているのか、それ はこれまですでに各大学に設置

されてきたセ ンターの取 り組み とどのよ うに異 なるのかについて、今後検討が必要である。

５．おわ りに

　 「大学教育の改善」に対 して、各大学が組織的に対応 してい くた めにどのよ うな方法を

採 ることが最適 な選択であるかは、当然のことなが ら、個 々の大学の置かれている各種の

環境 とそれまでの歴史的経緯 に拠 るところが大 きい。2005年 調査は、質問紙調査によって

大学教育センターの現状 と課題 を検証す るものであ り、全国規模 でみた ときの大学の教育

改善の組織的対応状況 を整理 した。そこでは、各大学の大学教育セ ンターの教職員体制、

担当領域の詳細 について現状 と課題 を明らかに している。本稿 は、その調査結果の補遺 と

して、2005年 調査以降の組織変動について追加的な整理を試みた。その結果、大学教育の

改善のための組織整備は、各大学において引き続 き、進 められてい るこ とが示 された。

　 このよ うな各大学の組織整備の取組 の恒常的現況をみるとき、各大学の （これまでの組

織改編の試行錯誤を含む）教育改善の取 り組みの積み重ね を集約 し、整理 し、検証 し、そ

の実践的情報を提供す ることを通 じて、大学教育の組織的改善を支援す る恒常的な機能 を

もった全国組織が必要な時期 にさしかかっ ているように思われ る。各大学の取 り組みの成

功 と課題 を共有す ることは、各大学が よりよい教育改善を実践するために必要である。「大

学教育の改善」 とい う、高等教育の在 り方の根本的課題であ り、現代的 ・社会的課題 を、

各大学の個別的努力に依存す ることには限界がある。既存の大学教育センター等のネ ッ ト

ワーク組織や学会等の研究活動にそのことを期待す るに しても、そのことを 目的 とする新

しい組織やネ ッ トワーク等 を創設す るに しても、各大学がその取 り組みの課題 と実践 を共
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有 しなが ら、それぞれの取 り組み を発展 させ てい くための具体的方法が必要 となっている

のではないだろ うか。
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熊本大学調査報告

北川 文美 （前主任研究官／現ス ウェーデン ル ン ド大学）

熊本大学　大学教育機能開発総合研究センター

2007年 ７月 ３日　訪問調査

は じめに

　今年度 「大学にお ける教育改善等のためのセ ンター組織の役割 と機能に関す る調査研究」

で行 うケース ・スタデ ィの目的は、全国の 「大教センター」の多様な活動の うち、組織 と

して特色のある活動 を行っている大学をとりあげ、セ ンターの活動状況 とその組織的側面

を、大学全体の組織改革や教育改善活動 （広義のFD活 動）の状況 との関わ りにおいて と

らえる、とい うことにある。

　今回訪問調査を行 った熊本大学においては、大学における教育改善の状況 を、大学教育

機能開発総合研究センターの組織的側面 とその活動状況、熊本大学全体 にお ける組織再編

や教育改善活動の状況 との関わ りの中で とらえ、聞き取 り調査 を行 った。聞 き取 り調査 の

際の質問は主に以下の ２点である。

１）大学教育機能開発総合研究セ ンターの大学 における組織的な位置づ けと機能の変遷

２）大学全体の組織改革や教育改善活動 （広義 のFD活 動） とセ ンターの活動 の関係性

　今回、大学教育機能開発総合研究センターの専任教官 ３名 の方か ら聞き取 りを行 った （本

文末　調査概要参照）。本間准教授 か らはPBL(Problem Based Learning)や 熊本大学

Teaching　 Onlineシ ステムなどの教育改善に関わる活動の全般 について、大森教授か らは

大学全体における教育活動の 変化、大学全体の組織 の変化、カ リキュラムの変化やGP、

大学院社会文化科学研究科 「教授システ ム学専攻」について、 さらに大学院 のカ リキュラ

ムの変化 など、セ ンターやFDの 状況をよ り大きな高等教育の変化枠組みの中での熊本大

学の方向性 と関連付けてお話を していただいた。渡邊准教授は、訪 問調査の調整、 さらに

セ ンター と熊本大学に関す る包括的な資料を提供 して くだ さった。 ここにご協力いただい

た先生方 に深 く感謝を申 し上げる。本文中の誤謬は、調査者の責任 による。以下の報告 は、

今回の聞き取 り調査における情報、提供 していただいた資料、大学 のウェブサイ ト等 に基

づいたものである。本文は以下の ような構成 となる。

１．　　 熊本大学　大学教育機能開発総合研究セ ンター設立の経緯 と役割

２．　　 熊本大学 にお ける教育改善活動― センターの活動、FDの 位置づけ

３．　　 熊本大学の大学 ・大学院教育の特色 と目指す方向性
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最後に、　 「熊本大学全学教育システ ムの中の大教センターの役割　―全体のコメン ト・感

想」 として、今回の訪問で得 られた知見に関し、調査者 の現時点での見解 をま とめる。

１．熊本大学　大学教育機能開発総合研究センター　設立の経緯 と役割

１－１　大教センターの設立経緯

1994年 （平成 ６年度） ：平成 ３年度 に行われ た大学設置基準の大綱化に基づき、教養部 を

廃止。教養部の教官は各学部 に分属。

1997年 （平成 ９年度） ：学内措置 として 「大学教育研究センター」を設置。教育部 と研究

部が置かれる。

これ以降、 ６年間、教育部は教養教育実施にお ける実質的な責任母体 として機能 し、研究

部は教養教育を含む大学教育の調査研究を実施 した。

2003年 （平成 １５年度） ：学内改組 により、大学教育センターの研究部の役 目を引き継 ぐ

形 で、　 「大学教育機能開発総合研究セ ンター」を省令施設 として設置。教育部の機能は、

「教養教育実施機構」に引き継 がれ、教養教育の教務マネジメン トを教務課 とともに主 と

して行 う。

１－ ２　 大教セ ンターの組織 ・人員

「大学教育機能開発総合研 究セ ンター」　 （以下 「大教センター」） と　 「教養教育実施機

構」 との間には 「有機的な連携関係」が見 られ る。　 「大教センター」センター長は 「教養

教育実施機構」機構長 を兼務 し、大教センター教員は、教養教育実施機構にメンバー とし

て参画 し指導的役割 を果たす。 カ リキュラム開発部門は特 に教養教育 との関係が深い。

大教センター内には ３つの部門があ り、専任教官が配置 されている。　　 （図 １参照）

　FD・ 教育評価部門　　 専任教官 ２名

カ リキュラム開発部門　 専任教官 ４名 （CALL担 当２名 を含む）

教育システム開発部門　 専任教官 １名

また各学部か ら併任教官が ７名いて、「学部一貫教育」の視点か ら教養教育 と専門教育の

有機的連 関を実現す るための業務を行 う。
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またセ ンターの専任教官の定員は学部か らの拠出によるもので、「セ ンター運営委員会」に

はセンター専任教員のほか、学部か らの代表1も参加 してい る。センターの人事に関 しては、

別の委員会が設け られている。2センターに所属する教授 は学部教授会にオブザーバー参加

をする。

図 １　 （熊本大学　 ウェブサイ トか ら）

１－ ３　 大教セ ンターの 目的 と活動の内容

大教セ ンターの目的 には以下の ３つが ある。

熊本大学の教養教育を含む大学教育について調査、研究及び開発を行う。

教養教育の実施に関し教養教育実施機構と有機的に連携してその役割を果たす。

上記のような活動を通じて、本学の教育活動の充実発展に寄与する。

２．熊本大学 における教育改善活動―セ ンターの活動、FDの 位置づけ

２－ １　 大学学部教育の改革の流れ と大教セ ンターの活動 の内容

大教センターが現在の形で活動 をは じめたのは2003年 ４月か らである。

2004年 ４月には大学 として 「21世 紀熊本大学教養教育 目標 について」が出 され、2004

年度か らカ リキュラムの大幅な見直 しが行われた。 これは教養教育の 「マニフェス ト」 と

して位置づけられ、 教養教育での達成 目標が明示化 された とい う点で大 きな変化 となっ

1具 体的には （1）センター長 （2）センターの専任の教授 （3）各学部及び大学院自然科学研究科か

ら選出された教授　各1人 （4）その他学長が必要と認めた者　若干人

2「熊本大学学内共同教育研究施設等の人事等に関する委員会規則」に基づいて委員会が組織 されている。
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た。3

その後、教育 ・学生担当副学長 と大教センターセンター長 のイニシアテ ィブ もと、 成績評

価 の厳 格 化と学生 による授業 評価 の導入 とが行われた。全学委員会である教育委員会4が 中

心 とな り改善に とりくみ、「大教セ ンター」は、「教育委員会」、お よびその専門委員会 であ

る 「評価 ・FD専 門委員会」「企画 ・実施専門委員会」に対 して、大学教育政策に関わるイ

ンプ ッ トをさまざまな形で行った。

学生による授業評価は2005年 後期か ら本格的に全学で実施 された。教養教育 ・学部専門

教育 ・大学院教育において10名 以上の受講生 をもつすべての授業を対象 とし、「学生 によ

る授業改善アンケー ト」を実施 し、その結果 と成績評価結果について教員ごとにウェブ環

境 を使用 してコメン トを行い、 このコメン トをアンケー ト結果 とともに学生 に対 して提供

する双方向システムを開発 した。

熊本大学の組織的 ・体系的なFD活 動は1999年 ごろか ら、各学部、大学全体、現在の大

教セ ンターの前身である大学教育研究センター とい う３つの レベルで行われ、ある程度の

定着 ・浸透 をしてきていた （木村2007） 。学生による授業評価 はFD活 動の一環 として各

学部で行われてきたが、2005年 度以降、全学の学生による授業評価 を担 当す るのが、教育

委員会の評価 ・FD専 門委員会である。大教セ ンターでは、　FD・ 教育評価部門が、教育委

員会の評価 ・FD専 門委員会 と連携 しなが ら、アンケー ト結果の全学的分析 を行い、分析

結果 ・改善方針を集約す る形でのFD活 動 を実施 している。

これ により、①明示 された 目標に基づいて授業を実施 し、②成績評価結果 とアンケー ト結

果 を 「部局 ・教育単位 ごとに組織的な分析」を行い、③ 「分析結果 ・改善方針 を集約す る」

FD活 動がそれに連携 して行われるよ うになった。 このように して、組織的な改善サイ ク

ル により教育の質を累積的に向上 させ る 「ポジティブ ・フィー ドバ ック型の組織的質保証

システム」が確立 したといえる。

２－ ２　 フロンティア教育プロジェク ト （FEP）　 と熊本大学テ ィーチング ・オンライ ン

（KU：TO）

3山 田 （2004）を参照。
4「 国立大学法人熊本大学教育審議会において策定された基本方針に基づき

、熊本大学の教育に関する具
体的施策の策定及び実施のための調整を行 うため、本学に、熊本大学教育委員会を置 く。」（教育委員会規

則 より）。センターからは、センター長、センターの教授がメンバーとして参加。（カリギュラム開発部門 ・

教育システム部門の教授は企画実施専門委員会、FD・ 教育評価部門の教授は評価 ・FD専 門委員会に属 し

ている。）
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2005年 に教育 ・学生担 当理事 ・副学長のイニシアテ ィブにより、授業改善、特に学生の 「エ

ンプロイア ビリティ」 を高め、学生の成長を促 す方法 を大学の授業に取 り入れ ることが課

題 として認識 された。これを機 に、2006年 度 に １ヵ年 の 「フロンティア教育プロジェク ト」

（FEP）が立ち上がった。 これ は、教員有志 によるボランタ リーな参加 によるもので、教

育委員会委員、大教セ ンター専任教員、教務課職員に加えて、教員有志 が参加するとい う

形が とられた組織で、適宜、学外専門家 ・実務家の助力を仰いで共同研究 を実施 した。 こ

のプ ロジェク トの 目的は双方向授業やPBL（Problem Based Learning） な どの教育手法の

効果的な導入、授業デザイ ンの開発方法を集約 した 「授業改善ハン ドブ ック」の作成 、魅

力ある教育モデルの開発にあった。5

医学部では2005年 にすでにチュー トリアル教育 としてPBLに よる教育の導入を検討 してい

た。大学や各学部の中期計画や年度計画にPBLの 導入 については書かれてい る。また、教

養教育の基礎セ ミナーにおいて、精読 を中心 としたLearning Through Discussion（LTD）

も行われ るようになっていた。FEPで はこの よ うな既存の活動をもとに授業方法の開発

（FD）とカ リキュラム改善 とを有機的に連携す ることを目的 としていた。

FEPで の １年間の活動にもとづき、 「授業改善ハ ン ドブ ック」 を学内のオンライ ン上で公

開す るとい う形で6、熊本 大学ティーチング ・オンライ ン （KU:TO） が2006年 に立ち上が

った。PBLやLTDな どを紹介 した新 しい授業方法の導入、授業改善の諸問題への対応 、授

業方法改善のための リンク集な どがその内容である。現在KU:TOは 大教センターが管理 ・

運用 を随時行 っている。

法人化後の熊本大学においては、学生による授業評価 の導入 とその分析 、フィー ドバ ック

のメカニズムの導入 、さらにフロンティア教育プロジェク ト、その成果 である授業改善ハ

ン ドブ ックや熊本大学ティーチング ・オンライ ン （KU:TO） などを通 じた授業改善のため

の さま ざまな活動を通 じ、FD活 動が全学的な制度 として本格化 してきた といえる。

３．熊本大学の大学 ・大学院教育の特色 と目指す方向性

3－1　 熊本大学の教育の特色 とGPな どの採択

教育GP等 の教育に関す る競争的資金は、学部関係では ７件 を獲得 し、750近 い国公私立

大学中 ８位 、大学院関係 を含めると14件 の獲得で12位 となる。これ らの結果 は、熊本大

学の教育力の高さのあ らわれ、 と考え られ る。 また、採択 されたプ ログラムの半数以上が

5詳 しくは、本間 （2007）参照。
6ペ ーパーべースのハンドブックは作成せず、オンラインのみ。
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Eラ ーニングシステムに関係す るものであることか ら、高度情報化キャンパス整備 が大学

の戦略 として成功 している、 といえる　 （熊大通信、2007　 4月 ）。平成18年 度 に採択 さ

れた 「工学教育から発信す る大学教育の質保証」 （特色GP） は、「ポジテ ィブ ・フィー ド

バ ック型の組織 的質保証システム」の一例 といえる。大教センターはさまざまな形でGP

の応募 のプロセスで支援 を行 ってい る。セ ンター専任教官がなん らかの形でプログラムに

関わ るケースが多い とい う。

３－２　戦略的マネジメントと大学院教育プログラムの再編

2004年4月 に熊本大学の教育政策を構築す るための調査 ・研究、政策提言を行 うことを目

的 として 「教育政策研究会」が設置 された。 これ は教育 ・学生担当副学長、大教センター

センター長、セ ンター専任教員、 さらに学長が委嘱する教職員若干名 か らなる。熊本大学

の今後の教育政策 の基本的方向性について研究す る中で、2005年 の議論の焦点のひ とつが

「人文社会科学系の教育研究組織 ・教員組織のあ り方の検討に係 る調査研究」であ り、そ

の後 「人文社会科学系組織改革会議」において具体的な組織構想 が審議 された。そ こでの

議論は以下のよ うにまとめ られている。

高度専門職業人の養成を主 目的 とす るコースについては、入 り口としてどこ （熊本県、

九州、全国、外国等）の誰 （内部進学、外部か らの進学、社会人、留学生等）を対象

とし、出 口として どのような職務 （対象業種 ・職種 、人材市場等）を担 う人材 に要請

するため、 どの ような能力 を形成すべ くどのような教育内容 ・方法 と開講形態 で、 ど

れ くらいの規模の教育を行 うか、 といった諸点 を可能な限 り明確化す ることを 目指 し

て検討が行われてきている　 （大森、2007、27ペ ージ）。　 （太字調査者）

このよ うな大学院の組織改変の検討 に先立 ち、熊本大学における改革の先行事例 とされ る

のが、2006年4月 にスター トした大学院 「教授 システム学専攻」である。 「教授 システム

学専攻」 は、100パ ーセ ン トオンライ ン型の教育課程 であ り、学習市場 のニーズをいわば

先取 りした形 の、国内初の先駆的試みである。同専攻では、人材養成 目的の明確化 と体系

的な教育課程 の編成に向けて、修 了者が備 えるべ き職務遂行能力 （コンピテ ンシー） を掲

げ、公表 した。 これ らは教育の組織的展開 とい う点において、大学院教育の実質化の先進

例 とみな され る。

３－３　組織的質保証と全学教育システムの開発へ

これ らの議論は、大学院特に専門職業人の養成 を目的 とす るプ ログラムであ るため、これ

をそのまま学士課程の教育プログラム改善の議論にあてはめることは難 しい。大学学部生
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の場合、コー スや専攻 の選択は職業的 コンピテ ンシー以外 のさまざまな要素 （偏差値 、学

生の出身地、7大 学の場所、イメージ、専攻 の領域の内容な ど）によって大 きく左右 され

るか らである。また、新たなプログラムの構築に比べ、既存の組織 の組み替 えは困難 の度

合いが大 きい。 しか し、大学院 レベルにお けるこれ らのシステム開発を通 じ、熊本大学に

おいてはすでに大学の中での体系的な大学教育 ・研究教育組織 を通 した教育活動の進化の

プロセス とknow howが 組織的 に内在化 されている。これが、大森教授が呼ぶ ところの 「内

蔵型FD」 であ り、個別の教授法の改善や個 々の教員 の意識改善 とは別 の次元において、組

織 自体のFDの プ ロセス、学びの仕組み を作 り上げてきた とい える。8

おわ りに

熊本大学全学教育システムの中の大教センターの役割　－全体のコメント・感想

今後、18歳 人 口の減少、運営交付金の減少、地元にお ける就業機会の限界など、地方総合

国立大学が抱 えるさまざまな制約 と条件 の中で、このよ うな教育の進化 のプロセスをいか

に継続 し、組織 として維持 ・発展 させてい くかが、今後の熊本大学に とっての大きな課題

であ り、挑戦であろ う。今後、積極的なマーケティング、大学や学部 としてのイメージづ

く り、なども今後の大学の戦略的マネジメン トの一面 として重要であろ う。 こ うした観点

か らは、高度情報化キャンパス整備や教育 にお けるIT化 が、熊本大学の大きな特色 として

すでに定着 しているように見える。

今回大教センターの学内における位置づ けについて調査 した際に得 た情報のひ とつが、熊

本大学総合情報基盤セ ンター と大教センター との強い協力 関係9で ある。 さらに平成19年

度には、新たに 「eラーニング推進機構」が設置 され、教育におけるIT化 、教育内容 のデ

ジタル コンテ ンツ化を支援 している。　 「eラーニング推進機構 」には、大教セ ンター専任

教員 も関与 し、これ らの機 関間では緊密 な連携が保持 されているといえる。こ うした中で、

大教センターがPBL,LTDな どの新 しい教育モデルの開発に取 り組 んでい るのを考えると、

今後教育におけるIT化 との関連でPBLやLTDが どの ように発展 し、 どのよ うな新 たな教

育モデルやカ リキュラムができるのか、非常に興味深い。KU：TOを 通 じた学内での情報や

システムの共有やモデルのdisseminationも 今後ますます重要であろ う。

7 2006年11月 現在 、熊本大学 は学部入学者1806名 の95％ が九州 ・沖縄 の出身 である。
8大 森 （2005）32－35ペ ー ジ参照。
9例 えば、平成15年 度採択の特色GPか ら18年 度設置の 「教授システム学専攻」において強い協力が見

られた。
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今後 さらに全学教育システムを発展 ・維持 してい くためには、学内の教育に関わる他の機

能、た とえば、キャ リア支援課、入試課な どとも有機 的な関係 が構築 されることが重要で

ある。また、各学部 における学生支援 との連携 もその重要性は高ま るであろ う。 さらにい

えば、eラ ーニングを通 じた卒業生 とのつ なが り、生涯教育の機会の提供 とい う教育のあ

り方 も考えられ る。 これ らは大教センター と大学内の関連部局や各部署 との連携 の中で進

め られていく領域 である。

今回の聞き取 り調査か ら得 た感想 としては、熊本大学が法人化前後の教育改善 ・再編で成

果 をあげているひ とつの理 由は、組織的なセ ンター としての活動 と、 トップ ・ダウンであ

りなが らも自主性 を尊重 したプロジェク ト型の活動 （例　 フロンテ ィア教育プ ロジェク

ト）、また高度 な意思決 定プ ロセスに必要 となる戦略 と知識 に対応す る頭脳集団の編成 （例

教育政策研究会） とが うまく連携 している とい うところにあるのではないかと思 う。内部

でこのよ うな組織体系が可能 になるのも、ひ とえに、各教員や職員 の方々の尽力や ビジ ョ

ン と緊密なコミュニケーシ ョンによるところが大きい と思われ る。特に、今後PBLの よ う

な教育活動については、内部の教員 のコミッ トメン トが重要になるだけに、 どのよ うに教

員 ・職員 を教育活動にイ ンセ ンティバイズ していくかが、重要であ り、それ によってこれ

までのプロジェク トや研 究会での活動が今後、よ り実 りのあるものになるのではないだろ

うか。

また、 これまでの教育 システムの立ち上げが １フェーズ区切 りがついたあ と、ある程度、

業務の切 り分け ．外部化 を行 うのか、あるいはこれ までのよ うな内部 の組織の中で対応 し

てい くのか、 といった、組織内部のknowledge management、 今後の戦略的な組織運営 と教

育プ ログラムの展開、 さらに大学院 と学部 レベル、専攻分野な どそれぞれのニーズにあっ

たeラ ーニングの活用 のあ り方、な ど、今後の展開が非常に興味深い。

またFDの 実施 における組織や主体の変化 （「トップダウン」 、　 「ボ トムア ップ」）、 と

くに 「学生による授業評価」導入後の質的な変容 （木村2007参 考）は興味深い指摘である。

今後、個人 レベル、部局 レベル、全学 レベル といった壁 をこえて、学生 と教員 との間のフ

ィー ドバ ックのメカニズムが 「組織的質保証システム」として ビル ト・イ ンされた ことで、

授業改善、カ リキュラム改善 ・開発が一体化 し、組織 としてFD活 動が内在化す るとい う

モデルである。 このようなシステムもまた、個 々の教員の実践 によ り、進化 を していくで

あろ うし、これは必ず しも一方的な 「トップ ・ダウン」や評価 システムにつ ながるもので

はないだろ う。熊本大学の全学教育システムは、すでに次のフェー ズに向かって動いてい

るのではないか と思われ る。
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訪問調査概要

熊本大学　大学教育機能開発総合研究センター

2007年7月3日 　訪問調査

第3回 セ ンターゼ ミナールPBL(Problem Based Learning)の 国際的動向 「国際PBLシ

ンポジウム2007の 報告」　　 （大学教育機能開発総合研究セ ンター　本間里見　准教授）

参加

聞き取り調査

　　大学教育機能開発総合研究センター　大森不二雄　教授（教育システム開発部門）

　　大学教育機能開発総合研究センター　本間里見　准教授（カリキュラム開発部門）

　　大学教育機能開発総合研究センター　渡邊あや　准教授（カリキュラム開発部門）

ごあいさつのみ

　　大学教育機能開発総合研究センター　吉玉　国二郎　教授　（センター長）

参考文献

大森不二雄 （2007）『知識社会に対応 した大学 ・大学院教育プログラムの開発－ 学術知 ・

実践知融合 によるエ ンプロイアビリティ育成の可能性－』熊本大学　平成18年 度重

点配分経費 （教育特別経費） による研究成果報告書

大森不 二雄 （2005） 「全学教育システムの開発に関す る試論」大学教育年報　第8号 　熊

本大学　大学教育機能開発総合研究セ ンター

木村　浩則　　（2007）「熊本大学」　 有本　章編 （2007）『FDの 制度化 と質的保証』広 島

大学高等教育研究開発セ ンター　 高等教育研究叢書92

本間　里見　　（2007）「授業法改善のための学内支援サイ トKU:TOの 構築」大学教育年

報　第10号 　　熊本大学　大学教育機能開発総合研究センター

山田　雅彦 （2004）「21世紀熊本大学教養教育プ ログラムの構築 と今後の課題－教育 目標

の明治 と主題科 目I・IIの 設置 を中心に」大学教育年報　第7号 　 熊本大学　大学

教育機能開発総合研究センター

そ の他 参 考資料

熊 大 通信　 24号2007年4月

Kumamoto University Teaching On1ine http://kuto.ge.kumamoto-u.ac.jp熊 本 大 学 フ ロ

ンテ ィア教 育 プ ロジェ ク ト　 配 布版 紙 資料　 教 育委 員会　 大学教 育機 能 開発 総 合研 究

セ ンター 　2006.3.31

熊本 大 学 の立つ ところ 目指 す ところ ！　 熊本 大 学学長 室
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長崎大学 「教育のマネジメン トサイクル確立をめざして」

　　　　　　　　　　　近田 政博 （名古屋大学高等教育研 究セ ンター）

訪問先　　長崎大学　大学教育機 能開発センター

訪問 日時　2007年8月21日 （火）

インタビュイー

福永博俊理 事 ・副学長 （教育 ・情報担 当、大学教育機 能開発センター長 を兼任）

羽坂雅之副学長 （教務担 当）

高橋正克教授 （同センター　 全学教育研究部 門長）

丹羽量久教授 （同センター　評価 ・FD研 究部門長、初年次教育研 究開発部門長）

岡田佳子准教授 （同セ ンター　評価 ・FD研 究部 門）

インタビュアー

近田政博 （名 古屋大学高等教育研 究セ ンター）

1． 長崎大学　大学教育機能開発セ ンター設立の経緯 と役割

1－1． 設立の経緯

　長崎大学 大学教育機能開発セ ンター （以下、長大センター）は、全学教育、教育改善、

大学教育全般 のあ り方 に関す る研 究及びそれ らの実施 に関す る企画運営を行 うことを 目的

に、2002（ 平成14） 年 ４月に設置 された。発足時は全学教育研 究部門、評価 ・FD研 究部

門の ２部 門のみであったが、平成17年 度 に初年次教育研究開発部門を新設 して ３部門編

成 となった。

1－2． ミッシ ョンと戦略

　 1990年 代に設立 され た他大学 のセンターが当初 は全学教育の司令塔 としての役割 を期

待 されたのに対 し、長大センター は2002年 と比較的最近設立 されたため、全学教育 の司

令塔 としての役割に加 えて、教育評価やFDな どの機能 を当初か ら期待 されている。つ ま

り、全学教育のみ を担 当す る部門 と、学部専門教育や大学院教育をも対象 とす る部門がセ

ンター内に併存す る形 となっている。

1－3． 組織 ・人員

　 長大セ ンターの設立にあたっては、各部局か らポス トを １つずつ削減す る方式 （主に旧

教養部 ポス トの うち部局に分属 されたポス トを拠 出）で人員を確保 した。全学教育の担当

は全学出動体制で行 っているが、語学や情報、健康 ・スポーツな どの科 目を担 当す る教員

は長大セ ンターの全学教育部門に専任教員 として所属 してい る。スタ ッフの採用にあたっ
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ては、いずれの部門 も全国公募方式 をとってい る。

・全学教育研究部門

　多様 な学問体系にお ける 自らの専攻分野の位置 を正確 に理解する とともに、幅広 くかつ

深い教養 を身につけることによって、将来社会人 として求め られ る課題探求能力 と総合的

な判断力 を培 い、併せて豊かな人間性を涵養す ることを目的 としている。教養教育 を円滑、

かつ実効的に実施す るために、全学教育に関す る具体的な事項を企画 ・立案 し、その運 営

を支援 してい る。

・評価 ・FD研 究部門

　評価 ・FD研 究部門の主な活動 は、①授業評価 とFDの 実施 に係 る企画 ・運営に関す る

こと、②教育の評価方法 と教員の教授方法の改善に係 る調査研究、の2点 であ る。全学教

育における授業の問題点を授業評価によ り把握 し、FDを 通 じてそ の改善を図るための企

画 ・運営 を担 っている。長崎大学では 「学生による授業評価」を平成14年 度 より全学的

に実施 してお り、オンライ ン化お よび支援 ツールの整備 を進 めている。教育内容 ・方法の

改善を支援す るために、長崎大学FDを 企画 ・実施 してい る。

センターの役割と組織図

出 典 ：「長 崎 大 学 　 大 学 教 育 機 能 開 発 セ ン タ ー 　 セ ン タ ー 紹 介 」

http：//www．redc．nagasaki-u．ac．jp/modules/tinyd4/index.php?id＝3

（2007年8月17日 ）
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・初年次教育研究開発部門 （平成20年3月31日 まで設置）

　初年次教育研究開発部門では、①長崎大学 における初年次教育学習指導 ・学習支援 シス

テムを構築 し、授業実践研 究を推進す ること、②初年次学生の学習支援環境 を研 究開発 し、

学生 に還元すること、③長崎大学にお ける初年 次教育研究を国際的 な視野で展開す ること、

の3つ を行っている。次の ようなプ ロジェク トを推進 している。

　　 ・初年次教育学習指導支援 システム構築 プロジェク ト

　　 ・「初年次学生のための ラーニング ・ティップス」制作プロジェク ト

　　 ・初年次教育国際共同研究プロジェク ト

2． 長崎大学の教育改革 目標 とセンターの位置づけ

2－1． 長崎大学の教育 目標 と戦略

理念 と基本目標

　長崎大学の理念 は次 のように定められている。

　　 「長崎大学は 、長崎に根づく伝統的 文化 を継 承 しつつ、豊 かな 心を育み、地 球 の平和

を支え る科学 を創造す ることによっ て、社会の調和 的発 展に貢献す る。」

　 この理念 に基づ き、教育、経済、医、歯、薬 、工、環境科学、水産の ８学部がそれぞれ

の理念を制定 してい る。また、５項 目ある基本 目標 の一つ として、「学生顧客主義」を次の

よ うに掲げている。

　　 「学生顧 客主義」 の標語 の下、 教 養教育、 学部専門 教育 、大 学院教 育の充実を図 って

最高水準の教 育を提供す るとともに、入 学者選抜 、課外活動 、就職 な どを含む学生

生活の全般に わた って 支援体制 を一段 と強化す る。

　長崎大学の教育活動上の特色 としては、次のよ うなものがある。

・全学部でのAO入 試の実施

AO入 試を全学部で活用 している。また、ア ドミッションセンターを中心に して,ペ ー

パーテス トでは測定不可能な広義の学力や能力を測 るための開発研究を進めている。

・学生と取 り組む大学活性化

平成11年 度 より学生提案型の大学活性化計画の実現を大学が支援する 「夢大賞」を募

集 し、夢実現の支援を通 じてキャンパスライフの活性化を推進 している。

　 ・特色ある教育

　　　学部混在型教養セ ミナー （全学教育）、文理融合型初年次専門共通科 目　（環境科学部）、

リメディアル教育 （補習教育,工 学部）などの特色ある初年次教育を行っている。

・地域に根ざした教育の充実

長崎県は全国有数の離島県であることから、離島を教育のフィール ドに地域 と連携 した

特色ある以下の教育プログラムを展開 している。
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・国際性豊かな教育

　 オランダ ・ライデン大学より受け入れた留学生を中核にした 「留学生センター交換留学

生プログラム」を平成16年4月 に開講 している。このプログラムは、江戸時代の 「長

崎蘭学」を中心 とした文化交流の歴史に関す る授業と、蘭文や和文の古資料を調査研究

する演習から構成 されている。

・魅力ある大学院教育

　 次の ２点が 『「魅力ある大学院教育」イニシアティブ』 として採択 されている。

　　・海洋環境 ・資源 の回復 に寄与す る研 究者養成 －環東 シナ海実践教育 による学 際

性 ・国際性 の育成 － （生産科学研究科水産学専攻、海洋生産科学専攻）

・国際的感染症研究者 ・専門医育成プログラム （医歯薬学総合研究科　新興感染症病態

制御学系専攻）

・教員の個人評価活動

　　 「教育」、「学術 ・研究」、 「社会貢献」および 「組織運営」の ４領域 において、教員

の個人評価 を ５年おきに実施 している （前回は14年 度に実施、19年 度 も実施済

み）。各教員 が 自己作成 した評価資料 を各部局の評価委員会がチェ ックし、部局

長に報告す る仕組み となってい る。

2－2． 長崎大学にお けるセ ンターの位 置づ け

　長 大セ ンターでは教育担 当理事 （副学長）がセ ンター長 を兼任す る方式を とっている。

他の学内セ ンター とは異な り、学内では大学教育機能開発セ ンターは執行部 と一体である

とみなされてい る。 このため、調査者 （近田）の勤務校であ る名 古屋大学のよ うに、教育

担当理事 あるいは副学長 とセ ンター長職が別 になっている場合 と比較 して、格段 に大きな

影響力 と権限を有 してい るといえる。今回の面接調査によると、センターが決 定 した こと

は全学の合意 である とみな されるだけの重み を持 っているとのことである。

　長崎大学には教育 関係 の全学委員会 として、教務委員会 と教育改善委員会がある。 いず

れ も委員長職 はセンター長 （教育担当理 事）や教務担当副学長が これ らの委員長 を務 めて

い るので、センター との連携はスムーズである。教務委員会は教育実施に関する問題 （単

位 、カ リキュラムな ど） を扱い、教育改善委員会は教育の基本方針や教育評価、FDな ど

を扱 っている。センターか らさまざまな提言 を行 う場合 は、 これ らの委員会でオー ソライ

ズする仕組み となってい る。

　全学教育 との関係 については、長大セ ンターの内部に全学教育部 門があ り、ここが司令

塔 となって全学教育実施委員会を組織 している。 さらにその下部組織 として科 目別委員会

が位置づけ られている。つま り、長大セ ンターは全学教育の司令塔 としての機能 と、教育

改善の研究 ・開発機 能の両方を有 している。 この点は、名古屋大学のよ うに全学教育の企

画 ・実施 を行 う組織 （教養教育院） と大学教育の研究開発機能 を行 う組織 （高等教育研究
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セ ンター） が分離 してい るケース とはまった く異なる組織形態 となってい る。長崎大学型

の場合、企画 ・研究機能 と実施機能が有機的 ・効率的な連携 を図 りやすい とい う長所があ

るだろ う。

　長大センター とは別 に、長崎大学 には学生支援センター とい う組織がある。学生支援セ

ンターは学内措置 によるもので、学生の生活支援やキャ リア支援 を 目的 としてお り、全学

の学生委員会の下に位置づけ られてい る。事務組織上は、学生支援課が学生支援センター

を所管 し、一方、大学教育機能開発センターの事務は教育支援課 が所管 してい る。 ここか

らわかる通 り、長大 セ ンター と学生支援セ ンター は基本的には別 々の組織 として位置づけ

られてい る。

　 また、長大セ ンター と教育学部の間 には、活動や人事の上で特に緊密な関係 はみ られな

い。センター長やセ ンターのスタッフも教育学の研究者だけではな く、工学、薬学、語学

な ど、 さま ざまな分野の教員で構成 されてい る。

3． センターの主な活動

　長崎大学 が特に力 を入れているのは、教育活動 にお ける 「マネジメン トサイクル」 （い

わゆるPDCAサ イ クル）の構築である。この基本方針 は初年次教育研究において もFD活

動において も同様 であ り、活動の結果 ・成果 を次の改善に結びつ けるフィー ドバ ックを重

視 している。学生の授業評価結果 も教員の個人評価 とリンクさせ る方式を とってお り、さ

らに学生 に対す るフィー ドバ ック方法の あ り方について検討 している。

　長大センターの特色 ある取組 としては、平成15年 度採択の 「特色 ある大学教育支援プ

ログラム」 （特色GP） による 「特色ある初年次教育の実践－教育マネジメン トサイクルの構

築－」や,平 成17年 度採択特別教育研究経費の補助 を受 けて開始 した 「教員に対す る支

援 と学生への学習支援 を同時 に行 う初年次教育指導支援システム構築事業」な どがある。

こうした中で、長大センタースタッフの発案に基づき在学生が中心となって 「初年次学生のた

めのラーニ ング ・ティ ップス」 な どが制作 されている。

　初年次教育は全学教育に属する事柄で あるが、授業評価やFDに 関 しては全学教育に限

らず、学部専門教育や大学院教育も対象 としてい る。た とえば、授業に悩みを抱えている

教員 に対す る個別相談はセ ンターのスタッフが担 当 してい る。

4． ま とめ

　長大センターは初年次教育への意欲的取 り組 みな どで全国的によく知 られているが、こ

うした活動はセ ンタースタ ッフの努力の賜であるだけでなく、教育担 当理事がセ ンター長

を務 めてい るとい う、大学執行部 と一体化 した組織上の特性に大 きく起因 している。長大

センター は学内共同教育研究施設の一つであるが、実質的には教育部門の全学司令塔 とし

て他の学内センター とは比較にならないほ ど大きな権 限 と影響力を有 してい る。また、長
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崎 大学 の執 行 部 は教 育改 善 に関 して大 き な関心 と意 欲 を持 ってお り、 この こ とがセ ンター

ス タ ッフの活動 意欲 を高 め る こ とにつ なが って い る よ うに見受 け られ た。

 た だ し、現行 の人員 配 置 では 学部 専 門教 育や 大学 院教 育 へ の支援 を行 う上 で 十分 で はな

い とい う指 摘 もあ る。 少 ない ス タ ッフ で 、教育 の マネ ジ メ ン トサ イ クル確 立 に向 けて 一層

の 工夫 が求 め られ て い る。

参考 文献 ・サ イ ト

・『国立 大 学法 人 長 崎 大 学概 要 2007年 版 』

・「平成19年 度 か らの全 学教 育 ・教 育改 善 の実 施体 制 」(説 明資料)

・「長 崎 大 学 の理念 と基本 目標 」

  http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/gaiyo/h19/h19-000b.pdf(2007年8月17日)

・「国 立大 学法 人長 崎 大学 中期 目標 ・中期計 画」

  http://www.nagasaki-u.ac.jp/plan/chuki/chuki.html  (2007年8月17日)

・「長 崎 大 学 大学 教育機 能 開発 セ ンター セ ンター 紹介 」

  http://www.redc.nagasaki-u.ac.jp/modules/tinyd4/ (2007年8月17日)
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鳥取大学 大学教育総合センター

小島 佐恵子(北 里大学)

1.大 学教育総合センターの設立経緯,活 動内容について

 鳥取大学の大学教育総合センター(以 下,セ ンター とする)の 目的は,「鳥取大学の学内

共同教育研 究施設 として,全 学共通教育 を円滑に実施す るため並びに大学教育改善のため

の企画,研 究および開発を行 うため,鳥 取大学の教育の中心的な役割を担い,も ってその

教育の進展 に資す ること」 と示 されてい る1。

 大学教育総合セ ンターは,大 学教育センター(設 立当時。2002年 に 「大学教育総合セン

ター」へ と名称変更)と して,教 養部の改組 に伴い1995年 に発足 した。教養部の教員は

各学部 に分属 とな り,セ ンターは学部 の教員 とセ ンター長(初 代 は元 ・教養部長)と 主任

(教養部評議員)と い う３名体制か ら始まった。教養部で行われていた教育は共通教育と

して全学で担当す ること(学 部責任体制)と なったため,初 期 のセンターの業務は,共 通

教育の中の分野のマネジメン トを引き受け,担 当者 に依頼す るとい うことであった。

 筏津セ ンター長(イ ンタビュー当時。2005年4月1日 ～2007年3月31日)は,セ ン

ター に着任す る以前は教養部の英語科の教員であ り,教 養部廃止後 は,教 育学部(当 時)

所属であった。教育学部 は,教 育地域科学部に改組 され,そ の後現在の地域学部に改組 さ

れた。筏津セ ンター長は,地 域学部への改組時に,2003年 に文部科学省の省令施設 とし

て大学教育セ ンターが認可 され るよ うになったため,セ ンター専任教員 とな り,同 時に共

通教育の外国語を担当す るこ とになった。

 センターの当初 の業務は,前 述の とお り,共 通教育のマネジメン トが中心であった。担

当カ リキュラムについて も,大 学教育総合セ ンター運営委員会(兼 任教員で構成)が トッ

プになってお り,そ の下にカ リキュラム編成専門委員会等があったため,セ ンターにカ リ

キュラムの編成権限 もあった と考えることができる。 また,セ ンターの専任教員 になって

か らもこれまで通 り授業(共 通教育)を 担 当す ることには変わ りないた め,な かなか教員

側の意識 を変化 させ ることが困難であった。FDや その他の業務 について,セ ンターの業

務 として率先 してや らなくてはならない とい うことにっいては,こ こ2～3年 で意識改革を

進めてきている。 なお,セ ンターの構造は図1の とお りである。

1http://www.stu.zim.tottori-u.ac.jp/center/index.html (2008年1月31日 現在)
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   図1.大 学教育総合セ ンター組織図

(セ ンタ ー ウェ ブ サ イ トhttp://www.stu.zim.tottori-u.ac.jp/center/index.htmlよ り引用)

2.FDに 関す る活動内容

 FDに ついては,学 内で行われてはいたが,あ くまで委員会方式で進めるものであって,

先述のとお り,セ ンター設立当初はセンターがFDを 担 当す るとい うことはなかった。 FD

委員会で も,具 体的な教育改善を進めるとい うよりは,教 養教育の枠組みや理念を検討す

るとい う内容が中心的に扱 われていた。 当初のFDの 基盤 になっていた委員会 は,大 学教

育調査研究専門委員会 とカ リキュラム編成専門委員会の2つ である。組織上は,こ の委員

会で検討事項に関す る全学的な合意がな され,そ の後各学部教授会に下ろされ るとい う仕

組みになっていた。 しか し,実 際 は委員会で権限を発揮す るとい うことは難 しく,と くに

教育負担の公正化 と成績評価方法の改善は困難であった。

3.大 学全体の改革 目標 と大学教育総合セ ンターの位置づけ

 法人化以後の大学の教育改革の主眼 としては,「 グラン ドデザイン2」と 「人間力3」の策

定がある。センターでは 「人間力」の策定 について,研 究開発部の教員が従事 した。

 「人間力」のカ リキュラムへの反映は,2007年 に試行 し,2008年 から本格実施 をする。

大学のキャッチフ レーズは 「知 と実践 の融合」である り,そ の下に教育 と研究の両面があ

る。鳥取大学は,研 究大学 とい うよ りも,教 育 に特化 した大学に しようとい うこ とで合意

した。具体的には,社 会か ら求め られ る力を持 った学生 を育て ようとい うことで,「人間力」

を定めることになった。 「人間力」は ５つの概念(知 力 ・体力 ・実践力 ・気力 ・コミュニ

ケーシ ョン力)か ら構成 されてお り,そ れが さらに細かな下位 の階層 に分かれ ていき,全

部で ３層構造になっている。2008年 度か ら,シ ラバスにおいて,授 業内でどのよ うな力

2イ ン タ ビュ ー 当 時 は ま だ未 定稿 で あ っ た が,現 在 は 下記 の ペ ー ジ に掲 載 され て い る。

http://www.stu.zim.tottori-u.ac.jp/gakumubu/gakumuka02/info/％E3％82％BO％E3％83％A9％E3％83％B3％E3％83

％89％E3％83％87％E3％82％B6％E3％82％A4％E3％83％B3.pdf

3 http://glc.office.tottori-u.ac.jp/Syllabus/Ningenryoku/kangaekata.htm(2008年1月30日 現 在)
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を育成す るか,３ つほ どキー ワー ドを明記することを義務化す る。

 「人間力」の構想は,GP等 を申請するときに必要な大学の教育理念 の体系化などの作

業の中で生まれてきた。１年 ほど議論 を重ねて出てきたものである。 これ に関 してはワー

キンググループを構成 したが,そ の中には民間企業出身の者 も含 まれている。 さらには,

世間からも意見を聴取す るとい うことで,ウ ェブサイ トにも掲載 した。 さま ざまな意見が

出てここまで整理す るのに苦労 し,２ 年は費や した。

4.セ ンターの意 思決定

 センターの運営は,全 学の運営委員会によって行われている。以前はセンターに教授会

が置かれていたが,2007年1月1日 に終了 した。教授会の構成員 は各学部か ら １名ずつ

であったが,運 営委員会の構成員は各学部か ら２名ずつ となっている。センターの専任教

員が増え,10数 名体制 になってからは,さ まざまな仕事が舞い込むよ うになった。良い意

味でGP等 の仕事 も担 当す るよ うになった。 しか し,セ ンターの人員が増えた とはいえ,

業務量も増 えてい るため,運 営は楽ではない。セ ンター長は,全 学の教育にかかわるさま

ざまな委員会(入 試委員会,就 職委員会等)に すべて関与す ることになってお り,負 担が

大き く,セ ンターに依頼 されるすべての仕事 を引き受 けるのは難 しい と感 じている。大学

の上層部の変更によってセ ンターの性格や位置づ けが変化することも予想 されるため,教

育改革の中での位置づ けを固定す るのは難 しい。

5.FD以 外の教育改善活動

 FD以 外の教育改善活動 とのかかわ りとしては, GPや 学生支援が挙げ られる。 GPと し

ては,① 大学教育の国際化推進支援プ ログラム(海 外先進教育実践支援)「国際的通用性 の

高い教職員育成 のプ ログラム－ 教育力,マ ネジメン ト力,コ ミュニケーション力の向上を

目指 して－ 」と,② 大学教育の国際化推進支援プログラム(戦 略的国際連携支援)「持続性

ある生存環境に向けての国際人養成－砂漠化防止海外実践教育カ リキュラム－」が採択 さ

れた。上記のプログラムの実施につ いては,学 部 とセ ンターが連携 し,実 務(教 職員派遣

メンバーの選定,学 生の派遣メンバーの選定等)の 部分をセンターが担当 した。

 また,学 生支援につ いては,県 内の人 口が少ない(約60万 人)こ とか らも,学 生は広

く県外か ら募集 してお り,実 際在学生の82％ が県外か ら入学 している。そのため,下 宿生

が多いことか ら,学 生支援の一環 として ２年間ほど生協での 「無料朝食会」(4月 に20日

間ほど)を 実施 してきた。センタースタッフは,全 員それに出席 して学生 との交流 を深 め

た。生協にかな り負担をかけて しま うため,平 成18年 度は １週間のみ実施 した。

 このことに関連 して,学 生 とのつなが りが近年希薄化 した ことが指摘できる。教養部が

存在 した頃は,教 養部の教員が入学後 ２年間学級教官を務めていた。語学の教員 はクラス

を受け持 った りもす るため,学 生の深刻 な悩みの相談や,親 か らの相談 にも対応 していた。
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しか し,共 通教育になってか ら,学 生 とのつなが りが希薄な り,以 前 よりも留年が見えに

くくなって しまった とい うことが指摘 できる。 卒業研究の段階になって初めて単位 が取れ

ていない とい うことが発覚するとい うことも多い。 そのため,全 学必修の大学入門科 目の

中に大学入 門ゼ ミとい う初年次科 目を設 けた。入門ゼ ミの内容は各学部が独 自にや ってお

り,運 用は学部に任 され ている(例:農 学部→演習林の中の施設 で合宿を行 う)。 しか し,

農学部の例 を見て も,講 義や演習 を積み上げてい く方式で実施 しているわけではなく,成

績評価は,「合格／不合格」となってい る。大学入 門科 目は,大 学入 門ゼ ミ以外に,情 報 リ

テ ラシー,教 養基礎科 目(運 営担当はセンター)な どがある。教養基礎科 目は鳥取県の教

育委員会 と協定を結んでお り,数 学 ・物理 ・生物(動 物系 ・植物系)・化学を設定 した。平

静19年 度 からはこれに英語 を加 えて ６科 目で実施 しようとい うことになってい る。県立

高校の先生に来てもらい,AO入 試 で入学 した学生や未履修の学生に対 して17時 か ら授業

を開始す るよ うにする(単 位 は出ないが,義 務化す る方向で検討 してい るとい う)。

6.今 後のセンターの方向性

 今後のセ ンターの方向性 としては,共 通教育 を司る役割 は継続 して担 うことになるだろ

う。組織 としては,他 大学同様,機 構化 も考 えられ る。また,理 事や副学長の下におかれ ,

実際の教学改革の実施組織 として存在す るとい うことが実際の在 り方だと考 えられる。セ

ンターの人事権は学長 にある。

 教養部 の改組以降の7年 間よ りも,2003年 以降の法人化への過渡期において,か な り

変化があ り,多 くの試行錯誤を繰 り返 してきた。教育改革のグラン ドデザインを作 り上げ

てきた とい う感覚 よりも,資 金獲得のための実動部隊を担 ってきた とい う感覚が大 きい。

しか し,実 質的に組織を動か してい くのは,各 種委員会の認知が必要であるとい う現状が

ある。各委員会の委員長の承諾が全学的な承認であるとい う形 は今後 も変化 しない と考え

られ る。

7.ま とめ

 セ ンター全体が,教 養部の組織 を土台 としてい るため,教 育に対 して熱心な姿勢が うか

がえる(学 生支援 について等)。 また業務が増加す るなか,教 員の数は多 く,人 的資源 は豊

富 とはいえ,教 学改革の実施または実務機 関 となっているため,負 担は重い と見受け られ

た。鳥取大学の教学改革の主眼 としては,「人間力」の策定があるが,今 後その本格実施 に

セ ンターがどの ようにかかわっていくのかが興味深い ところである。
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訪問調査概要

　　 日時 ：2007年1月10日 　 13：30～15：00

　　訪 問者 ：川島　啓 二,小 島　佐恵子 （記録）

　　インタビュー対応者 ：筏津　成一　大学教育総合センター長 （インタビュー 当時）

　　　　　　　　　　　　原 田　剛 　共通教育係長

当日いただいた資料 ：

　 「鳥取大学概要　平成18年 度」 （冊子）

　 「鳥取大学2006ガ イ ド」（パ ンフレッ ト）

　 「鳥取大学大学教育総合センター （2006年4月1日 版）」

　 「鳥取大学大学教育総合センター （平成18年12月 作成版）」

　 「全学共通科 目　 履修案内　平成18年 度」

　 「全学共通教育 （一般教育）に対する実施体制の経緯 と現状」

　 「授業計画 （シラバス）」

　 「国際的通用性の高い教職員育成 のプログラム－教育力,マ ネ ジメン ト力,コ ミュニケー

　　 シ ョン力 の向上を 目指 して－ 」

　 「持続性 ある生存環境 に向けての国際人養成－ 砂漠化防止海外実践教育カ リキュラム－ 」

参考資料 （HPよ り）：

　 「人間力の考え方」

　 「鳥取大学教育 グラン ドデザイン決定！ ！」

－35－



　　　　　九州大学における教育改革への取 り組みについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平塚　力 （東北大学）

は じめに

　本稿は、九州大学 における教育改革への取 り組 みについて、一般教育の実施機 関であっ

た教養部が廃止 され て以後、後継機 関 として誕生 した大学教育研究センターの変遷 を中心

に報告す る。

　本稿では、最初に1990年 代以降の九州大学 における教育改革 の流れ を概説す る。その

上で、大学教育研 究セ ンターお よびその後継機関の業務内容、成果、課題 を整理す る。そ

して最後 に、セ ンター に関係する諸組織の変遷過程 をもとに、大学 としての教育改革戦略

を明 らかにする。

　 なお本事例は法人化 に対す る国立大学側の対応 とい う点において、い くつかの特徴 を見

出す ことができる。 そ してそれ らの特徴 に光をあてることで教育改革 に対する 「大学 とし

ての戦略」の解明が期待できる。そ こで本稿 では教育改革 に関す る大学側の行動分析 を中

心に報告 を進 める。

1．教育改革推進機関の機能 と構造の変遷

　 九州大学において、1990年 代以降の教育改革 の契機 となったのは、それまで一般教育の

推進機 関で あった 「教養部」の廃止であ り （1994年 ）、これに より大学教育の内容 と推進

体制の見直 しが図 られ ることになった。同年、大学は一般教育を 「全学共通教育」 と改め

（2000年 に 「全学教育」に変 更）、また文部省 の予算措置を受 け、「大学教育研究センター」

を設置 した。

　設置当初の大学教育研究センターは教養部の後継機 関であ り、大学教育の研 究お よび全

学共通教育の企画運営に関す る責任機関 とい う性格 を帯びた。 またセ ンターの長 は評議会

によって選出され、そ こでの意思決定はセ ンター長以下数名 の 「大学教育研究セ ンター委

員会」によってなされた。

　その後、大学は2000年 に 「全学教育機構」を設置 した。 これは総長 自らが機構 の長 と

なるな ど、大学教育研 究センターが大学教育に関す る唯一の機関 とい うそれまでの状態を

改め、全学教育の実施 に対 し大学全体 として責任 を負 う体制整備 を意図 した ものである。

また機構 は、既存の学部 ・大学院、学内共同の教育研究施設等か らの委員によって構成 さ

れ る有機 的連携機 関であった。

　次に全学教育機構 と大学教育研究センターの関係 につ いてである。大学教育研究センタ

ーは全学教育機構の構成機 関 とされ、全学教育 に関 しては旧来の全学教育の企画 ・運営か
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ら、実施機 関 としての全学教育機構への支援 とな り、また大学教育 （評価 ・点検等） の研

究 と情報提供、ＦＤ の企画 ・運営 とい う新たな役割が加わった。 さらにセ ンターの管理体

制については、設置後 しば らくは、大学教育研究センターの長は評議会 による選出であっ

たが、2002年 か らは総長が指名す る副総長または総長特別補佐へ と改め られた。

　 その後、九州大学 における教育改革の新展開は、大学教育研 究セ ンターの改組 による 「高

等教育総合開発研究セ ンター」の設置 （2003年 ）である。これは独立 した学内組織であっ

た大学教育研究センター とア ドミッシ ョンセ ンター とを統合 し、内部 に ３つの部 （大学教

育開発部、共通教育推進部、入学者選抜方法部、）を設 けるこ とで、 １つのセ ンターで入学

選抜か ら大学教育まで を総合的に担当す るこ とを意図 したもので ある。一方で全学機構は、

引き続 き総長 を長 とした全学教育の責任機関であ り、センターの位置づけは全学教育機構

への支援機 関で あった。

　 以上の教育改革 の流れに新 たな変化が生 じたのは大学が国立大学法人 としてス ター ト

した2004年 以降である。国立大学の法人化に際 しては、教育、研究、社会貢献な どの業

務 に関 し大学 としての中期的な 目標 と計画が必要 となった。そこで九州大学では業務 ごと

に全学的立場か ら企画立案す るための学内機 関を設置す ることにな り、大学教育に関 して

は 「教育改革推進室」 とい う学内機関を設 けた （2004年4月 ）。

　 同室の業務 は、文部科学省や 同省 の諮問機関の動向 を分析 し、教育改革に関す る本部の

意思決定お よび全学調整 を支援す ることであ り、同 じ大学教育であって も大学教育の実施

（オペ レーシ ョン） を対象 とす る高等教育総合開発研 究セ ンター とは一線 を画 した。

　 翌2005年 、九州大学では大学教育 に関す る上記の改革 を加速 させた。大学教育に関 し

て総長か ら検討諮問を受 けた 「教育構想懇談会」は、『九州大学の教育 目標 と教育改革アク

ションプラン2005』 を発表 し （2005年11月 ）、大学教育のための新たな推進体制 を

提起 した。

　 同プランは、「教育の企画実施運 営における全学 と各部局の連携 のための全学的な枠組

みが必要 とされている」 との問題認識の もと、 「本学の持てる教育資源 を最大限に活用 し、

目標 とす る人材育成 を実現する教育課程 ・教育プログラムの創出のために、全学の教育の

調整、マネジメン トに関わる 『高等教育機構』」の設置 を提起 した。そ してこのプ ランをた

た き台 として、大学は 「全学教育機構」を 「高等教育機構」へ と改組 し （2006年 ６月）、

それにあわせ従来の機構 の仕組みを次の とお り改 めた。

　 まず大学教育に関する情勢分析や全学 レベル の計画立案 を担 当した 「教育改革推進室」

を 「教育改革支援室」に、また 「高等教育総合開発研究セ ンター」を 「高等教育開発推進

センター」 にそれぞれ改組 し、双方を 「高等教育機構」の構成機関 とした。その上で、機

構 の長は総長が務めることと し、大学教育に関する上位 の審議機 関 として 「高等教育審議

会 （委員長 は総長）」を設置 した （2006年6月 ）。

　 この改組によって、高等教育総合開発研究センターの規程上の位置づけは、教育機構 ヘ
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の支援機 関か ら機構それ 自体へ と変化 し、さらに教育改革支援室 との関係が明確 にされた。

こうした組織改革 は、2003年 以降の組織改革 の到達点であ り、試行錯誤的に実施 してきた

業務お よび組織改革を制度 として公式化 した ものであった。

2．セ ンターの業務 内容、成果、および課題

　 次に大学教育研究センター と、その後継組織 を中心に業務内容、成果、課題について整

理する。 なお、それ らを検討す る上では、セ ンターの学内的な位置づけお よび関係機 関の

理解が必要 となることか ら、諸機 関の 目的、業務、構成等 を整理 してお く　（表1参 照）。

(1)大 学教育研究セ ンターの段階

　 当初 は全学共通教育の責任機 関 とい う性格 を帯びた大学教育研究センターであったが、

2000年 に全学教育機構が設置 され る と、支援機 関として業務の充実が求め られ るよ うにな

った。

　 規程 によると、①大学教育の研究、②教育評価 の研究 と開発、③ ファカル ティ ・デ ィベ

ロップメン ト （以下 「ＦＤ」）の企画 と助言、④学 内への情報提供 、⑤全学教育の企画 と実

施への支援、がセ ンターの主な業務 とされた。

　 当時、大学教育 に関 しては、例 えば教育評価 な ど文部科学省を震源地 とした政策変更な

され、大学の実情 に応 じたプログラムの開発 と、開発 したプログラム学内普及がセ ンター

の中心業務 となった。そ こで、学内外か ら要請 され る広範 な業務 の中で、専任 ４名のセン

ターにおいては特 にプ ログラムや システムの開発 と普及が戦略的な課題 となった。

（2）高等教育総合 開発研究センターの段階

　 この段階 においては、ア ドミッシ ョンセ ンター と統合 され、①大学教育開発 、②21世 紀

プログラム教育開発研究、③入学者選抜方法開発研究の ３部 門 とな り、① はファカルティ ・

デ ィベ ロップメン トの企画 と支援 、 自己評価の研究 と支援等 、② は全学教育の企画 と実施

への支援、③は入学者選抜方法に関す る調査研究 と支援、入学情報の提供、が主たる業務

となった。

　 また、この段階でのセンターの事業成果 については、 日々の実践 を通 して構築 されたシ

ステム （プログラム）、大学教育の啓発活動に対す る各機関か らの応答等であ り、教育オペ

レーションの開発 と普及 とい う旧来か らの課題 は徐 々に克服 されつつあった。

　 ただ し大学教育に関す る全学的な計画や調整な ど、教育オペ レーシ ョンを超 えた全 学の

マネジメン トレベルの問題が新たな課題 として浮上 した。センターは大学教育の実施 に対

する支援機 関であるが、責任機関である全学教育機構 は委員会組織 であ り実務機関ではな

かった。そのため機構 が学内諸制度 の刷新を決定 して も、それ に関す る学内への普及や調

整が ともなわない場合、その影響はセンター に及んだ。具体的 には、時に学内調整 な ど自
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らの業務を遂行す る上での条件整備への対応 が必要 となった。

(3)高 等教育総合開発推進セ ンターの段階

　 高等教育総合開発推進センターへの改組によって新たな業務 が加 わ り、セ ンター は、①

大学教育開発、②共通教育推進、③入学者選抜方法開発、④学生生活 ・就学支援 開発、の

４部門へ と拡充 された。そ して大学教育研 究セ ンターの時代あっては、大学教育に関す る

実務オペ レーシ ョンの開発が課題であったが、実践 を通 してオペ レー シ ョンを開発す るた

めのノウハ ウそれ 自体が蓄積 された ことで、本来業務 の遂行 それ 自体 はセンターにとって

緊急の課題ではな くなった。

　 一方、セ ンターは教育改革支援室 とともに、高等教育機構 の主体 となった。 そ して前段

階で問題 となった大学教育に関す る全学 レベル の調整や企画業務 は教育改 革支援室の担当

とな り、セ ンターは大学教育の周辺領域に関す るオペ レーシ ョンの開発 と普及 に特化す る

こととなった。

3．大学 と しての教育改革戦略

　 ここでは大学教育研究センターお よび後継 のセ ンターの変遷 を通 して、その背後 にある

大学 としての教育改革戦略について検討す る。

（1）大学教育研究セ ンターへの改組

　 大学教育研究セ ンターは、教養部の後継機関 として設置 され たことから、スター ト段階

においては一般教育の円滑な実施 とい う短期的な ミッシ ョンを負 った。

　 ただ し、新たな業務 として大学教育 の研 究活動が加 わった点については、 これは1991

年 の大学審議会答 申 「大学教育の改善について」以降、高等教育政策が事前規制による量

的管理か ら事後評価 に基づ く質的保証へ と転換 した ことへの対応 と解 され る。具体的には、

高等教育政策の変更のたびに、大学 として対応すべき用件 が登場 した ことか ら、セ ンター

の設置には大学教育の改善を実務 レベルで柔軟 に進 めよ うとの戦略 を読み取ることができ

る。

（2）高等教育総合開発研 究センターへの改組

　高等教育総合開発研 究センターへの改組 については次2つ の特徴がある。先ず 、総長が

センター長 を指 名す る とともに、全学教育の実施機関を全学機構 とい う形で独立 させ た点

である。 ここか らは教育の実施 と質 の改善に関 して大学 と して責任 の所在 を明確に しよ う

との意図が読み取れ る。

　次 に改組後、セ ンターにおいて対応すべ き業務が拡大 し、かつ業務 ごとに部 門が画 され

るよ うになった点につ いてである。 これ ら高等教育政策の変更に よって教育の質や成果が
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資源配分に反映 され るよ うになった結果 、大学 として評価の対象 とな り得 る領域を明 らか

に し、入学者選抜部門や学生支援部 門な どの領域 を1つ の部門として画 し、それ らを1つ

のセンター として機能 させ ることで、教育成果を総合的 に向上 させ よ うとの戦略が読み取

れ る。つま り教育開発、能力開発 （ファカルティ ・ディベ ロップメン ト）、教育評価 システ

ム開発 な ど全学教育への支援機関 としてのセ ンター機能 の拡充 は、大学に対する社会 か ら

の要請 に柔軟 に対応す るた めの組織戦略である。

　 以上 は、2003年 以降、九州大学における法人化対応の一環 にとしてな されたが、そこで

の改革 のメカニズムは次の よ うに説 明できる。

　 大学 とは権限が委譲 された専門職 によ り構成 され る、極 めて分権的 な組織である。 そ し

て国立大学の法人化は、専門職集団 （教授団）の 自己決 定が外部環境への応答性 において

十分ではない との政策側 の判断によって決定づ けられたものである。そ こで法人化 によっ

て組織 の統治者 となった総長は、資源獲得に直結す る重要事項に関 して学内を統制 しよ う

とす るが、大学の ような分権組織 においては ヒエ ラル キーによる直接的監督 は不可能であ

る。そ こで残 された選択肢 は、大学教育の技術－ 過程－成果 を標準化 し、その受容 を成員

に促す こ とによる組織統合である。つ ま りセ ンターは大学教育の質 を高めるための本部直
「系のスタ

ッフ、すなわちI R（Institutional　Research） 機関であ り、その主たるタスクは、

標準化す なわち大学教育等 に関す るオペ レー シ ョンの開発である。

　 以上が高等教育総合開発研究セ ンターへの改組の背後 にある戦略 のメカニズムであ る。

（3）高等教育総合開発推進センターへの改組

　 高等教育総合開発推進 センターへの改組への改組については次2つ の特徴 がある。先ず

全学教育の責任機関である高等教育機構 を委員会組織か ら実務組織 に変え、その構成 を教

育改革支援室 と高等教育総合開発推進セ ンター とした点である。 これは委員会組織 は業務

への 日常的 ・継続的なコミッ トメン トとい う点 で限界があるため、それ を克服 しようとの

意図が読み取れ る。

　 次 に高等教育総合開発推進セ ンターに対す る教育改革支援室の設置である。 これ につい

ては次の ように説明できる。先の高等教育総合開発研究センターの時代 にあっては、セ ン

ター は大学教育 に関す るオペ レー シ ョン開発 とい う任務を負 っていた。ただ し開発 したオ

ペ レーシ ョンを普及 させ るための権限 と責任 は大学本部または全学教育機構 にあ り、セ ン

ター にはなかった。

　 ところが全学教 育機構 は委員会組織であ り実務機 関では無 いこ とか ら全学マネ ジメン

トの担当機関が空 白とな り、その負担がセンターに及んだ。そこで全学 レベルの計画 の立

案 と調整機関 として教育改革支援室が設置 された。つま り、この間の組織改革の背後には、

大学教育に関す るオペ レー シ ョン担当機関に対 し、組織マネジメン トの担 当機関 を新設 し、

双方で高等教育機構 を構成す ることで、すべての階層において意思決定 と、決定事項 の実

－41－



施 に係 る空 白領域 を解 消 しよ うとの戦略がある。その際、高等教育総合 開発推進センター

が大学教育に関す るオペ レーシ ョン ・レベルのIR機 関であるのに対 し、教育改革支援 室

は中期 目標 ・中期計画な どの全学マネジメン ト・レベルのIR機 関である。

　 以上が高等教育総合開発推進センターの改組の背後 にある戦略のメ カニズムである。

おわ りに

　 本稿では九州大学における1990年 代以降の教育改革の変遷 と、その背後 にある大学 と

しての戦略 を検討 した。 そこで最後に、教育改革戦略については 「専門分化」 を、今後 の

課題 については 「統合」を、それぞれ のキー ワー ドとしてま とめとしたい。

　 最初 に教育改革戦略のキー ワー ドにあげた 「専門分化」についてである。政策側が事前

規制か ら事後評価 による資源配分へ と舵を切ったこ とによって、入学者選抜、大学教育、

学生支援な ど、大学側 には1つ1つ の業務 に対 して成果が求められ るよ うになった。その

結果 、業務の空白 領域 を解消す る方策 として、大学はセ ンターの設置 と一元的な管理 を進

めている。 これは領域 （業務） レベルの組織分化である。 また高等教育総合開発研究セ ン

ターが、大学教育 に関す る唯一のIR機 関であった段階か ら、教育改革支援 室 とい う全学

のマネジメンを支援す るIR機 関を設置 し、意思決 定の空白領域の解消 を志向 してい る。

これ は階層 （マネ ジメン ト） レベルの組織分化である。

　 次に課題 についてである。現状、高等教育総合 開発推進セ ンターが直面す る課題 とは、

法人化に ともなってスピー ドを増す学内改革への対応である。 これは法人化 に ともなって

大学教育に関す る業務が機 関ごとに専門分化 した結果、①センターが関係 を持つ学内機 関

が拡大 している、②機 関の枠 を超 えて大学教育の全体像 を共有するこ とが困難になった、

③個々の機 関の統合 （調整）システムの構築が組織の分化ほ どには進んでいない、な どの

課題 である。つま り進めてきた組織分化に対する組織統合である。 この問題 に教員組織だ

けで対応 していたのでは限界がある。例えば、私立大学の ように組織統合 に事務組織 を活

用す るとい う選択肢があるが、それ には教員組織 と事務組織に関す る大学の組織文化 を刷

新す る、教員職以外に部門をマネジメン トできる人材 を育成す るなど長期的な対応、すな

わち経営改革が必要 とな る。

　 一般論 として、近年の国立大学の自己改革 は、法人化に際 して定め られた諸要件 を充足

する 「短期的な問題解決 」 とい う側面が強 く、必ず しも長期的視点か らの 「経営改革」 と

は言 えない。それゆえ法人化に際 して進めた業務 （オペ レーシ ョン）改革 については、そ

れ を機能 させ るための経営 （マネ ジメン ト）改革 とセ ッ トで進めることが今後の課題 と言

えよ う。
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表1． 九州大学にお ける大学教育の実施または支援機 関

　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 【注 】

（1）記 述 した各機 関の 目的、業務内容 、構成 は、それ ぞれの設置 を定めた規 則 に依拠 してい る。

（2）本稿 の作成 に際 しては、高等教 育開発推進セ ンター長淵 田吉男 氏へのイ ンタビュー を実施

　 した （2005年4月 、2007年11月 ）
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北里大学高等教育開発センター

小島　佐恵子 （北里大学）

1. 高等教育開発センターの 目的 ・組織 ・活動内容

（１）高等教育開発セ ンターの目的

　高等 教育 開発セ ンター （Center for Development of Higher Education, Kitasato

 University） の 目的は,北 里大学における学士課程教 育プロ グラムや教材 の開発,お よび

教育活動の継続的な改善の推進 と支援 により,大 学教育の充実 と発展に寄与することであ

る。

　 当セ ンターは,学 部 ・学科等の垣根 を越 えた全学が共有す る深刻な問題 （学生の学習意

欲 と学力の格差,高 校教育 と大学教育の接続,大 学教育における基礎か ら専門への接続,

初年次教育 と教養教育の在 り方,キ ャ リア教育の充実等） を解決す るための支援組織 とし

て,平 成19年4月 に全学の付属組織 として,開 設 された組織である。

（２）高等教育開発センターの組織

図１．高等教育開発センターの組織図
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　 高等教育開発セ ンターは全学の付属組織 であるが,セ ンター長お よびセンター員 （セン

ター兼任教員）は一般教育部所属の教員が担当す ることが規程で決め られている （※一般

教 育部は,全 学部に所属す る１ 年次生の一般教育を担 当す る部署である）。センター を兼

任す る教員が一般教育部から選出 され ることは,全 学的な教育の改善を 目指す ことと,特

定の学部の利益に偏 らない公平性 を担保する意味があるが,こ の ことか らセンターの運営

と人事は一般教育部 と緊密な連携 の下で行 われ る。 そのため,組 織上,一 般教育部 と高等

教育開発センター とのつなが りは他学部 よ りも強 くなってい る。また,便 宜上開設場所 も

一般教育部内 となってい る
。ただ し,主 導す るのは一般教育部の教員 （センター員）であ

って も,セ ンターの運営方針や事業計画,予 算等の運営に関す る必要事項の決定は,セ ン

ター長 ・センター員 のみならず,教 育担当副学長 と７学部の教授会か ら推薦 された運営委

員か ら構成 され る運営委員会に諮 ることになってい る。 したがって,セ ンターの運営方針

はセンター員からの提案 を受け,運 営委員会での審議 を経 て,決 定す るとい う流れになっ

ている。また,図１ に示す ように,現 在高等教育開発センターは,教 員も職員 もすべて兼

務者か ら構成 される。

　 高等教育開発センター内には,現 在３ つの部門が設置 されている。教育研究部 門と教育

開発部門,Ｆ Ｄ 推進部門である。組織上３ つは独立 した部門となっているが,活 動上は非

常に重な り合 う部分が多く,緩 やかな分岐のもと,全 体で支 え合いなが ら仕事 を進めてい

る。次項では,そ の活動内容の詳細を記す。

（３）高等教育開発セ ンターの活動内容

　 全体的な事業内容 は,高 等教育に関す る専門的 ・実践的研究に基づ く知見を通 じ,全 学

に共通す る学士課程教育プ ログラムや教材の開発を始め,教 員の教育力向上を 目指 した教

育活動の組織的改善の推進 ・支援,大 学教育に関す る情報の収集,分 析 と情報発信 に取 り

組む ことである。 これ らを具現化 させていくために,先 述のとお り,高 等教育開発センタ

ー内には３ つの部門が設置 されてお り,ＦＤ推進部門を除 く２部門が時限プロジェク ト（主

に３ 年間）を立ち上げ,活 動を進めてい る。

　 現在進め られているプ ロジェク トを中心に活動内容を紹介する と,教 育研究部門では,

平成19年 度か ら３ 年間の初年次教育プ ロジェク トを進めている。プロジェク トメンバー

は一般教育部の教職員である。具体的には,一 般教育部を構成す る３セ ンター （自然科学

セ ンター ・基礎教育セ ンター ・人間科学教育セ ンター）か らそれぞれ若干名の教員がメン

バー となってお り,事 務室の教務主任の職員がメンバー となってい る。当面は,学 内情報

の収集 ・蓄積 に努めるべ く,全 学的な調査 を教員 ・学生を対象に実施す ることを計画 して

いる。具体的には,初 年次教育に関す る教員意識調査を実施する。その調査設計のために,

現在,一 般教育部教員 には調査 を実施 し,ま た各学部の教員 にはイ ンタビュー調査 を実施

し,学 部の現状や課題について情報を集積 してい る。最終的には,こ れ らの調査データを
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もとに,初 年次教育の組織的実施 に向けた設計を行 う予定である。 また初年次教育プロジ

ェク トの一環 としてではないが,そ れに関連するもの として,従 来教学セ ンターが行 って

いた学生満足度調査を学生実態調査 として企画 ・立案 ・実施する。

　教 育開発 部 門では,同 様 に３ 年 間のe-Learningプ ロジェ ク トを実施 してい る。

e-Learningプ ロジェク トの 目的は,授 業支援 システムのMoodleを 中心にネ ッ トワー クを

使 った授業支援 システムの構築である。 とくに相模原 キャンパ ス以外にキャンパス所在地

が多岐にわたるため （十和 田キャンパス［獣 医学部］,三 陸キャンパス［水産学部 （平成20

年度 より海洋生命科学部に改名）］,白金 キャンパス［薬学部］）,物理的な問題を越 えた授業

支援 ができるよ う,情 報基盤センター とともにシステ ム開発 を急速 に進 めている。プロジ

ェク トメンバーは一般教育部 の教職員を中心 に,情 報基盤センター,学 長室,教 学センタ

ーの職員等 も加わ っている。

　 ＦＤ推進部門では,平 成19年 度に人事部 と共催 した新任教員研修会 を,平 成20年 度以

降は,高 等教育開発セ ンターがその企画 ・立案 ・実施 を担当することにな り,現 在その企

画 ・運営 を進めている。その他,広 報誌 （年３ 回）の編集 ・発行,セ ンター主催 の講演会 ・

報告会の企画 ・取 りま とめを中心に行 ってい る。

　 また,授 業評価アンケー トの全学標準化の検討 も行 ってい る。平成19年 度 には,高 等

教育開発センター内で 「授業評価ア ンケー ト （案）」を作成 し,一 般教育部内でプ リテス ト

を実施 し,解 析を進めてい る。 また,通 常授業最終回に行われるア ンケー トの他に授業開

始時に行 うアンケー トの作成 も行 った。 さらには,授 業評価ア ンケー トに対する学生 自身

の意識調査 を各学部の上級学年に実施す る準備 を行 っている。授業評価アンケー トの信頼

性 と妥 当性 を高め,有 効的な活用法を模索 しつつ も,一方でその限界 も見極 める といった,

柔軟な検討 を行 ってい るところである。

　 さらに ＦＤ については,全 学の新任教員研修のみな らず,希 望者への ＦＤ研修 も企画 し

ている。 とくに医療 系学部の場合は,学 部の特色に合わせた研修が行われていた り,外 部

（専門職団体）の研修 を受講 していた りす るが,セ ンターが主催す る ＦＤ では,実 践的な

教授法改善を実施す ることを意図的に行 うよ うに している。 これ ら３部門の協力体制 のも

と,講 演会や報告会を行い全学的な認知を広めつつ,活 動を進めてきたのが１ 年 目の現状

である。

2. 他の委員会との関係

　 規程上,他 の委員会 との結び付 きが明記 されているわけではないが,Ｆ Ｄ 推進が担当業

務に含まれ るため,各 学部 に設置 された ＦＤ委員会 との結び付きが強い。高等教育開発セ

ンターの広報誌では,毎 号各学部の ＦＤ委員長 に学部の ＦＤ の特徴や課題 などが書かれた

記事を掲載 している。 その他,セ ンター員が学部の ＦＤ 委員 の要請で,Ｆ Ｄ 研修会にプ レ

ゼ ンテーシ ョン ・意見交換に出向 くこともある （平成19年 度理学部 ＦＤ 研修会,獣 医学
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部 ＦＤ研修会）。 また,一 般教育部 ＦＤ委員会では,規 程を改正 し,平 成20年 度 よ り高等

教育開発セ ンターか ら推薦 されたものが１ 名委員に加 わることになる。各学部の協力 を得

つつ，また各学部の ＦＤ の現状や課題 を把握 しつつ,ニ ーズに応 え られ るよう準備を進め

ているのが現状である。

3. 高等教育開発センター以外のセ ンター組織 との関係

　 高等教育開発センター と同時に開設 された全学付属センター としては,地 域看護職者 の

キャ リア支援 に向けての生涯教育や看護 の質の向上を 目指 した研究を行 う看護 キャリア開

発 ・研 究センターがあるが,現 在では共同 して取 り組 んでいるプロジェク ト等 はない。そ

の他の全学組織 としては,教 学センター,情 報基盤 センター ,研 究支援セ ンター,就 職セ

ンター,入 学セ ンターがある。教学セ ンターからは１名 ,高 等教育開発セ ンター事務局 を

兼務す る職員がい る他, e-Learningプ ロジェク トのプロジェク トメンバー として も職員が

参加 している。また,情 報基盤セ ンターからは, e-Learningプ ロジェク トのプ ロジェク ト

メンバーに職員が加わ り,全 学のネ ッ トワークシステムの整備 を中心的 に進 めてい る。そ

のため,他 のセ ンターに比べ よ り密接な連携を とっているといえる。今後は,キ ャ リア教

育等 にも力を入れてい くため,就 職セ ンター との連携 も進めてい くことが予想 され る。

４．今までの活動の成果 と評価

　 まだ開設初年度を終えていないため,活 動の成果 を特定す ることや,そ れに対す る評価

を下す ことは難 しい。 しか し,高 等教育開発センターの 「学士課程教育プログラムの組織

的継続的な改善」の事業が,日 本私立学校振興 ・共済事業団の特別補助対象 として採択 さ

れた ことは一つの成果 とい えるだろ う。

　 ま た,活 動内 容 を振 り返 る と,開 設 記念 講演 会やe-Learningプ ロジ ェク ト報 告会 へ の

参加度,ま た広報やネ ッ トワーク上の交流 を見る限 りでは,徐 々に全学的な認知度は高ま

ってきてい るとい うことはいえる。また ,上 記のよ うな講演会 ・報告会のアンケー トを見

ると,（教育改善に関す る）具体的な期待が寄せ られていることもわかる。このよ うな期待

にどの程度応 えていかれ るかは今後の活動にかかっている。 また,当 初の活動内容 は多岐

にわたってお り,今 後 はキャ リア教育や教育評価等に も着手 してい く予定である。少な く

とも今年度 の活動の成果 としては,前 述の とお り多少 な りとも学部 の具体的な期待 を知 る

ことができた とい う点 を評価 できるだろ う。

５．今後の展望

　運営については,さ まざまな課題があるが,来 年度 は,新 ・授業評価 アンケー トの試行,

初年次教育に関す る教員意識調査 の全学実施,学 生実態調査の実施,全 学教員研修会 と臨

時教員研修会 （希望者対象の ＦＤ）の実施,プ ロジェク ト報告会や講演会の実施な ど,と
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にかく実施 しなけれ ばな らない事業は非常に多 く,初 年度の経験 を踏まえつつ,手 際 よく

進 めなけれ ばな らない とい う意識 がある。 しか し,こ うした多 くの機会を生か して,学 部

と対話を重ねつつ,両 者に とってメ リッ トのある活動に していきたい とい うのが一番の希

望である。細かい課題 を述べてい くと際限がないが,組 織 として必要な展開 として・今後

は位置づけの明確化 ・安定化が指摘できる。学部 と協働 して教育改善を進めてい くことは

もちろん,高 等教育開発センターが情報 を集積 し,適 切に情報 をフィー ドバ ックし,支 援

す るとい う一種のIR（Institutional Research） 機能 を果たすためには,学 部 との良好な関

係 の構築が前提 である。高等教育開発セ ンターのセ ンター員が一般教育部教員 とい うこと

だけを考 えると,と もすれば高等教育開発センター と全学 との関係 は,一 般教育部 と学部

の関係 だけに納まって しまいそ うに思える。 しか し,そ れを全学付属施設 と学部 とい う,

よ り中立的で相互支援的な関係 に安定化 させてい くとい うことが,今 後の展望の重要な点

として考えられ る。

６．重視 している教育改善戦略 と組織 デザイン

　 ー般教育部がセ ンター員に着任 し,高 等教育開発センター業務 を主導 していることか ら

も,一 般教育の果たす意義や新たな活用 といった意味合い も持って高等教育開発センター

が位置づ けられていることがわか る。いわ ゆる 「大教セ ンター」の発足形態 としては,珍

しい事例の一つ といえるかもしれない。

　 高等教育開発セ ンターの設置 は,Ｆ Ｄ 義務化に向 けた対策 としての追い風 もあったが,

そのために俄かに計画 された ものではな く,す でに開設計画 は検討 されていた。平成８ 年

に北里大学近未来企画委員会が,社 会 から選 ばれ る大学 ・病院になるべ く,１７１項 目の提

言 を行 ったなかに,「 教育総合研究所」 とい うものが あった。提言 の内容は,「 ＦＤ 活動等

を大学教育に反映 させ,教 員の教育モチベーシ ョンの向上 を図ることを 目的 に,大 学の附

置研究機 関 として “教育総合研究所”を設置 し,そ こに複数 の教育専門家を配置す るなど,

専門的な見地か ら教育機能の向上に関す る具体的提言,教 育訓練プログラムの研 究・開発,

教育評価の効果的な促進,外 国の高等教育の事例研究な どを積極的に推進す る必要 があ

る。」とい うものである。この提言の背景には,キ ャンパスが点在 しているとい う特有の事

情や,資 格試験 に強 く結びついた学部等の取 り組みが,教 育のあ り方 を全学的な視点か ら

を考 えるとい う視点を消極的に してきた とい う反省が込め られている。高等教育開発セン

ターはそれか ら10年 以上の時 を経て,そ れを具現化 した もの といえる。改革デザイ ンの

根底 には,資 格試験対策 は大学 として も学部の使命 として も非常に重要ではあるが,そ れ

だけにとどまらない学士課程教育 としての意義 を再確認するための一つのテ コとして設置

されてい る。教育 とい う視点で全 学をひ とつにま とめるための一つの戦略 として このセン

ターが位置づけられたことがわか る。 さまざまな業務が高等教育開発セ ンターに移譲 （教

学センターか らの学生満足度調査の移譲,人 事部か らの新任教員研修会の移譲） され るの

-49-



もこのような理念の下に行われ ていることである。 しか し,執 行部の実施機 関ではなく,

リー ダーシップを自ら発揮す る機 関で もなく,わ か りやす くいえば,全 学 と学部,学 部 と

学部 をつなぎ,交 通整理 をす るよ うな機関 とい うこ とになるのかもしれない。そこに一般

教育部の教員 が関与す ることによって,新 たな学部 との経路が生まれ,相 互の交流に役立

つだけでなく,一 般教育部への新たな地位へのスター トとなってい ることは間違いない と

い えるだろ う。

-50-



　 教育改革の実験場としての 「全学教育機構」と

現場主義の 「高等教育システム開発部」（信州大学）

杉谷 祐美子 （青山学院大学）

1. 全学教育機構設置の経緯

　2006年４ 月１ 目、全学教育機構は全学共通教育を中心的に担 う組織 として発足 した。

図1の ように、教養部が廃止 された1995年 からは共通教育の運営は共通教育セ ンターに、

その後2003年 か らは高等教育システムセンターに一任 され ることになった。 しか し、こ

れ らのセンターには、その一部に内包 されていた教育システム研究開発セ ンターの3名 し

か専任教員が存在せず、共通教育の運営の担い手は別に設けなければならなかった。

図1

（信州大学全学教育機構 ＨＰよ り）
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　教育システム研究開発センターは1995年 に省令施設 として、大学教育改善のために教

育システム、カ リキュラム、マルチメディア授業の研究開発 を目的 として発足 した組織で

ある。新入生ゼ ミ用のガイ ドブ ックの開発な ど、共通教育の改善充実に貢献す ることはで

きて も、基本的には研究セ ンター組織であることか ら共通教育の実務 を担当す ることはで

きなかった。 こうして全学教育機構発足までの11年 間にわたる共通教育の運営は、前半

は各学部か らの代表者 が参加する委員会方式、後半は高等教育システムセ ンター長か ら指

名 された教員が各学部 との調整を図 るコーデ ィネーター方式で行 っていた。 しか し、その

いずれの方式 もうま く機能せず、共通教育の運営 と全学 との調整 を円滑に行えるように専

任教員を擁す る全学教育機構 が発足す ることになった。

2.全学教育機構の目的と組織構成

　全学教育機構 は信州大学が定める教育上の基本方針 に基づ き、同大学 の共通教育1及 び

教職関係5学 部 （人文学部、理学部、工学部、農学部、繊維学部）の教職教育を実施する

機 関である。各学部 と緊密 に連携 し、全学的な見地から共通教育カ リキュラムの企画 と円

滑な実施 を図るとともに、同大学の教育 目標である高度専門職業人養成 を達成す るため、

学部一貫教育を前提に して 自学の教育に関す る研究開発、企画及び支援 を総合的に行 うこ

とを目的 としている。

　 前機構長の言葉を借 りれば、その名称 には、信州大学の 「全学」部の連携協力 と 「全学」

問領域 を視野に置 くとい う両方の思いが込め られているとい う。かつての教養部のように

共通教育をすべて単独 で実施す るのではな く、全学部 とその構成員が共通教育 を当然の責

務 として行 う 「全学協力体制」に立って、共通教育の実施 とともに高等教育の研究 ・開発、

教職教育の支援 を担っている。

　 全学教育機構長は副学長 （全学教育機構）が兼務 してお り、2007年10月 には理事 （教

学担当）にも就任 した。 このことは全学教育機構及び高等教育システ ム開発部の位置づ け

に とって大 きい意味をもったが、詳 しくは後述す る。

　機構 の組織概念図は図2の 通 りである。機構は基幹教育セ ンター と言語教育センターの

２つのセ ンター と、共通教育企画実施部、共通教育学修支援部、高等教育システム開発部、

教職教育部の４ つの運営組織から構成 されている。 この うち、基幹教育セ ンターは実施支

援部門、環境マイ ン ド教育部 門、人文 ・社会科学教育部門、自然科学教育部門、健康科学

教育部門、情報教育部門の７ 部門に分かれ る。全学教育機構の専任教員の定員数は現在47

名で、これは共通教育担当者のお よそ半数に相当す る。専任教員は主に２ つのセンター に

所属するが、高等教育システム開発部、教職教育部 にも専任の教員は所属 してい る。

　 高等教育の研 究開発にあたる高等教育システム開発部 は、2007年 現在、教育 システム研

究開発部門とe-Learning研 究開発部門に分かれ、前身の教育システム研究開発センター

時代 と同様、定員３ 名 で、教育系、言語系、工学系 の専門分野を有す る専任教員が配置 さ
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れている。

　なお、全学教育機構 は、付属図書館、健康安全セ ンター、総合情報処理センターその他

の関係部局、また関係委員会等 としば しば連携協力 して業務 を行 っている。

図2

全学教育機構　組織概念図

（信州大学全学教育機構 ＨＰより）

3. 研究開発組織 としての高等教育システム開発部

（１）位 置づ け

　開発部関係規程によれ ば、高等教育システム開発部 は、「教育面における評価 に関す る研

究及び支援活動並びに本学の教育に関す る研究開発 、企画及び支援 を行 うとともに、教育

改善検討チーム と連携 して、各学部及び各研 究科の教育改善活動を支援す る」 ことを ミッ

ションとしている。

　上記の 「教育改善検討チーム」は2007年10月 よ り 「教育改革企画スタ ッフ会議 」に改

組 された。 これは同時期 に就任 した理事 （教学担当）の私的諮問機関である。教育改善に

ついては担 当理事の責務であるが、スタッフ会議はいわばその仕事 を補佐す るシンクタン

クとなっている。会議のメンバーは18名 で、担当理事、教員９ 名、職員８ 名か ら構成 さ

れる。９名 の教員の うち７ 名は全学教育機構所属であって、なかでも実質的な中心メンバ

ーは高等教育システム開発部 の専任教員である。その他 にはe-Learningセ ンター、国際

交流センターか ら各１名が参加 している。

-53-



　副学長兼機構長 が教学担 当理事 となって、教学面で専任義務が派生 した ことは、同時に

その権限も強 まった とい う意味で組織に とって も重要な出来事であった。これ にともない、

高等教育システム開発部はオフィシャルなスタッフを抱えていない教学担当理事をサポー

トし、教育改革企画スタッフ会議 と連携 しつつ教学施策の実施 においても活躍することに

なっていった。主 として、全学的な教育改善関係の業務、学習環境 の整備、教育に関す る

中期 目標2に 基づいた中期計画の推進を行い、現在 では、ＦＤ活動、ＧＰ採択に向けた支援

業務 などに関わっている。

（２）活動

　高等教育システム開発部は学内外 の研究会や学会への参加 、国内外の大学への視察など

を通 じて、情報収集および学内への情報発信 を行 うに とどまらず、学内の施策の実施にも

貢献 してきた。

　その一つは ＦＤ活動であ り、高等教育システム開発部が新任教員研修や年1回 の ＦＤ合

宿 を主催 し、後者 においてはとくに各学部の ＦＤ活動の中核にな りうるリーダー養成に務

めている。す でに各学部では委員会方式などで ＦＤ を実施す る体制 は出来上が ってお り、

医学教育セ ンターでは専任教員 も抱えてい る。外部講師を招いての ＦＤ合宿 には、学部の

教務 関係担 当者を中心に各学部２ 名程度の参加 を求 め、そ こで得 られた知見 を学部 の ＦＤ

活動に活か してもらうのがね らいである。高等教育 システム開発部は学部の ＦＤ活動に直

接 関与す るわけではないが、こ うした合宿 において教務関係担当者 と交流 し、情報交換を

行 ってい る。

　高等教育システム開発部のも う一つの重要な仕事は ＧＰ採択を 目指 した支援活動 である。

信州大学では学内のシーズを発見する とともに次年度の ＧＰ申請に備えて、学内 ＧＰを選

定 し予算をつけている。 この企画実施 を行っているのが高等教育 システム開発部であり、

選定 されたプ ロジェク トは予算を利用 し、さらに内容を改善充実させて翌年度に ＧＰの申

請 をす る仕組み となっている。学内 ＧＰは教員に とってなかなかのインセ ンテ ィヴにもな

っているよ うで、毎年多数 の応募があるとい う。 こ うした努力により、信州大学では、特

色 ＧＰ、現代 ＧＰ、グルーバルCOEを は じめ、 これまで10件 を超 える各種プ ロジェク ト

が採択 されてきた。

　また、支援活動だけでな く、高等教育システム開発部を中心に全学教育機構が主体 とな

ってい る ＧＰも存在す る。教育の質保証プ ロジェク ト 「自ら学び、学び続ける人材育成の

基盤形成」（文部科学省 ・現代的教育ニーズ取組支援プ ログラム ・現代 ＧＰ、2006年 度～

2008年 度）は副学長を リーダー として全学教育機構で進 められてい る。 これは ＩＣＴ （情

報通信技術）を 活用 した 自学用モジュールを作成 し、主体的学習の推進 と教育の質保証を

目指すプ ロジェク トであ り、このプロジェク トに関す る情報は全学教育機構 のニューズレ

ターを通 じて随時発信 されている。また、 「英米大学 に学ぶ社会人基礎力教育プログラム」
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（文部科学省 ・2007年 度大学教育 の国際化推進 プログラム （海外先進教育実践支援） は、

「学び方」 と 「社会人スキル」の教育で定評 のある英米の大学に教職員を派遣 し、その卓

越 した教育法 を学ぶ ことを 目的 としたプロジェク トである。事業推進組織が教育改革企画

スタッフ会議、事業推進協力が全学教育機構 となってお り、視察 メンバーの中心には高等

教育システム開発部の教員が含まれ、取 りま とめられた報告書は高等教育システム開発部

のHPで も公開 されてい る。

4. 信州大学 における全学教育機構 と高等教育 システム開発部の役割

　以上述べてきたよ うに、高等教育システ ム開発部は調査研究活動 をメインにして情報収

集 ・情報発信の機能 を果たす ばか りではない。収集 した情報 を大学 に取 り込み、効果のあ

る試みを発展 させ ようと、企画開発、 さらには部分的 には企画実施 まで行っている点に特

徴がみ られ る。む しろ、実質的にはこ うした企画開発・ 実施の比重が高 くなってお り、現

実 に柔軟に対応す る 「企画の実働部隊」、 「現場 主義」の組織 と呼ぶ ことができるだろ う。

これは新 しく理事 （教学担 当）職 が創設 されたにもかかわ らず 、その実務 を支援す る直属

のスタ ッフが不在なことも一因となっている。中期 目標・ 中期計画を推進 して教育改善 を

行 わなければな らない とい う学内的ニーズは明 らかに存在 し、それに対応 しているのが高

等教育システム開発部にほかならない。

　 それでは、小規模 な組織が新規の取 り組 みを全学的に波及 させてい くために、いったい

どのような戦略 を用いてい るのだろ うか。 同大学の場合には、全学教育機構 が一つの実験

場 として有効に機能 してい るとい うのが一つの解である。信州大学は８ 学部 を擁 し、５キ

ャンパスに分散す る分散型総合大学である。一般 の大規模総合 大学 と同様、学部の独立性

が強 く、立地的条件が さらに全学的な教育改革の推進 を困難に している。 そこで、まずは

新 しい試みを全学教育機構か ら着手 し、徐 々に他学部 にまで浸透 させてい く手法を とって

いる。成績分布の公表 にせ よ、ＦＤポ リシーの策定にせ よ、担 当理事か ら トップダウンで

各学部に提案すれば反発を招 くものも、全学教育機構 で実績 をつ くっていけば、それほ ど

抵抗感 なく各学部に受 けとめられるだろ うとの読みである。全学教育機構では機構 の教授

会の承認 さえ経れば新たなシステムを導入できる。共通教育は各学部の教員 も担当 してい

るので、学部教育にもや がて広がってい くもの と高等教育 システム開発部では考えてい る。

　 高等教育システム開発部 は、先述 のＦＤ 合宿や月1回 開かれ る共通教育 を実施す るため

の連絡調整会議な どを通 じて、各学部の教務委員長等 とイ ンフォーマル な形 で情報交換 を

行った り、場合 によっては教育改善に関する議論 ・提案 などを行 った りすることもできる。

また、法人評価 ・認証評価のために設け られた評価・ 分析室3と 高等教育システム開発部

では一部メンバーが重複 していることによって、信州大学全体の状況を詳細 に把握 した う

えで、中期 目標 ・中期計画 を推進 してい くことも可能 とい える。 とはいえ、高等教育シス

テム開発部が学部教育に直接 関与す るのはそ うたやすいことで はない。
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　 そこで、全学教育機構 とい う場 を率先的 に活用 して改革 を進 めてい くことになる。全学

教育機構は規定上、共通教育に重点をおいた組織ではあるが、「全学協力体制」を標榜す る

ことによ り、あくまでも全学の教員 との連携体制を崩す ことなく維持 してい る。すなわち、

共通教育か ら学部教育につ なげてい く余地 を残す名称 をもっているのである。当初、信州

大学では他 の多くの大学 と同様、高等教育システム開発部をセンター組織 として独 立させ

るとい う案 もあったよ うだが、最終的 には全学教育機構 のなかに組み込まれ ることになっ

た。仮に、独 立 して しまったとした ら、かつての教育システム研究開発センター時代がそ

れ に近い状態であった ようだが、学内で も孤立 し全学への影響力 も今よ り弱まっていた こ

とだろ う。 いまや、高等教育システム開発部は共通教育担 当の専任教員 を擁す る教育研究

組織の一部 に統合 されることによって、教育現場ひいては改革現場 と密接 に結びつき、機

動性 と柔軟性を増 して、改革 の駆動力 となっている。
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訪問調査概要

　 訪問 日 ：　 2007年12月18日

　 訪問先 ：　 信州大学　全学教育機構　高等教育システム開発部

　 矢部正之副機構長 （教育担当）

　 加藤鉱 三教授 （高等教育システム開発部 ・教育システム研究開発部門）

　 渡部晃正准教授 （高等教育システム開発部 ・教育システム研究開発部門）

収集資料 ：

国立大学法人信州大学パンフレット （2007－2008）

国立大学法人信州大学パンフレット （2007－2008） ・資料編

信州大学全学教育機構パンフレッ ト

1各学部が編成する教育課程のうち、全学協力体制のもとに、全学共通に行 う教育をい う。そ

の目的は、 「かけがえのない自然を愛 し、人類文化 ・思想の多様性を受容 し、豊かなコミュニ

ケーション能力を持つ教養人を育成 し、専門教育の基礎 となる教育を施 しつつ、専門教育 と連

携 して、自ら具体的な課題を見出しその解決に果敢に挑戦する精神 とユニークな個性を育成す

る」ことにあ り、目標 としては以下の7つ が掲げられている。

　①基礎的な学問の成果 と文化の継承

　②信州の豊かな自然、その歴史と文化、人々の営みについての理解の促進
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　③高い倫理 性と責任感 を持って判断 し行動できる、自立 した個性の備わった市民の育成

　④世界の多様な文化 ・思想の受容 と共存に対する理解の促進

　⑤科学 リテラシーの向上

　⑥大学教育における基礎的な能力の育成

　⑦専門教育への基礎

　カ リキュラムとしては、教養科 目 （教養講義 、教養ゼ ミナール） と基礎科 目 （外国語科目、

健康科学科目、情報科目、新入生ゼ ミナール科 目、基礎科学科 目）、日本語 ・日本事情に係 る教

育 （日本語 ・日本事情科目）か ら成 り、教養科 目および基礎科 目 （基礎科学科 目を除く）につ

いて、最低25単 位の共通教育コア科 目を設定 している。

2信 州大学の教育に関する中期 目標 （2004～2010年 度）の要点は以下の通 りである
。

　（1）　教育の成果に関する目標

　学士課程

　 1） 広く深い教養に支えられ、批判力・洞察力を備えた人間性豊かな人格を涵養する。

　2） 専門教育での実 りある学習成果を確保 し、十分な基礎学力を着実に身につけ、総合

的視野と高い能力を備えた人材 を養成する。

　大学院課程

　 大学院課程では、幅広い知識 と視野を備えた人材養成を目指 した学部教育に立脚 して、

各研究科の目標に沿った多様な諸分野の高度専門職業人及び先端的研究を推進する有為

な人材を養成する。

　 （2） 教育内容等に関する目標

　 ア ドミッション ・ポリシーの明確化

　 教育 目標に即 したカリキュ ラム

　 学習意欲を促進するための諸方策

　 公正で厳格な成績評価

　 （3） 教育の実施体制等に関す る目標

　 適切な教職員の配置 と任用

　 教育の質を確保するための全学的な制度の整備 と取 り組み

　 （4） 学生への支援に関する目標

　 組織的な学生支援体制の整備 ・充実

　 学習相談・助言 ・支援の組織的な対応

　 生活相談 ・就職支援等への対応

　 学生の経済的支援体制の充実

　 社会人 ・留学生に対する配慮
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3評価 ・分析室は、従来の委員会組織を廃 し、自己点検評価、国立大学法人評価、認証評価等

の大学評価に対 し、迅速かつ機動的に対応するため、2005年4月 に設置された。
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各部局・各組織の横のつながりを結ぶ学部横断的組織としての
「教養研究センター」 （慶應義塾大学）

杉谷 祐美子 （青山学院大学）

1． センターの ミッションと設立の背景

　教養研究センターは6年 にわたる議論の末、2002年7月1日 、 日吉キャンパスの来往

舎に開設 された。同センターは、「多分野、多領域 にまたがる内外の交流 ・連携 に基づ く教

養研究活動 を推進することで、知の継承 と発展に貢献す ること」を 目的 とし、具体的に以

下の ミッシ ョンを掲げてい る。

　1．時代 と社会の変化に対応で きる教養お よび教養教育にかかわる総合的な研 究を企

画 ・立案 ・組織 し、主体的な研究活動を展開す る。

　2．教養お よび教養教育にかかわ る研究を募集 し、その推進 をサポー トす る。

　3．研究成果 を広 く社会に発信 し、教養や教養教育について積極的な提言 を行 う。

　4．研究活動全般 に対す る評価 を受 けることで、研究活動の質の向上 ・改善を行 う。

　 この ミッシ ョンに示 され るように、センターの本務 は研 究活動であって、その対象は 「教

養教育」のみな らず 「教養」そのものにある。 これについては、２ つの背景が関係 してい

る。

　 第１ に、 日吉キャンパスにはこれまで研究セ ンターがなく、各部局 ・各組織の横のつ な

が りを強める 「リサーチ ・コモンズ」の設立を要望す る声が以前か ら高まっていた。1996

年 あた りか ら、 日吉ではさま ざまな委員会がつ くられたが、その うちの1つ に研究センタ

ー を立ち上げる委員会 も含 まれていた。 ここで6年 間にわたって議論が尽 くされ、２点 目

の事情 と相俟 って研究センターの創設 につ ながることになった。

　 第２ に、2001年１ 月、慶應 義塾大学の教員が中心 となって教養教育研究会 を発足 させ、

文部科学省 の委託研究 を開始 した。研究センターの創設 においては、第１ の点よ りもむ し

ろこの第２ の点が直接的な契機 となっている。この研究は大学 における新 たな教養教育の

モデル構築を 目的 とし、その成果 として、翌2002年３ 月に最終報告書 『教養教育グラン

ドデザイ ン　－新たな知の創 造－　高等教育における教養教育モデル』がま とめ られた。

研究会の座長である羽 田功経済学部教授 は教養研究センターの初代所長 に就任 し、また、

研究会の他のメンバーも現在まで所長、副所長等 として活躍 し、研究会 における 「教養」

観は教養研究セ ンターにそのまま継承 されてい る。

　 ここで、現在の教養研究セ ンターの活動にも反映 され る、教養教育研究会が提案 したカ

リキュラム ・モデルの骨子を記 してお きたい。

　 1．学士課程全体 を教養教育の場 として位置づける
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　2．教育の質の徹底 した維持 ・管理

　3．教員同士が コラボ レー トす ることによって広範 囲に及ぶ多様 な 「知」の領域 のつ なが

りや統合 を学生に伝 える

　教養教育研究会では、 さまざまな教養観があることを前提に しつつ、教養 を非専門教育

である一般教育 として矮 小化 して とらえることなく、「教養 とは何か」とい う根本か ら突き

詰 めて考えることを出発点 としていた。慶應 義塾大学はResearch　 Universityだ が、多 く

の学生は大学で学んだ専門分野を専門の職業にす るわけではなく、た とえ専門的職業に就

いた としても、現実の場面では幅広い一般的な職業能力が不可欠 となる。それ ゆえ、上記

の骨子１ にあるよ うに、教養教育 と専門教育 を区分す るとい うよりは学士課程全体を教養

教育の場 ととらえ、広 く深い教養 を身 につ けさせ、なおかつ 大学4年 間に とどま らず、一

生をかけて人 として よりよく生きてい くことを教養の 目指すべ きもの としてい る。

　 こうした姿勢は、研究センターの英文名 称に端的に表れ ている。「慶應 義塾大学教養研究

セ ンター （Keio Research Center for the Liberal Arts）」は 「教養」を 「研究」するセ ン

ターにほかならず、そ こには 「教育 （Education）」 とい う言葉 は用い られていない。「こ

れぞ教養」 とい う意味で定冠詞 を付 した 「the Liberal Arts」 を研究す る組織なのである。

2． センターの構成

　 2007年 度現在、教養研究センターは研究セ ンター所長 （2004年 度 よ り横山千晶法学部

教授）、副所長３ 名、事務長１ 名、所員200名 （塾内専任教員の兼任）、兼任研究員11名

（塾外研究者等）、職員６ 名1か ら構成 されてい る。所長は大学評議会の議 を経て塾長が

任命 し、副所長、所員、兼任研究員は所長 の推薦に基づき、運営委員会の議 を経て塾長 が

任命す る。 とりわけ中心的メンバーはいわゆる一本釣 りで声が掛かることが多い。各学部

の中心人物で、教育活動 も研究活動 もしっか りとこな し、なおかつア ドミニス トレー ショ

ンに も長 けている、いいかえれ ば、物事 を進 めてい くうえで周囲に配慮のできる人物が抜

擢 され る。なお、所員 の任期は２ 年だが、重任は妨げていない。

　 センターの組織構成 は図１ の とお りである。研究セ ンター運営の統括 を行 う運営委員会

は、所長・副所長 ・各学部長 ・日吉主任 ・塾内諸機関代表等で構成 される。これに対 して、

コーディネー ト・オフィスは研究センター運営の実際業務 を担 う。所長、副所長、および

所員 ・職員か ら委嘱 された コーデ ィネーターがそのメンバー となって、図２ のように、

５つの部門をもつ。 コーディネー ト・オ フィスは年次計画の策定お よび予算の立案、センタ

ー主導型研究の企画 ・運営、各セ クシ ョンの活動を統括する 「研究企画ボー ド」を中心 と

し、ここには所長、副所長、センター事務長他、委嘱 された16名 のコーディネー ターが

参加す る。そ して、教養お よび教養教育に関す る国内外の情報を収集 し、教育の質の向上

に関わ る事業 を展開す る 「調査 ・研究セクシ ョン」、塾内外 との交流 ・連携 を推進する企

画 を立案 ・運営す る 「交流・連携セ クシ ョン」、ニューズレターや活動報告書の編集 ・発
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行、研究や活動の成果な どをさま ざまな媒体 によって発信す る 「広報 ・発信セ クシ ョン」

が設置 され、さらに、個別の事業に対応す るために各種 「委員会」が研究企画ボー ドと連

携 して活動 している。

図1 図2

（慶應 義塾大学教養研究センターHPよ り）

3． セ ンターの活動

　 センターで進め られてい る研究プ ログラムは次の3種 類である。

・ 基盤研究

　研究企画ボー ドを中心に、研究セ ンターが独 自に企画 ・運営す る教養研究に関す る共同

研究。現在は 「慶應 義塾大学の教育カ リキュラム研究」 と 「身体知プロジェク ト」が展開

してい る。

・ 特定研究

　 教養教育 に関わる共同研究で、研究セ ンターが企画 ・立案 ・募集す る。文部科学省の学

術フロンティア推進事業に2000年 度採択 された「超表象デ ジタル研究センター　－表象文

化に関す る融合研究－」プ ロジェク トが これにあた り、2000～2004年 度、また2004～2007

年度は2期 目として 「表象文化に関す る融合研究」が行われた。

・一般研究

　研 究センターが必要 と認 めた教養教育に関わる共同研究で、センターが所員か ら公募 し

て支援す るプロジェク トである。3年 を期限 として公募採択。2006年 度までに採択 ・終了

したのは16件 、2007年 度新規採択は5件 、継続 申請承認は2件 。
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　 これ らの研究プ ログラムは、研究計画→研究実施→研究成果 とい うプ ロセスをたど り、

学 内外 に提言 ・発信 しなが らそこからフィー ドバ ックを得て、次の新たな研究計画 に活か

してい くサイクル をた どる。各研 究プ ログラムは単年度 ごとに研究計画 を立てて活動 し、

研究会 ・報告会等によって活動状況の経過報告を行 うとともに、書籍 、論文、デジタル情

報、活動ポー トフォ リオなどのアーカイ ブとして研究成果 を蓄積 し、公開す る。 さらに、

こ うした研究成果に基づいてシミュレーシ ョン授業や実験授業、公開講座 、その他の実践

講座 を行 う。他方、研究セ ンター としては、計画、実施、成果、評価 のすべての過程にお

いて、後述のさまざまな出版物や ホームページなどのあらゆるメデ ィア を活用 して情報を

発信する。そ して、研究成果 を踏まえて、新たな教育プ ログラムやカ リキュラム、授業の

内容等について政策提言を行い、最終的にはセ ンターの活動全体について外部機関による

厳正な評価を受け、研究の質的向上 ・改善に努 めてい く。

　 ホームページで活動内容を見る と、「シンポジウム」、「FDを 考 える」、「FD　WORKSHOP」 、

「公開セ ミナー」、「HAPP企 画 （新入生歓迎行事）」、 「極東証券寄附公開講座」、「極東証

券寄附講座 （生命の教養学）」、 「極東証券寄附講座 （アカデ ミック ・スキルズ）」、「開かれ

ゆくキャンパ ス」、 「日吉キャンパス公開講座」 と数 多 くの行事の情報が提供 されている。

これ らはそれぞれ少な くとも年 に１ 回、なかには年に３ 回程度開催 され る行事 もある。

　 また、こ うした行事 と連動 して、刊行物も種々出 されてい る。『シンポジウム報告書』、

毎年度の 『活動報告書』、各種 『研究報告書』、『CLAア ーカイブズ』、定期刊行物 『ニュー

ズ レター』 （年２ 回）ほか、『FDを 考える』、『FD　WORKSHOP』 、『開かれゆ くキャンパ

ス』な どの教養研究セ ンターReport、 『教養研究セ ンター選書』、『極東証券寄附公開講座』、

『極東証券寄附講座 「生命の教養学」』 といった書籍 も随時刊行 されている。

4． 全学におけるセンター の位置づけと役割

　す でにみた とお り、創設か ら５年 を経過 した教養研究センターの活動 は多岐 にわたって

精力的 といえる。しか しなが ら、同センター には特別な決定権 もな く、また人事権 もない。

大勢の兼任所員は擁 しているものの、あくまで もボランタ リーな組織であって、ここで行

われた研究が必ず政策 に反映 され るとい う保証 はない。

　慶應 義塾大学は大規模 なResearch　 Universityで ある。学部主体であって、学部 自治が

強い。教養研究セ ンターに 「教育」 とい う語が使 われないの も、教育は学部の責任 で行わ

れ るものだ とい う暗黙の前提 があるか らである。

　 しか し、こ うした学部 自治の伝統が残 る縦割 り型の大学にあって、教養研究セ ンターに

は学部 を超 えた形で全学的な試 みを行 う拠点 となるよ う期待がかけ られていた。それ は設

立の背景でも述べたが、 日吉キャンパスではそ もそ も 「リサーチ ・コモンズ」 を求める声

が大きかった とい うことがある。また、安西祐一郎現塾長 の意向 も影響 してい る。安西塾

長は2001年9月 に 「慶應 義塾21世 紀グラン ドデザイ ン」を発表 した。これ を具体化する

-62-



ために翌年ま とめた経営改革計画 「総合改革 プラン2002～2006」 は、「総合先導プラン」

と 「経営改革プラン」の2つ を総合 した ものである。教養の研究拠点になることを目指 し

た教養研 究センターの創設 は、グラン ドデザインに示 された６ つの先導 に関す る実施計画

を述べた 「総合先導プラン」の 「（2）学術先導」の筆頭に挙げ られた2。 塾長 と学務担当

理事によれば、教養研究センター に対 して、学部を超 える形で、慶應 義塾大学全体 として

共通 してできること、共有で きるよ うな蓄積 をつ くってほしい とい う思いがあったとい う。

　 現在のセンター所長である横 山千晶教授 もセンターの挨拶のなかで、次の ように述べて

い る。 「教養研究セ ンターは学部や専門を越えて、人々が自由に行 き来できるユニークな

『共有地』です。創 立以来2年 間、当所員が このセ ンターを通 して活動 してきた中で明確

になってきた点があ ります。それは、それぞれの専門領域 を越 えて知を共有 しあえること

の醍醐味 と、教育に携 わる者 としての共通の問題認識 です。」

　 このように教養研究センターは、「教養」を軸 にして、学部や専門を超 えて全学的に共有

・利用できる知的財産を産み出す役割 を担 ってい る。その主な活動例 を3点 紹介 したい。

（1）教養研究セ ンター設置講座

　 「アカデ ミック ・スキルズ」や 「生命 の教養学」 とい った教養研究センターが独 自に設

置 した講座がある。 これ らはいずれも極東証券寄附講座である。

　 「アカデ ミック・スキル ズ」は2003年 度後期に 「スタデ ィ ・スキル ズ」 とい う名称で

実験授業 として開設 され、2004年 度に正規授業 となった。2006年 にはテ キス ト 『アカデ

ミック ・スキル ズ　－大学生のための知的技法入門』（慶應 義塾大学出版会）が市販化 され

ている。 この授業では、少人数の演習形式で、 自分でテーマをみつ け、研究 し、その成果

を論文や 口頭発表のかたちでまとめるといった大学での学びの基本的なスキル を習得する。

前期には論文作成に重点をお く 「アカデ ミック・スキルズⅠ 」、後期にはプ レゼンテー ショ

ンに重点をお く 「アカデ ミック・スキルズⅡ 」を開講 している。また、2007年 度か らは さ

らに応用編 として 「アカデ ミック・ スキルズⅢ ・Ⅳ」 も開講 された。

　 この授業が一般の基礎演習や１ 年次セ ミナー と異な り、ユニー クな点 は、3～4名 の異分

野の教員が指導にあたる点にある。異分野だけに同 じテーマについても見解が異な り、 と

きに教員同士で意見が対立す ることもある。 こ うしたや り取 りを初年次か ら学生に見せ、

様々なものの とらえ方やク リティカル なものの見方、現代の諸問題 に対処す る能力を学生

に身につ けさせることを狙い としている。また、教員同士も互いの研究や教育を学び合 う

ことができ、一種のFDと しての機能 も果たす ことになる。 この 「アカデ ミック・ スキル

ズ」の影響 もあって、現在、多 くの学部では少人数セ ミナーが多数開講 され るよ うになっ

た。

　 もう一つの 「生命 の教養学」 も2004年 度に正規授業化 された春学期開講科 目である。

最先端の生命知識 と幅広い見識 を教授す るために、毎年サブ・テーマを決め （例 えば、2006
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年度 は 「生命 を見る ・観 る・診 る」）、医学、生物学、心理学、科学史な どさまざまな専門

分野の第一人者 を招いて一話完結型のオムニバ ス講座 を展開す る。生命についてさまざま

な視点か ら切 り込んでい くことで、学生の視野を広げるとともに 「生きるこ との困難 さ」

に向かい合 う思考力を育むことを目的 としている。なお、講義内容 は書籍 『生命の教養学

へ　－科学 ・感性 ・歴史』（慶應義塾大学出版会）として刊行 され、その後、年度 ごとのテ

ーマに沿って 『生命の教養学』シ リーズが出版 されている。

　従来は学部の自立性 が強いため新 しい授業 を立ち上げにくい面もあったが、現在 、セン

ターでは、このよ うに して、意欲のある教員か らアイディアがあれ ば、実験授業 としてコ

ンテ ンツを開発 し、正規科 目化への道 を開いていくサポー トを行っている。

（2）教員サポー ト・プロジェク ト

　教養研究センターでは2003年 度か らFDに 関するワークショップを開催 し、 レポー ト

な どを継続的に発行 してきた。そ うした努力や近年の大学政策の影響 によって、 「FD」 と

い う名称 は学内でも定着 してきた。 しか しなが ら、FDへ の拒絶反応 も少なくなく、現在

のセンター としては、 「教員のサポー トは どん どんや ろ う。でも、「FD」 はや めよ う。」 と

い うムー ドが高まっている。すなわち、「FD」とい う言葉を使 うとつ かみが悪 くなるので、

別の言葉を用いてFD活 動を進めている。教員な らばより高い レベルの教育を したいはず

で、そ うした教員の意欲 をサポー トす るものをつ くりたい と考えたのである。 「FD」 とい

う形で、上か ら強制的にやって も意味 も効果 もない。教員 自らが必要性 を感 じて教育力を

向上 させたい と思 う、その現場のエネル ギーをいかに吸い上げるかが課題 となっている。

　 こ うして2007年 度から始 まったのが 「教員サポー ト・プ ロジェク ト」である。2007年

度か らセンターの活動はプ ロジェク トベースに変更 しつつあるが、その一つがこの教員サ

ポー ト・プロジェク トである。活動の一例を挙げれば、2007年6月 にメディアセ ンター

と共催で、教員サポー ト・メディア リテラシー ワークショップ 「メデ ィアセンター・ サー

ビス活用術　 －少人数 セ ミナー授業での実践 ワークショップ－」を開催 した3。 各学部で

少人数セ ミナーが多 く開講 されるようになってきたのは既述の とお りであ り、低年次の学

生に一般化 した形で レポー トの作成方法を効果的に指導す ることが求 められるよ うになっ

てきた。 この ワークショップは、こうした課題に対 して、 日ごろ資料収集・ 分析 について

よく質問を受ける図書館員か ら、学生のつまづきやそれに対す る指導法、検索 ツールや 自

習 ツールの効果的な利用法 を提案 してい くとい うものであった。ワークシ ョップへの教員

の参加 は40名 程度 とな り、授業 に役立った とい う感想 も聞かれた。好評を得たことで、

秋 にも同 じワークショップや新規の企画 も立ち上げることになっている。

　 これは教員のニーズと職員が有するノウハ ウをマ ッチ ングさせた格好の例 といえる。大

規模 な複数のキャンパスでは、さまざまな組織があ りなが らも、それぞれが どのよ うな活

動 を行ってい るのか相互に知 られていない。 こうした現状において、教養研究センターは
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各部局 ・各組織の試みを伝 え、その成果 を提供 し、さらに授業にフィー ドバ ックして、慶

應義塾の財産 を蓄積 しよ うと取 り組んでい る。

（３）教育カ リキュラム研究

　教養研究センターでは、基盤研究 として、2004年 度か らこれまで継続的にカ リキュラム

研究 を行 ってきた。まず、2004年 度基盤研究報告書 としてま とめた 『日吉設置学部共通総

合教育科 目の現状 と問題点　 －将来への提言を含めて－』では、学部共通総合教育科 目の

カ リキュラム全体 を分析 し、科 目構成やカ リキュラム決定のプロセスに関わる問題 点を明

らかにした。 これを受けて、 さらに2005～2006年 度基盤研究報告書 『慶應 義塾大学の教

育カ リキュラム研究　 －改革への処方箋 －』がま とめられた。このなかでは、2004年 度報

告書の提言 をより具体化で きるよ うに、成績評価方法の厳格化 、セメスター制度、総合教

育科 目、外国語科 目、副専攻制度、カ リキュラムの国際化、人事 とカ リキュラム編成組織

な どについて検討 を行 った。

　これ らの研究か ら明 らかになった最 も重要な点は、 日吉の学部共通総合教育科 目に関 し

てカ リキュラム編成組織の母体が不明確 である とい うことであった。学部共通総合教育科

目の多くは、その科 目を設置す る学部が他学部学生の履修を認 め、かつ設置学部以外の学

部が 自分の学部の科 目として認定 した場合に成立す る。 これは、基本的に各学部が当該学

部 の学生の教育に対 して責任 をもつこ とを意味 してい るが、結果的に、学部共通総合教育

科 目は非常に無秩序で、学部や担 当者の裁量の余地が大きくなって しまっている。 また、

実際 には共通する名称の科 目が少 なくないにもかかわ らず、各学部 によって分類 ・位置づ

けな どの扱い方や成績評価 方法が異なつていた り、重複が多 く無駄な点 もあった りす る。

こうした状況のなか、2004年 度 には、カ リキ ュラム編成 について協議す る日吉主任会議

や学習指導連絡会議 （日吉主任、学習指導 主任、学事セ ンター課長か ら構成）が設 けられ

たが、それ らでは現状の問題 点について意見交換 をす るに とどま り、カ リキュラムの内容

の検討 ・調整 までは行われなかった。そこで、報告書は、科 目の設置 と運営に関 して責任

をもつ組織を設置 し、そ こに 目標の設定や評価の明確化な どの責務 とともに、担 当者 の人

事 に関す る調整 と各学部への提案な どを行えるなん らかの権限を与えるべ きだ と提言 した。

これはいわば、学部を超えた横 のつなが りをつ くり、 しか もそこになん らかの決定権をも

たせ るべきだ とい う考えである。 こうした意見は以前からあったものの、誰 も把握 してい

なかったカ リキュラムの全体像をは じめて明 らかに し、なぜそ うした組織が必要か、デー

タをもって示す ことができたのは教養研究センターの功績にほかな らない4。

５．活動の成果 と今後の課題

　教養研究セ ンターはこれまで述べてきたよ うに、学部を超えた横の連携を生み出す組織

として着実に発展 して きた。現在では 日吉キャンパ スの意見の集約やま とめ役 として、各
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種会議への出席 を要請 されるに至っている。また、センター独 自の講座 の設置だけでなく、

前述のカ リキュラムに関す る基盤研究に基づき、学部横断的教養カ リキュラムの調整機関

を設立す る案が学内で検討 され るなど、政策への影響力も増 してきてい る。

　しか し、その一方でいまだに課題 もみ られ る。

　一つはボランタ リーな組織 とい う点にあ る
。これまでは意欲のある教員に声 を掛け、そ

の取 り組みを支援 してい くことによってボ トムア ップ的に活動が広がってきた。ところが、

そ うした一部の教員の熱心 さがセンターに関わ りのない教員 との距離 を広げ、ときに反発

を招 くこ とにもつながっている。か といって、セ ンター としては トップダ ウンで進めてい

く手法 もうま くいかない と考えてお り、ボ トムア ップ型の組織 の特性を活か しつつ、セン

ター所員以外 の教員にいかにセンターを有効活用 してもらうかが課題 となっている。

もう一つは資金が不安定な点にある。現在の予算は大きな額ではな く実験授業を立ち上

げるの も、寄附講座のかたちで特別な予算措置を行 っているのが実情である。2006年 度

は部門内調整費、2007年 度 は調整費 とい う費 目で学内予算 を獲得できたが、年々予算が

削減 されるなかで、安定 した運営基盤を維持す るための予算確保 も大きな課題である。
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訪問調査概要

訪問日 ：2007年8月17日

訪問先 ： 慶應義塾大学　教養研究センター

横山千晶所長 （法学部）

中島陽子副所長 （文学部）

佐藤望副所長 （商学部）

萩原眞一副所長 （理工学部）

種村和史コーディネーター （商学部）

吉川智江事務長

収集資料 ：

慶應義塾大学教養研究センターパンフレット

慶應義塾大学教養研究センター 『日吉設置学部共通総合教育科 目の現状と問題点　 －将来への

提言を含めて－』 （慶應義塾大学教養研究センターシンポジウム7）、2005年

慶應義塾大学教養研究センター『2004年 度基盤研究報告書 日吉設置学部共通総合教育科 目の

現状と問題点－将来への提言を含めて－』2005年
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慶應義塾大学教養研究センター 『2005～2006年 度基盤研究報告書　慶應義塾大学の教育カリ

キュラム研究－改 革への処方箋－』2007年

慶應義塾大学教養研究センター 『2006年 度活動報告書』

慶應 義塾大学教養研究セ ンター 『CLAア ーカイブズ』1、2、4、6、7、10

慶應義塾大学教養研究センター 『FDワ ークショップ』1～3

慶應義塾大学教養研究センター 『FDを 考える』1～5

慶應義塾大学 （日吉）『平成19年 度　 2007年　 講義要綱 ・シラバス』

佐藤望編著 ・湯川武 ・横山千晶 ・近藤明彦 『アカデ ミック ・スキルズ　－ 大学生のための知的

技法入門』慶應義塾大学出版会、2006年

文部科学省委託研究教養教育研究会報告書 『教養教育グラン ド．デザイン　－新たな知の創造

－高等教育における教養教育モデル』教養教育研究会、2002年

『三田評論』2002年12月 号 （「特集　 大学で学ぶ教養 とは」）

『塾内ニュース』2002年7月26日

1　実質的 な職員 は ６名だが、外部資金 によって雇用す るこ とは可能 であ る。
2　６つ の先導 とは、教育先導、学術先導 、新実業先導、知識 ・ス キル先導、知 的社会基盤先 導、

キ ャンパス先導であ る。
3　なお 、 この他 「IT技 術 を取 り入れた教育支援サポー トシステ ムの使 い方 」、 「フ ィール ド・ワ
ー ク入門」、そ して 「学生 を知 るワー クシ ョップ」が開催 され ている。

4　この基盤研究 の成果 として、2008年 度 にはカ リキュラムを考え る学部横 断の委 員会が発足

す ることにな ってい る。
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名古屋大学 「研究に基づ くＦＤ ・ＳＤのツール開発」

中井 俊樹 （名古屋大学）

１．は じめに

　文部科学省のデータによると、平成17年 度に教育方法改善のためのセンターの設置 をし

ている大学は、国立大学35機 関、公立大学6機 関、私立大学81機 関である。 このよ うな

セ ンターは、大学教育改善 に向けて どのよ うな役割を担っているのであろ うか。本稿では、

名古屋大学高等教育研究センター を事例 として、その役割 と機能 の特徴について明 らかに

する。

２．名古屋大学高等教育研究セ ンターの設立の経緯

（１）設立の経緯

名古屋大学高等教育研究センター は、1998年4月9日 に学内共同教育研 究施設 として設

置 された。多 くの大学では、大学設置基準の大綱化後の教養部の改組に伴って、大学教育

研究センターが誕生 したが、名古屋大学のセンターの場合、教養部の改組か ら直接できた

セ ンターではない （馬越,2001）。1993年 に名古屋大学は教養部 を廃止 してお り、高等教育

研究セ ンターはその5年 後 に設立 された ことになる。1994年 度か ら一般教育科 目が廃止 さ

れ、全学共通科 目が導入 されたため、新 しいカ リキュラムが導入 されてか ら1ク ール終わ

った時点での設立である。

（２） ミッシ ョン

名古屋大学高等教育研究センターの基本的な方向性 は、設立当初に形成 された と言 える。

初代センター長であった馬越 （2001）は、以下のよ うに記 している。

　初代セ ンター長 として もっとも意 を用いたのは、当然の ことなが ら、センターの研究

のあ り方である。まさに全学的支援 によ り設立されたセ ンターであるか らには、その期

待に応えなければならない。しかも全学でもっ とも小規模のセ ンターが可能な範囲の研

究 を考 えなければならない。各方面か ら寄せ られ る大きな期待はあ りがたかったが、場

当た り的にそれに対応 していたのでは、単なる御用聞きになって しま う。小な りといえ

どもセ ンターは、 「研究」を通 じて、当面す る大学改革に貢献 しなければな らない。そ

のためには、改革の現場 （実務）か らは適度の距離 をお き、常に 「内なる他者の 目」を

もって改革に対応 しなけれ ばな らない と考 えていた。結局の ところ、セ ンターの ミッシ

ョン （使命）は何 か、そのための研 究 とはいかなるものでなけれ ばな らないか、を自ら
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に 問 うことで あった。

　馬越 （2001） は、 高等教 育研 究 に は研 究者 の学術 的 関心 に基 づ く研 究 （academic driven

 research） と、研 究者 の所 属す る機 関 の設 置 目的 に添 った研 究 （mission driven research） が

あ る とし、高等 教 育研 究セ ンター には後者 の研 究 を推進 した。 そ の方 向性 はその 後 も継 承

され 、「国際 的 な視野 の も とに高等教 育研 究機 関の戦 略的課 題 の解 決 に貢献 す る」とい うミ

ッシ ョンが現在 掲 げ られ てい る （池 田,2004） 。

３．名古屋大学における高等教育研究セ ンターの役割 と活動

（１）名古屋大学 における高等教育研究センター

　「名古屋大学は、自発性 を重視す る教育実践によって、論理的思考力 と想像力 に富んだ

勇気 ある知識人を育てる」 とい う教育 目標 が学術憲章において定め られ 、それに対応 して

教育活動 が進 められてい る。

現在、名古屋大学における高等教育研究センターは、教授1名 、准教授2名 、助教1名 、

特認講師1名 で構成 されている。高等教育研究センターの役割 は、主にファカルテ ィデ ィ

ベ ロップメン ト （ＦＤ）の推進 を中心に大学教育の質的向上に資す ることである。名古屋

大学には、全学教育科 目を提供す る教養教育院、メデ ィア教育を推進する情報 メデ ィア教

育セ ンター、学生相談 ・メンタルヘルス相談 ・就職相談を担 当す る学生相談総合センター、

大学評価を担当す る評価企画室な どの組織があ り、高等教育研 究セ ンター と内容が関連す

る場合 には協力 して活動が進 められている。

（２）高等教育研 究セ ンターの活動

　高等教育研究セ ンターは、高等教育に関す る専門的 ・実践的研究をもとに、(1)各種資料

刊行 ・ツール開発等による教育改善支援、(2)名古屋大学における教育の企画 ・立案への支

援、(3)世界的文脈か らの大学改 革に資する知見の提供を行 っている （名古屋大学高等教育

研 究センター リーフ レッ ト）。

　学内の教育改善支援 としては、学内教育 の企画立案評価等 の支援、各種セ ミナー ．講演

会の実施、出版物や ウェブに よる研究成果 ・情報の発信 、本学教員 に対す る授業の悩み相

談、メンター紹介、授業見学会、シラバス博覧会の実施 などを行 っている。

　ＦＤ活動 としては、教養教育院が開催 してい る全学教育科 目担当教員 ＦＤの企画 ・運営 ・

講師派遣、新任教員研修 の企画 ・実施 に協力、「教育ワークシ ョップ」の担 当、学内の各部

局の要望に応 じてＦＤプログラムを開発 し実施、将来大学教授職 をめざしている大学院生

を対象 とした 「院生対象の教授法研修会」の実施な どが展開 されている。

（３）高等教育研究センターのＦＤ ・ＳＤのツール開発
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　名古屋大学の高等教育研究セ ンターが力を注いで進めてい るのが、ＦＤ ・ＳＤのツール

開発 である。特に教員向けハン ドブッ ク、職員向けハン ドブ ック、シラバスシステム、新

入生向けハン ドブ ックな ど、高等教育研究の成果に基づく開発物の提供を通 して、現場の

教育改善を支援す るこ とを進 めてきた。その活動の中で重視 してきた点は、す ぐれた教育

実践のノウハ ウを効果的に広 く共有 させ るとい うことである。

す ぐれた授業のノウハ ウを広 く共有 させることが有効な方法であると考 えるに至ったの

には理由がある。授業見学や授業実践の報告書な どか ら各教員の授業実践を分析す ると、

授業改善に向けて さまざまな優れた取 り組みを行 ってい る教員が多い ことが明 らかにされ

た。そ して、各教員が持つ授業のノウハ ウの中には学問分野や授業形態 を越 えて利用でき

るノウハ ウが多い ことも明 らかに された。その一方で、新任教員 を中心に授業のノウハ ウ

を十分に持っていない ことで授業に悩みをもつ教員 もいる。 このよ うな現状においては、

優れた授業のノウハ ウを広 く共有 させ ることが重要であ り、その実現を促進す るよ うな開

発物が求められてい ると考 えた。学内の調査 を進める と、す ぐれた教育実践のノウハ ウを

共有すべきなのは教員 のみでな く大学職員 も同様であることがわかった。大学職員の間で

も必ず しもす ぐれた実践のノウハ ウが効果的に共有 されてい るわけではなかった。 さらに

学生 自身 も同様で、す ぐれた学習実践のノウハ ウを共有す ることが必要なことがわかった。

つま り、教育に関わる大学の全構成員が,す ぐれた教育実践のノウハ ウを共有す ることが

重要であると考 えたので ある。

表 １　高等教育研 究センターの作成 したツールや教材
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４．名古屋大学高等教育研究センターの特徴 と課題

　名古屋大学高等教育研 究センターは、設立以来10年 を経 よ うとしている。設立当初に形

成 された方向性 は、開発型研究 とよべるような研究 アプローチに発展 してきた。作成 した

ツールや教材は多 くの大学でも利用 されている。 さらに、それ らの教材 を利用 した研修活

動に対 して もＦＤの義務化 とともにニーズが高ま り、セ ンターの教員 も実践 の中で教材の

フィー ドバ ックを とることができている。現在でも、 さらなる教材開発 として、研究指導

に関するハン ドブ ックの翻訳や英語で教 える教員のためのハン ドブッ クな どが作成 中であ

る。馬越 （2001）が危惧 した 「単なる御用聞き」ではない、研究に基づいた実践への支援

の一つの形ができた と言 えるか もしれない。

　しか し、この名古屋大学高等教育研究セ ンターが とってきた方向性 は、ＦＤの義務化な

どの外部環境 の変化にタイ ミングよく沿っていたため、学内で も認 められてきたと言える。

今後 ＦＤや ＳＤが軌道 に乗 り制度化 され、大学が重要 とする課題が変われば、高等教 育研

究センター に求 められ る課題は変わるであろ う。小 さいセンターだけに、高等教育 を取 り

巻 く環境の変化 を先取 りし、学内の構成員の理解が得 られる活動内容 にシフ トしてい く必

要があろ う。
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神戸大学における大学教育研究センターから

大学教育推進機構への移行に関する考察

山内 乾史 （神戸大学）

神戸大学は、いわゆる大学設置基準の大綱化後、比較的早い時期に全国的にも最も早 く教

養部を改組 し、1992年10月 に大学教育研究セ ンターが設置 された。昨年2007年 は創設

15年 に当た るわけであ り、自己点検評価な らびに外部評価 を行い、報告書を刊行 した。

この15年 の間に紆余曲折があったが、最も大きな組織的な変革は大学教育研究セ ンタ

ーか ら大学教育推進機構への移行であろ う。 これについて記 してお きたい。ただ し、当然

のこ となが ら、以下に述べ ることは、あくまでも山内の私見である。

１．機構化の狙い

なぜ、（多くの犠牲 を伴いなが ら苦労 して発足 させ た）大学教育研究センター を廃 して大

学教育推進機構を発足 させたのか とい う疑問については、いろいろな回答があ り得 よう。

その中で最も説得的な回答は、次のような ものではないだろ うか。

　かつての大学教育研究セ ンターが、あ くまで も旧教養部の 「後釜」的存在であ り、教養

教育を担 うべき組織であ り、教養教育以外のことには 口出 ししてはならない組織であ ると

考 えられるき らいにあった （専門基礎 については解釈が分かれ る）。その結果、大学教育研

究センター とい う、一 「準」部局 （独立 した教授会 を持たない）が他の部局 と教養教育の

あ り方 をめぐって議論 をす る時に、ことごとく部局の利害関係 、部局教授会の壁にぶち当

た り、教養部解消の時に積み残 された授業担当の問題他がほ とん ど解消 されず 、それ どこ

ろか定員削減や臨時定員増枠の返上などで弱体化す ることになった。

これ と合わせて大学評価 ・学位授与機構な ど第三者評価、外部評価 の導入に向けて、教

養教育のあま りにもプアな実態が評価の際 に問題になることは火 を見るよりも明らかであ

り、一 「準」部局 としての大学教育研究センターが教養教育を担 当するとい うことでは、

どうしても無理であ り、全学執行部を巻 き込んだ より強力な全学的学士課程教育を担 う機

関の創設を必要 とした。

他方、文部科学省 より提示 されるア ドミッシ ョン ・ポ リシー、カ リキュラム ・ポ リシー、

デ ィプ ロマ ・ポ リシーの明確化に対応す るために、教養教育 と専門教育 とい う二分法で、

教養教育の企画、実施、運営主体 と専門教育の企画、実施、運営主体 とが、ほ とん ど相互

に連関なくバ ラバ ラにカ リキュラム設計す るとい うことでは、4な い し6年 間の学士課程

教育 としての一貫 したカ リキュラム ・ポ リシーの明示化 など望むことはできず、学士課程

全体 を企画す る新たな機関の創設が必要 とされた。
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そこで、研究、教育、国際交流の三つの分野に関す る本部、機構 を発足 させ、これ らを

「超」部局的なもの と位置づけ、執行部 を本部 、機構の長、お よび意思決定の場 における

構成員に据えることによって、全学的な視野 に立って意思決定がな され るような組織変更

が行われたのである。

　以上、二点が発足の大 きな理由であったと考える。発足の結果、い ろいろな懸案が解消

された。

　まず、第一に授業担当の問題である。分族ポス トの配分を受けた部局 と受 けていない部

局 との溝 に加 えて、同一部局内でも旧教養部教員 とそ うでない教員 との間の溝が大きく、

教養教育担 当者の ウイ ングは広が らず、前述のよ うにむ しろ縮んでいた。 この授業担 当問

題 を部局長間の話 し合いな ど、トップダウン式でごく短期間にかな りの部分が解消された。

が部局長は部局の利害の代表者であると同時に、全学的な視野か ら見た問題点についても

熟知 してお り、授業担 当の問題は看過で きない とい う認識 をかな り共有 していた。

　ついで、各共通教育のセクシ ョンの長の権限が強化 された。かつての大学教育研究セン

ター時代は、センター長は評議員経験者以上 とい うことで、実際に過去 ６人 のセンター長

を振 り返 ってみると、初代後藤センター長 は教養部長兼任、第二代多淵センター長は副学

長兼任、第三代瀧上セ ンター長 は国際文化学部評議員 （学科長）経験者、第四代土屋セ ン

ター長は発達科学部長経験者 、第五代柴センター長は発達科学部評議員経験者、第六代堀

尾センター長 は農学部評議委員経験者 とい うことで、他部局 との交渉上、（センター長 自身

の人柄 ・能力 とは別の次元の話であるが）劣位 に立た され ることが多 く、「ひたす らお願い

す るだけ」の弱い立場 、ない しは単なるメ ッセ ンジャー ・ボーイ （ガール）の役割 しか果

たせ ないこともままあった。 しか し、機構への改組後は、副学長＝教育担 当理事が機構長

になるとい うことが制度化 され 、発言権 も強まった。 それ と合わせ て数学や人文など教科

の種類 ごとに分かれた各教科集 団 とその代表である教科集 団代表が、各教育部会 と教育部

会長 に再編 されたが、これ も単なる名称変更ではな く、部会長 の権 限の強化に向けて規則

上 も整備 された。

なお、機構への変更に伴い、多 くの教員が参加 して、多 くの教養科 目が新たに加わった

結果、教養部改組時に構想 されていた 「教養原論」のコア性 は大いに薄まった。少数の教

養原論 を多くの学生が履修す るとい うのではなく、多 くの教養原論 をそれぞれ少人数の学

生が履修す る、 とい うこの形態の変更は、教養原論 のライ ト・コア化 とも言 える。

さらに、全 くの私見なが ら、教養 と専門 とい う二つのカ リキュラム編成原理があ り、教

養科 目は教養教育の、専門科 目は専門教育の理念に従って編成 され るとい う二元的性格が

よわまって くる。 これは、先述のカ リキュラム ・ポ リシー、すなわち学士課程教育の一貫

性 の議論 とも関わるが、従来の 「教養教育」 とい う言葉か ら来 る、何 か しら専門教育 とは

異なる独 自の理念、カ リキュラム編成原理を持つ教育体系があるとい うことではな くて、

専門 と非専門 とい う、（鼎談フォーラムでの池田輝政氏のご発言 にもあるように）記号化 さ
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れた、それぞれ独 自の理念 をもつ とい うことではない、教育体系へ と変わっているよ うに

見える。つま り、卒業時で身 につ けることが期待 され る能力、スキルなどを、所属学部の

教員だけですべてまかな うことはできず、所属学部以外 の教員の教育に負 うところが少な

か らず出てくる。それは専門に対す る非専門であ り、学士課程の一貫 したカ リキュラムの

中から出て くる発想 であ り、教養教育 とい う専門とは別個 の教育理念か ら出て くるもので

はないのである。

２．機構化に伴 う専任教員の位置

　 さて、以上の観点か らす ると機構化は、教養教育への全学的参加 を促すな ど大きなメ リ

ッ トがあるように見える。 しか し、専任教員の立場か ら見 ると、お 目出度い ことばか りと

は限 らない。

　 まず、第一に大学教育研究センター時代 には、教員は研究部に属 し、学術的調査研究を

行 うことを第一義 的に求め られてきた。教員を公募 した り選考 した りす る時 も、その学術

的業績が、他の業績 と比 して、最 も重い評価を受けてきた。

　 これは、他のセンターにおいても同様で、例 えば博士の学位 を有することを明示的、暗

示的に採用の条件に してい るセ ンターは少 なくない。 また公募 に於 ける提出すべき書類を

みて も、履歴書 と並んで研 究業績が第一に来 る。つま り、教員 には研究者 としての役割が

期待 されてい るのであろうと考 えられるのである。

　 ところで、センターが機構になった時に、大学教育研究センター研究部 （以下、「研究部」

と略）は大学教育支援研究推進室 （以下、「推進室」 と略）へ と変更 されたが、この変更は

教員の役割 にどのよ うな変化をもた らしたのか。一つには、かつての研究部 は、事業部 と

は独立 したユニ ッ トで、授業実践運営 とは距離を置き、より広い立場か ら研究 を行 うこと

を期待 されていた。これは我 々のセンターだけではなく、1990年 代 半ばまではブ ロック構

想 とい うのがあ り、全国の各ブロックに高等教育研究の拠 点 となるセ ンターを作 り、その

センターは自大学だけでな く、ブロック内の大学 と連携 して各種の情報収集 、情報発信 を

してい くことが期待 されていた。北海道 ブロックは北大、東北ブロックは東 北大、関東ブ

ロックは東大、筑波大、北陸ブロ ックは新潟大、中部ブロックは名 大、近畿ブ ロックは京

大、神大、中国四国ブロックは広大、九州ブロックは九大 とい うわけである。今 日ではセ

ンター関係者 でさえ、このよ うな構想があったことを知 らない者 は少 なくないが、この構

想の故に、あま りにも自大学の授業実践に特化 した研 究ではなく、 もう少 し広い視野に立

つ研究がセ ンター教員には求 められるもの と理解 されていたのである。またブロック内に

ある他大学のセ ンター とのネ ッ トワーキングも期待 されていた。 したがって、比較的早期

に設 立されたセ ンターはいずれも研究誌 の色彩が濃い紀要を発刊 し、ブ ロック内の大学教

員 を主たる対象 にしたフォー ラムな どを開いていたのである。

　 ところが、このブロック構想 で求められたセ ンターの数を遙かに上回る数 のセンターが
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設置 され、各センターは、 どん どん内向きにな り、自大学の授業実践 に調査研究が向かっ

てい くよ うになった。紀要 も、座談会や会議の資料 を収載 した学術性の薄い ものにな り、

フォーラムな ども自大学の教員 のみを対象 にしたものへ と変化 していった。

　研 究部から推進室への変化は、この ミッションの漠然 とした変化 を制度化す るものであ

った と考えられる。す なわち、外向きの調査研究や情報発信な どよりも、神戸大学 に寄与

す る調査研究 と情報発信が求め られ るようになったとい うわけである。

　 この ミッシ ョンの変化は具体的には どのような形で個々の教員の仕事に影響 してきたの

か。 かつて研究部 の時代には、大学教育研究セ ンター内には事業部 と研究部 があり、両者

は改革の経緯か らたまたま同居するものの、事実上は別個 に活動 していた。研究部は、事

業部 とい うよりも、む しろ執行部がシンクタンク的に利用す る、あるいは研究課題を与 え

て学術的な助言を求める役割 を果たす もの と理解 されてきた。 しか し、研究部のスタ ッフ

が事業部の意思決定会議に参加するようになって、 この事情は変化 してきた。執行部では

なく、事業部 で生み出 され る様々な問題 に関わ り、具体的 な解決策 の案出を求 められ るよ

うになってきたのである。 これは従来取 り組んできた研究 とはかな り異な り、開発的な業

務である。例 えば授業選択 をランダムに行 うプ ログラムの開発、授業評価フォーマ ッ トの

開発 など、それまでの外向きで、マクロな制度、組織 を対象に した研究か ら、 ぐっと内向

きで、 ミクロな神戸大学の授業実践を対象に した開発 になってきた。

　 われわれにとって何 よ りも残念 だったのは、セ ンター長の人選 である。研究部時代 の初

期には、研究部には研究が期待 されてい るとい うところか ら、必ず しも高等教育研究の専

門家ではない にせ よ、高等教育研究に対す る理解 を持つ人物がセンター長 になってきた。

　 しか し、事業部 との関わ りが深 くなって くるに従い、セ ンター長 とい うポス トは単なる

行政上の一ポス トとしてみ られるよ うにな り、高等教育研究の必要性 をまった く解 さない、

敬意 を抱かない人物がセンター長になることさえあった。作家の大岡昇平が 「文学者同士

の付合いは、お互いの仕事に対す る尊敬 がなければ成 り立たない」 （「生き残った者への証

言」『文藝春秋』昭和46年2月 号） と述べているが、 これは研 究者にも当てはまる。研究

分野は違 って も、相手の研究に対す る、また相手の研究分野に対する敬意を欠いては良好

な関係 を築 くことはできない。高等教育研究に対す る敬意を欠 いた人物がセンター長にな

った とい うのは、我々セ ンターのスタッフが純粋な研究をす る必要はも うない とい うこと

を、大学側か ら改 めて突きつけられた とい うことでもあろ う。その時点で、組織 としては、

ミッシ ョンか ら研究は取 り外 されたのである。

　 これが推進室にな ると、もはやわれ われの任務 は非常に限局 された ものになっている。

よく言われることに、研究者 は二重国籍者 で、研究者 としては学会 など同業者 の組合 に参

加するコスモポ リタンで、教育者 としては特定の大学 ・研究機関に属す るローカル な存在

だ とい うのがある。センターのスタッフは、そのコスモポ リタン的な性格 をすこ しずつ剥

ぎ取 られ、 ローカルな性格 を強めるようになってい くのである。 これは学部／研究科所属
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の教員でも同 じで ある。非常勤講師 として外へ出る回数を厳 しく制限 されるよ うにな り、

学会への出席や講演 会講師 なども授業に差 し支えがない範囲で しか認め られない とい う大

学は多い。神戸大学の場合、まだ事態はそ こまでは至っていないが、専任教員の取 り込み

は、すべての教員 に関 して観察 され る。推進室の話に立ち戻る と、「神戸大学の」、 「教育、

授業実践 に関する」研究へ と組織的 ミッシ ョンが限局 されてい くとい うわけである。 これ

は、同 じ研究 とい う言葉を使 っていて も、かつて行 っていたよ うな研究 とは意味が異なる。

正確 には、企画開発的な仕事であ り、学会 （例 えば 日本高等教育学会）などでの報告 に耐

えないものである。また大学改革は膨大な雑務 を生み出す。その雑務 をこなす 「どぶ さら

い要員」は誰か。推進室のスタッフは 「どぶ さらい」を率先 して、他の人々を巻 き込みな

が ら行 うことが期待 されている。「どぶ さらい」か ら逃れよ うとするなど、とんでもない こ

とである。 この 「どぶ さらい」 もまた、当然のことなが ら学会での報告に耐えない。

　そ こで、研究者 として生き残ろ うとす る人間は、組織の活動 としての企画開発、 どぶ さ

らいとは別 に個人活動 としての研究に埋没す ることになってい くのである。

　一言で言 えば、機構の学内での立場が強化 された とい うことは、皮肉に も推進室の教員

の立場が強化 された とい うことではな く、む しろ逆である、 とい うことである。

３．結語

　研究部、推進室 としての仕事は、 ここ15年 の間に大きく変化 してきた。問題は、その

変化が どの程度、全学的な方針に則って もた らされた ものか とい うことである。小 さい組

織 は、その長につ くもののパー ソナ リテ ィや個人的志向によって左右 される ところが大き

い。そ して小 さな組織の場合、長 を自分たちで選ぶ ことはできない。 自決権 を持たないの

である。細かい事実は省 くが、全国のセ ンターは多かれ少なかれ、学長交代、セ ンター長

後退の度に繰 り返 され るダッチロール的状況に翻弄 されているのであろ う。われわれのセ

ンターにおいても、その傾 向は顕著であった。 この点に関 して、機構化はかな りの安定を

もたらした。 しか し、機構の安定 と、機構教員 の立場の安定はまた別の話である。
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＜講演 ・フォー ラムの記録 ＞



日 本 の 大 学 に お け る 組 織 変 容

－ 教 員 組 織 改 革 と 大 学 の 機 能 的 分 化 －

羽田 貴史 （東北大学）

１．高等教育の組織変容に関す る理論問題

　大学の組織変容にっいての調査結果 は,『COEシ リーズ27大 学の組織変容』 としてま

とめま した。若干，背景のお話 を します。

　 大学の組織変容は，私が広島大学高等教育研究開発センターに在職 していた ときのCOE

の中心テーマで した。 しか し，５年たってみ ると，お恥ずか しいこ とに，21世 紀システム

をどう作るかは検討 されなか ったか といって よいか もしれ ません。 全体 に，大 きなプ ロジ

ェク トをや るときには前にや ったものをベースにしたほ うがや りやすいので，安全策 とし

て既存の研究テーマが持 ち込まれ る傾 向があ ります。教育 についてはFD研 究，研究につ

いては教員の流動性をテーマ とし，私 が リーダー を務 めた組織班は，組織変化 と管理の問

題を中心にやる とい うことで，一応三つで棲 み分 けてスター トしました。

　最初に，統合 ・連携 ・連合 とい うかな り大きな問題 をや り，次 にガバナンス と組織変容

の問題に取 り組み，これは2004年 までのシリーズでまとめました。や り出す と，個別大

学のケース として組織変化 とい うところがテーマ としてはあ りますが，組織が ど う変わる

のか，組織変化 を進 める要因 は何か とい う原理論がほ とん ど日本 の高等教育研究にはあ り

ません。それで,本 当にこんな どたばた した ことをや っていていいのかとい うことが非常

に気 になっていま した。特に，高等教育研究では,組 織論 としてはそれで もいいのだろ う

が,外 部環境等いろいろな要因があるか らそれ に対応 した組織に変えなければいけない と

か，グローバル化が進むか らグローバ リゼーシ ョンに対応 した国際化を しなければいけな

い とか，お金が少な くなってきた ら自立的 に何か しなけれ ばいけない とか とい うように，

外部要因に対す る適応 として組織変化の必要性 を説 くとい う形で論理が展開 されてい く主

張が大変多い と思います。一般的な組織論で も， コンティンジェンシー （状況適応理論）

や資源依存理論 はそ うした論理構成 を取っています。

　 しか し，最近，『高等教育研究』の特集 の中で，中村高康 さんが高等教育研究では誇大タ

ームが多す ぎる と鋭 い指摘 をされ ていま したが，外部環境 が変わったからす ぐ組織が変 わ

るほ ど世 の中単純ではな く，特に研 究者が属 している世界 の教育 ・研究の話 と経営の問題

に出て くる政策の変化が一義的に同 じ方 向で動 くわけではない。高等教育研究の暗黙の組

織変化論だ と，慢性的な危機状況があって，大学が変わ らなければいけない とい うことを

20年 ，30年 言い続 けて， しか し，一向に組織 は変わらない とい うともいえる。それでは

-81-



　化粧 品のセール スと同 じ手 口ではないか とい う気が します。 も う少 し内的に組織が どう変

わるか とい う検討 をしたい と思いま した。

　 高等教育の組織論 として有力な ものは，バー トン ・クラー クの 『高等教育システム』が

展開 しています。 これはガバナンスの理論で組み立て られ てい るが，実はガバナ ンス論で

はなく，べースにあるのは業務，労働の特質が どのように大学の各組織 の レベルや構造を

決定 して，そのそれぞれの レベルや構造において どうい う統合の ファクターが働 くのか と

い う理論です。アダム ・ス ミスはま さに労働の分割か ら経済学 を組み立ててお り,そ うい

う社会科学の伝統があるわけで，彼はス ミスをほ とん ど引用 していないのだが，そ うい う

部分 も少 し出てきます。

　 クラークが共同研 究の中で使っているのが，コーガン とべ ッチャーの組織構造論である。

　 このべ ッチャー＝コーガンモデル は，Process　and　Structure　in　Higher　Education（1980） は 日

本では翻訳 もない し，ほ とん ど引用 もされていませんが，組織変化 を論 じるときには非常

に重要な枠組みではないか と思います。教員個人の レベル，業務 を行 う基本組織， それか

ら機 関 レベルの中央権力，それぞれ の階層 において， どのよ うな規範に属 して行動す るの

か，それ を最適に動かすための運営形態は何か とい う構造を整理 しています。ただ，あま

り具体的な実証 として書いていないのであま りよく理解できませ んが，全体の枠組み とし

ては大事 なのではないか と思います。

　 わか りやす くい えば， 日本の大学の組織研究は学長調査だけでや るケースが多いのです

が，それでは組織の持 っている重層性 の中で基本組織の ところに どうい うインパ ク トがあ

るか とい うことが分か らない。 コーガン さんにも来てもらお うと思いま したが， ご高齢 と

い うこともあってちょっ と難 しく，弟子 とい うか，一緒にやってい るメア リー ・ヘ ンケル

さんをお呼び して共同研究 をしよ うと考 えま した。 しか し，ヘ ンケル さんは評価の ことを

中心に研 究 されてい る方 で，あま り組織 の構造 に即 した話 ではな く，研究の焦点は もっぱ

ら評価論 になっていま した。

　 次に，訪 問調査 と質問紙調査で，機関内部の環境変化 と組織変化が どのよ うな方向にあ

るか とい うことを調べ よ うとしたのが， この調査の設計です。

　 その ときに考えていたのは，組織の変化 は基本的にガバナンスに よる機能 と同一線上 に

ある とい うことです。つま り組織体が環境変化や環境の中で行動 してい くために，まずは

ガバ ナンスやマネ ジメン トで最適化 を図 ろ うとするが，それが十分でない ときには組織そ

の ものが構造的に変わ りなが ら対応する。 そ ういった 二つの レベルがあるだろ う，その上

で組織が変わると今度 は組織 の変化 に対応 したガバナ ンス とマネ ジメン トが新 しく要求 さ

れ るとい う循環構造の中で，大学 とい うものは長期的 に動いてい くのではないか と考 えま

した。

　 そ うい う変容の結果 をもし21世 紀型 高等教育 システム と言 うとすれ ば，今 のわれわれ

日本型の高等教育システムがユニバーサル段階に対応 して再構 築 され ることを21世 紀型
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高等教育システム と言っていいのではないか。 この ような ことをぼんや り考えて， 日本型

高等教育システム とは講座 ・学科 目制で，学部 が基本組織で，教員組織 と教育研究活動が

一体化 していて
， ４年制大学が本体 とい う構造であって，単にこれだ けでは多様な需要や

財源の縮小な どいろいろなものに対応で きないので，基本組織が変わった りしなが ら再構

築 されてい く。今 はこのプロセスにあるので， どち らの方向に進んでいるかとい うことを

把握 してみ よ うとい うよ うなことで した。

　調査の設計 としては，学長 レベル，部局長 レベル，学科長 レベル とい う３層で どうい う

ガバナ ンスの方 向を とっているのか， どの ように組織 を変えよ うとしているのか とい うこ

とを検討す る。それか ら，組織改革の方向には どうして も高等教育機 関の機能分化論が出

ているわけで，この機能分化に各 レベルで どうい う方向づけで収斂 しよ うとしているのか，

否定 しよ うとしてい るのかを見 よ うとしました。高等教育の機能が分化する とい うことは，

組織 が変わ らない と機能は変わらないので，講座 ・学科 目とい う基本的な組織 の部分が変

わろ うとしているのか どうかですね。

　 それ から，講座 ・学科 目の上 に学部があって，教育 と研 究 と学生サー ビス，全部 フルセ

ッ トで行 うとい うのが 日本の大学学部組織だ と思います が，ニーズが多様化する とうまく

機能 しない とい うこ とで，学部か ら教育研究機能 が再分肢化 されて， どこかの組織にまた

糾合 されてい く。 これがセ ンターだ と一応考 えたのです。学習支援セ ンター，学生支援セ

ンターな ど，各種のセ ンター群が学部 ・学科で全部やっていた機能を効率的 にや るために

再集 中化 して分業化す るとい うプロセスが進行 してい るのではないか と考えたわけです。

分業化が進行 しない と，無理 にセ ンター を作 って も学部の方 に機能が吸収 されて しま うと

か，そんなことがあるのではないか。

　 それか ら，組織が分化 してい く中では，一人 の教員が教育 もや り，研究 もや り，学生指

導 もする とい うことではな く，その組織の構造 に合 った教員の分業化 とい うか，多業種化

とい うか,専 門職化が進む とい うこ ともあ り得 るのではないか とい うことで，教員の問題

も入れま した。調整 を図 る権力の変容の問題 を入れて，それが設置形態や専門分野や地域

配置でど う変わろ うとしたかを考えてみよ うとい うことで調査票 を作 りま した。

　 回収率は，実際 にはこの後 も う少 し集 まったので，30％ ぐらいで しょ うか。国 ・公 ・私

の学長,部 局長，学科長で，総計でば らまいたのは7000ぐ らいになると思います。ただ，

多人数で調査票を作ったので，私 もうま く自分 のアイデアを説明できなか った ところもあ

り，各論的にはばらば らになって しまった。評価の ところな どは調査 しなくてもよかった

かもしれません。 も う少 しシンプル に機能分化 の ところに収斂 した方がよかったのか もし

れない と思っています。

　 この中で，自分で作った ところは割 と話せ るのだが，それ以外 は ２次分析 をまだ してい

ないので，あま りうま く話ができないかも しれ ませ ん。
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２．ガバナ ンスをめ ぐる問題

　 ポイン トになるところだけ幾つか取 り出 して話 します。第 ４章の 「ガバナ ンス と大学の

重層構造」の ところを私がや りま した。今は，学長 リーダーシ ップ論で動いているが，組

織を変えてい くときに，人間の行為で作 るわけだか ら，学長，部局長，学科長 は変化に ど

うい う関係性 があるのか，関係性がないのか とい うことを知 りた くて，そもそ も大学の自

律性が どのよ うに拡大 していったのか，大学運営でこの数年間で強化 され たものは何なの

か，それか らどこを強 く したいのか，運営の方法 としては何が必要 と考えているのか とい

うような ところについて聞いて，ガバナ ンスの重層構造 を見た訳です。

　誰が大学運営の主体か

　や ってみて，意外 で したが，ガバナンスについては，今までは設置形態で差が大 きい と

思っていたのですが，それ よ りも組織 レベルの方 がはるかに大きな影響を及ぼす とい うこ

とです。

　例 えば，今後 の大学運営でどのア クター を強化す るか とい う設問では，学長 レベル で見

ると，設置形態 に関係な く，ほ とん ど同 じ反応を します。資料 （ＣＯＥ研究 シ リーズ27）

の54ペ ージ と55ペ ージを見て下 さい。 これは大学運営に関するア クターを，設置者，政

府機関，大 学内官僚制 （理事会 ・経営協議会，学長 ・副学長），部局代表制 （評議会 ・全学

委員会 ・部局長），部局分権制 （教授会 ・学科長）に区分 して，どれを強化す るかを聞いた

ものです。

　 そ うす る と，学長 の場合 には教授会や学科長の位置づけの ところで少 し違いがあるもの

の，国立，公立，私 立で大体同 じよ うなL字 形の構造にな ります （図 １）。

　部局長の場合 には，公立部局長がち ょっとイ レギュラーな回答 をしています。地方 自治

体 ・政府省庁の力を強化す る方向が突 出 してお り，私立 と国立の部局長が， 自治体や学校

法人の力 よ りもむ しろ部局長や全学的委員会，評議会の全学的機 関を強化す る方向である

の と対照的です （図 ２）。

　 ところが学科長 になると設置形態に関係 な くほ とん ど変わ りませ ん （図 ３）。 学科長 レ

ベルでは研究教育 とい う業務特性が反応 し，設置形態に関係 な く規範行動 はほ とん ど同 じ

で，学長 も似ている といえます。公立大学の部局長の特異性 は，今 は設置者中心で上か ら

の改革が進んでいるので，部局長は学内合意で進 める見通 しを持ってお らず，設置者や外

部の力 に頼 るしかないとい う反応になっていると思いますが，各階層の意見分布はほ とん

ど同 じになっている と言 えます。

　大学運営の方 向一総論賛成,各 論反対

　次 に，各設置形態別 に，各階層が大学運営の方 向 として どのよ うな合意 を形成 してい る

かを見てみ ます。「戦略的研究の重視」，「個人研究の重視」， 「横断的な研究の重視」な どの

戦略 目標 と， リーダーである学長 ・部局長 の選出方法，教員人事や定数管理な どの権限に

ついて聞 くと，戦略 目標 については，国立だろ うが私立だろ うが，学長 だろ うが学科長だ
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ろ うがほぼ同 じ傾 向を示す わけです。 だいたいみんなイエス と言 うに決まっているよ うな

選択肢を並べているこ ともあ ります。

　ところが， 管理者 たちを どう選 出す るのか， 同僚的な レベル で運営 してい くのか， もっ

と官僚的な構造 に変えてい くのか とい うあた りでは違いが出ます。また，権限では，教員

定数 の全学的な管理 ，つま り，集権化で人事資源 を進 めてい くのか どうかは階層 によって

大 きな違いがあ ります。学長 の手に資源 の権限があれ ば，組織改革 を上か ら強行的に進 め

る力 が手に入 るわけです。 しか し，分 権化で行 く限 り，実際 には部局の論理でその総合 と

して大学が動 くわけなので，一般論 はよいが各論では組織全体の合意が難 しくな ります。

この点は，公私立も同 じ傾 向を示 します （図 ４～ ６）。

　しか し，国公私立並べてみる と，私立の場合 は，教員人事 の全学的な観点や教員定数の

全学的管理 とい う対立的な方向でも学科長 の ６割 は賛成 し，合意の レベルが高い といえま

す。一方，図 １～３で見た運営 の担い手についてい えば，並べてみる と私立が一番 同僚制

的 な自治が高い。教授会を強化す る方向は賛成が低いが，評議会や全学委員会な ど部局代

表制は80％ の学長が強化す る と述べてい ます。国立の学長は全学委員会の強化は50％ に

止 ま り，部局長 ・学科長は教員人事や 定数の全学集権化には40％ しか賛成 していない。つ

ま り経営的な企業の リーダーシ ップで学長な り トップが意思決定 してい くとい う構造では

な く，学長な ど集権的な リーダーシ ップ と部局代表制を併存 させている私立大学 の方が，

全学的な資源集 中に合意 が得 られていることが，この調査の中で分かってきま した。

　日本の大学運営については，教授会，教員 の参加が効率的な運営の対立軸 としてずっ と

意識 され て来ま した。2004年 に コーネル大学の高等教育研究センターが全米的な調査をも

とに出版 したEhrenberg編 著によるGoverning Academiaと い う本が あ ります。それ を読 ん

でみる と，1970年 と2001年 の比較調査で，ア メリカの高等教育機 関の1321を 対象 に，シ

ェア ド・ガバナンス （Shared Governance） が どの ぐらい進 んでいるか とい う調査研究を し

ています。

　見ると，2001年 の方が1970年 よ りも進んでいます。 アメ リカの大規模 な同様 の管理 の

研 究では，Victor Baldridge達 が1978年 に出版 したPolicy  Making and Effective Leadershipが

あ ります。 この研究では，シェア ド・ガバナンスが学生の参加 も含めて後退 しつつあると

警鐘 を発 していて，教授会による大学運営の参加 は後退期 に入ったといわれ ます が， この

Ehrenbergの 研究が唯一ではない と思 うものの，少な くともアメ リカでは この30年 間で も

シェア ド・ガバナ ンスがそれ な りの位置づ けにあるとい うことは確かです。そ うい う点で

い うと， 日本の学長 リー ダーシップ ・ガバナ ンス論 はバイアスのあるもの と言 えるか もし

れません。

 大学の類型 とシェア ド・ガバナンス

このBaldridgeの 研究 の中で， もう一つ指摘 されてい る大事なこ とがあ ります。部局分権

制や代表制，同僚制 といわれているものは,総 合大学でステータスの高い ところほ ど大学
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の自治， ファカルテ ィの決定権の拡大に前向きだ とい う結論 になっています。そこで，類

型別 でどの ようになってい るのかを調べてみま した1。

　それが Ｃ０Ｅシ リーズの中でい うと60ペ ー ジ以下ですが，意外なこ とに，国立大学の

ケー スではサンプル数 は少ないのですが， 日本の場合には総合大学ほ どむ しろ部局分権制

や部局代表制に否定的で，単科大学が同僚的原理 を志向 してい るとい うBaldridgeと 逆の

傾向になっています。 これが ちょっと不思議 なのですが，総合大学には もちろん 日本 の場

合 には旧帝大が入っているので， 旧帝大 と研究大学の学長が，学長 中心でや りたい とい う

反応 を示 してい るとい うこ とです。 これはちょっ とおか しいのだが，学長 リーダーシ ップ

の影響なのかと思 う。 にもかかわ らず，教員人事の全学的な実施 では集 中化は志向 してい

ませ ん

　ガバナンスの規定要因－ 規模 と類型

　ところで，類型論 をいろいろ と作ってや ってみたのですが，国立大学は総合大学aと し

て旧帝国大学，次のクラスの筑波，神戸のよ うな戦後できた総合研究大学，それか ら複合

大学は医学部 のある大学 とない大学に分け，その枠組 みに私立大学 と公 立大学 も全部 どれ

が どれ にあたるか と入れ込んだ類型化を しま した。

　しか し， どうもこの類型化が あま りうまく機能 していなかったよ うで，複合大学で見た

ときに，複合大学が全学的な集権制 を志向する とい う傾 向が出て しまい ま した。 どうもこ

れは規模 が関係 しているよ うです。私学が複合大学 に全部入って しまったので，大学の運

営について国立で比較的規模 の小 さい ところ と私学 の規模の大きい ところが形の上では複

合大学 として一緒になって しまい，私学の影響力に どうも圧倒 され て，全学集権制への志

向が 目立った ように感 じま した。これはちょっ と作 った類型がまずかったかも しれません。

３．大学組織の変容 一部局以外の周辺組織

　次に，部局 を越 えた周辺組織が どうなってい るか とい うことを調べ ま した。基本的に考

えていたのは先ほど言 ったよ うに，教育 ・研究 と学生指導 をフルセ ッ トでや るような学部

制度はこれか らセンターの方に分かれてい くのではないか とい うことで立ててみた調査項

目です。

　ただ，そ うであれ ば，ここは本当は今後 どうす るか とい うところをもっ と聞けばよかっ

たのですが，そこの設 問を十分 に立て られず，今 ある機能 についてプラスかマイナスか と

い うところで聞いたので， ドライ ビング として どちらの方 向に行 くか とい うことがあま り

1　総合大学
ａ （旧制帝国大学　 総合大学 ｂ 旧制大学を母体に含む総合大学。医学部を含む。私立大学

では，慶応大学，日本大学，東洋大学），複合大学 ａ （学部数2以 上で医学部のある大学。旧制大学を含
むか否かの違いだけでステータスの高い大学も含む），複合大学 ｂ （学部数2以 上で医学部のない大学），
複合大学 ｃ （旧制大学を母体に含む大学で，一橋大学，東京工業大学を含む。私立大学では中央大学，國學
院大學，駒澤大学など旧制大学で医学部を含まない大学を含む），単科大学 ａ（医学部を含む単科大学。
2 学部程度の医療系学部で構成 され る大学も含む），単科大学 ｂ （医学部以外の単科大学）
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シャープに出て来 ませ んで した。今の ところ言 える結論 は，各種のセ ンターの評価 として，

学長は とにか くセンターができた ことで満足 してよかった と評価 しますが，実際の機能で

見る と学科長 レベル では評判 が悪 く，あま り機能 していると見 られていない とい うことで

す。学生相談，全学教育，留学生支援の領域だけは学科長 レベルでもよく機能 していると

評価 されていますが，その他 の ＦＤ （ファカルティ ・デベ ロップメン ト）やア ドミッシ ョ

ン， キャ リア教育な どは，そんなには評価 されていませ ん。少な くとも特定の分野 を除い

ては，部局の構造を大 きく変える段階にはないのではないか とい うことが今の ところ言 え

るで しょ う。

　ただ，何回 も言 うよ うに，あま りその辺はシャープに絞れなかった。組織 の形を中心に

切って しまったものだか らうま く結論が出ていませ んが，い ろいろな訪問調査 した ところ

の経験 に大体合 っている感 じは します。

　機 関の組織 多様性戦略

　それか ら，最後の段階で気がついて幾つか訪問調査 を してお り，本 当は調査票の中に入

れ るべきなのだが入れ られなか った ところがあ ります。それ は何 か とい うと，機関内部の

組織多様性戦略です。機関内部の組織多様性戦略 とは，大学 の組織 を作 る ときには学部制

をど うす るか とか，教育 と研究の分離 をどうするか とい うことを問題 に立てて，それ を学

長調査，ない しは学部長調査 で聞 くとい うや り方 をと ります。最近の組織調査 で大きいも

のと して，金沢大学が文部科学省の委託研究 を受 けた教育組織の調査があ ります。あれは

基本的に学部調査で，学長 と学部調査で学部制の問題や教育研究の分離の問題 を聞いてい

ます。

　ところが，幾つかの大学のケースの中では，学部制は学部制 として維持 した上で，それ

と全 く別 に部局横断型の組織を別個に作って，そ こはそ こで部局 を越 えた ものをや ってい

るところがあ ります。全 く二重構造 になっているわけです。つま り，学長調査 で聞いても，

「部局制 を維持 してい るか」では 「部局制維持で，今後 も部局制維持」にな りますが，別

な組織形態 も置いてい るとい うのが このケースです。

 これは15ペ ージにちょっと書いたのですが，東北大学の先進医工学研 究機構や，東北

大学国際高等研究教育機構，東 工大イノベーシ ョン研究推進体，そ して，福井大学の生命

科学複合研究教育セ ンターは統合 によって医学部 と工学部 に基礎 を置 く融合型の研究をす

るとい うことで作った ところで，ちょっ とこれは特殊なのだが，その他はいずれ も帝国大

学の研究大学で， しか も少なか らず科学技術振興調整費の財源 を受けて作った開発的なシ

ステムをそのまま持続 させているタイプです。

　東北大学の場合 には，Ｃ０Ｅの担 当教員 が全学の教員 の大体 ６割 にあたる。まるごと全部

Ｃ０Ｅ 担 当教員 と言っていい。その ときに， Ｃ０Ｅ の強 さを生か して従来の縦割 りを越 えた

新 しい研究組織 を作 るとい うところで，先進 医工学研究機構や国際高等研究教育機構 を作

りま した。国際高等研究教育機構 とは何か とい うと，各部局にある大学院か ら優秀な人 を
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２～ ３人ずつ抜 き取って，そこに奨学金 を与えて，海外で学会発表や研究を させることを

含めた，学部横 断型のエ リー ト選抜の大学院です。 これでスーパー院生 を育てるとい う構

想です。先週そのシンポジウムがあ りま した。 だか ら，学部制か否かではな くて，学部制

で部局横断型の組織 を持 ってい る構造があ ります。

　これ に定員 をつ けてや っているのが北海道大学の創成科学共同研究機構で，北大の リサ

ーチキャンパスの北に， これ も科学技術振興調整費をつ けて，8階 建てのす ごい建物 を造

っています。 ここには教員 は全部で10人 ぐらい しかいない。基本的 に公募型 で，各大学

院で助教授でもいい，准教授で もいい，教授で もいいけれ ども，応募 して採用 された ら，

一人最低800万 とか
，3000～4000万 とい う莫大な金 を与えて，それで人 を雇い，５年 間の

年限をつけて 自由に研究 をさせ るとい う方式 になっています。研究者 を今 までの横並びの

中でや らせ るのではな く，引っこ抜いた選抜型の大 きな組織を作ってやってい くのです。

イ ンタビューに行 って， 「そんなふ うに育てて， どこかに行 って しまった らど うす るんだ」

と聞いた ところ，「どこかに行って もいいか ら，その ぐらいいいやつを育てる」とい うこと

で した。 ここも学部か どうか といえば，学部 は維持 している し，研究科 も維持 してい るの

だけれ ども，完全 にそれ と別個に並行 してやっています。

　同 じよ うなタイ プが，例えば東大の先端科学技術研究センターです。 ここは学部制 と学

際 ・融合型独立組織が並存 したよ うな タイプです。東工大のフロンテ ィア創造共同研究セ

ンターもこのタイプにあたる。 これ は横断型ではあ りませ ん。

　それか ら，学部制 を廃止 し，教員組織 と教育組織を分離 してや るとい うタイプがあ りま

す。今 は一番 ここにみんなの 目が行 って しまっています。筑波大学 が先駆的にや ったよ う

に，既存 の組織 を再編 して一律の構造 に して しまいますが，筑波のよ うな研究大学でこれ

をや ってい るタイプ と，九州のよ うなタイプ，福 島大学の よ うに学部増が認め られないの

で，既存学部 をつぶ して領域別 に再編 して理系を作った，窮余の選択 をした ところと両方

入 るので，同 じ枠組 みで見てよいか とい うところがあ ります。 この ことは，調査票 を作 っ

て送付 してか ら調査に行 こ うとい うことで訪問調査に行 ってだんだん分かって きた ことな

ので，本 当は もう少 し早 くや っていれ ば調査の中に組み込 めたのだが，動いているもの，

動態 を捕 まえなが ら調査票を作 るとい う枠組みが うまくいかなかったので，ちょっ と掘 り

下げ られ ませんで した。調査票 を作 る段階で動態 として どう組織 をつかむか とい うことが

一つ大変 な ところだった
。

　教員組織 問題

　唯一そ こら辺にチ ャ レンジ したのが ９章の 「組織改革の動向」 とい うところです。 この

組織改革の動向 とは何か とい うと，単純に今 どんな組織を持 ってい るのか，教育組織 と研

究組織 を分離 してや っているのか，研究組織 で作っているのか，学部全体の講座制なのか，

学科全体の大講座 か，小講座 か，部 門制かを聞いて，今は どうで，今後 どういう ものを希

望す るか とい うことを設置形態別，それか ら，学長 ，部局長，学科長 レベルに聞いた もの
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です。 これ は金沢大学 の調査 も同 じよ うに聞いていますが，そち らでは現状 と今後 につい

て聞いていない し，学科長 も対象 に入っていない。私 たちがやった調査では，今の組織形

態か ら次に望ま しい組織形態 を選 ぶかとい う話になるので，多分，現状 と動態 については

一番す っきりとした調査 になっていると思います。

　その結果，分かったのは，やは り現在 も今後 も研究組織に基づいて教育組織 を編成す る

とい うところが多数である とい う単純 なことで した。現在，研究組織 に基づいて教育組織

を作ってい るのは55％ で，今後 どうするか とい うところでも42％ で，一番多数 ではあ り

ます。ただ し，今のものがいいか とい うと，今 と同 じものを選んでいる ところは50％ 以下

である。逆 にいえば， どんな組織 をとっていても，組織を変 えたい とい う志向が どこの層

で もあると言えます。

　実 は多数で もない教育 と研究の分離

　特に全体の動向の中で は，国立大学長 の反応 が一番際立って面白い。120ペ ージの下の

表１ で，学長 に現在 の組織形態を聞いた ら，国立の場合 は71％ が教育組織 を研究組織 に基

づいて編成 しているとい うことで した。 そ して，今後 どうす るか とい うと，国立の学長の

場合は66％ が分離 したい と答 えています。 これ は公立の６ ％，私立の12％ と比べ ると明

らかに突出 した動きです。なぜそ こまで と思いますが，単純にいえば，機能的分化の とこ

ろ とも関係 があ りますが，世界的研 究拠点に大学 としてなっていきたい とい うことを，国

立大学の約７ 割が志向 していて，その有力な方策は， とにか く教育 と研究を分けて研 究に

特化 した教員 を作ってい くとい うことで，その戦略が異常な ぐらい表れて くるとい うこと

だ と推測 しています。

 では，今 ある組織 は一体 どうか とい うと，123ペ ージを見ていただきたいのですが，表

７が学長 も部局長 も学科長 も全部合計 したものです。今，教育 と研究を分離 している，つ

ま り筑波のよ うなタイプで，今後 も引き続き教育 ・研究を分離 してい くところは，45％ し

かない。ほかの ところは変えたい，元に戻 したい とい う答えになっていて，教育 と研究 を

分離 したか らとい ってそれほ どうま くいっている とい うことでもない とい うこ とが分か る

と思います。

　その理 由は，僕 らが訪問調査 に行 った ところでは横浜市大や岩手大学な ども教育 と研究

の分離組織 をこれか ら作 るところで，すでに分離 してい るところ で調査に行ったのは唯一

筑波大学だけなのです が，筑波は２ 回調査 に行 って，５ 組織 にいろい ろなインタビュー を

しま した。学長 ・副学長，研究科長，一般教員 にもインタビュー し，３ 層 にインタビュー

しま した。

　それで分かったのは，特に筑波の場合は教育 と研究の分離，教育組織 と研 究組織 を分 け

るとい うことについて見直 しの意識が強 く，法人化への移行時に大学院博士課程中心 に一

度再編成 し直す とい う学系廃止論 を出したのですが，学系廃止論 にもまた逆に反対論があ

って，一度中断 して，学群 を残 し，学系を残 し，大学院 を残 しとい う三つの組織の中で教
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員を どち らに も位置づ ける方向を模 索 しているとい うことで した。

 インタビュー して興味深かったのは，東京教育大学が筑波になるときに既 にあった組織

では，基本的に教育組織 と研究組織 を重ねた方が よかった，筑波ができた ときに新 しく作

った組織は分離 して も何 とな くうま く動いた とい うことで した。東京教育大学の文学部 ・

理学部 ・教育学部 は古典的伝統の学問を基礎に した組織なので，そ うい う学問体系の中で

い うと，や は り分 けて も，学系に してや って も，学系の中で実際に教員配置をす るときに

は学問の方によって採 る しかない。 それで，学系の ときに研究の組織で教員を採 り始 めた

ら，弊害が起 きたそ うです。学系のある研究 グループで研究成果が上がる とい うことで，

同 じよ うな研究 グループの人間ばか りをその業績 に合わせて採 り始め，その結果， ある学

系の中の教員 の構造が同 じよ うなタイプの研究者，同 じ領域 の研究者がそろってきたので，

今度 は教育プ ログラムを提供する ときに支障が出てきた とい うことで した。

　研究の業績 とい うか論文をた くさん書 くためには同 じタイプの人間をた くさん集 めれば

いい とい う単純なことで，確かに業績はきちん と出るのだが，教育プ ログラムは履行でき

ない。そ うす ると，教育分野の単位 で教員組織 の編成 をす るのか，研 究組織です るか とい

う両方のジ レンマが あるときに，や は り教育組織の方 で組 まない と駄 目だ とい う結論 にな

ってきた とい うことです。大学院博士課程 をベー スに教員組織を組む とい う方策はそこか

ら出てきた ようです。

　発足時に 「教育 と研究の分離」 を新機軸 としたので，筑波大学は発足時 に大きな政府支

出が行われ ました。教員数 も増 え，法人化による運営費交付金額で一 目瞭然 にな りま した。

筑波 は同規模の大学に比べ ると交付金の比率 が高いのです。その点か らいえば，学系制度

を廃止す ることには難 しか しさもあるようです。 しか し，実態は30年 たって，通常の大

学の形 に回帰 しつつあるといえるか もしれません。

　ですか ら，教育 ・研究 を分離 しても，それ を引 き続 き維持するとい う人が半分以下 とい

うのは，教育 と研究 とい う基本的活動を反映 した組織構造 が求め られ るとい うことだ と思

います。

　ただ し，では小講座や部門制でいいか とい うと，それ も少数です。要す るに，教育組織

の原理 については決定打がない とい うことで，それ以上，今の ところ私 は言い ようが あ り

ません。類型や専門分野など，先ほ ど言った ようには じめか ら教 育 と研究 を分離 して学際

融合でやれば うま くい くが，既 に動いている ところでそれ を作 り替 えてや って もうま くい

かない とか，それ こそ大学 の文化 と伝統に よって多様性が あるとい うことは確かです。一

つはっき りしてい るのは，教育 と研 究の分離が うま くい くとい うことへの過信があるので

はないか とい うことです。

４．システム全体の移行理論

　それか ら，次は Ｃ０Ｅ シ リーズの報告書の中にはあ りませんが， このよ うに組織の変容
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の問題 を調査 ・検討 して組み立てて，出てきたのは， これ らのパーツの部分 を組み立てて

組織変容する とい うときに，高等教育の機 関 レベルではな く，システム全体の移行の構造

をどう説明す るか とい う理論が，なかなか見つか らな くて困 りま した。 これ はセンター組

織の移行の論理を どう考えてい くか とい うこ との伏線 になってきます。いまの ところ， ト

ロウ ・モデル しかない， トロウとクラー クしかない とい うのが 日本の高等教育研究ではな

い か と思 うのですが， あらた めて読 んでみ ると，ユニバーサル化の制度移行 の論理 は，本

当に トロ ウ ・モデルが正 しいのか とい う疑問に突き当た ります。簡単にい うと， トロウの

理論 とは，高等教育システムが一元的に発展 し，アメ リカのシステムに移行す るとい うも

のです。エ リー トーマス ーユニバーサル と移行 し，ユニバーサル段階に一番適合 している

のはアメ リカだか ら，アメ リカにな るとい う話です。

　多分，歴史学では どんな組織論であって も， こ うい う理論はない と思います。唯一あっ

たのが史的唯物論の社会の発展段階論ですが，その顛末は ご承知の通 りです。 また，会社

であれなんであれ，大学以外の組織が各国の多様性 を越 えて一元的になるとい う主張がほ

かにあるのか，非常に疑問になってきます。

 天野郁夫先生が，トロウには段階移行論がない と20年 前 に指摘 していますが，その後，

議論があ りません。それか ら，そ もそ も トロウのよ うな組織変動論が，アメ リカの組織論

の中で どう位置づいてい るか とい うことで，いろいろ調べてみま した。そ うす ると，社会

学の中での制度論が非常に重要な ことが分かって きま した。今，僕 らは市場経済，市場主

義の中での組織変動 とい うか，市場的高等教育論に悩 まされ ていますが，新古典派 の経済

学は20世 紀の前半 ごろか ら次第 に展開 してきて，新古典派経済学 の組織論に対 して，制

度主義が50年 以上論争を繰 り広 げています。

 つ ま り，市場主義の古典派理論 では，組織 は要 らないのです。基本的 に個人規模 で全部

動いてい くので，制度や組織 は要 らない。

 では，なぜ企業 とい うものは必要なのか。単純 にい えば，市場 があれ ば企業は要 らない

わけである。個人が雇用者 と１対１ で労働力を売買す る関係 でも動いてい く。 しか し，み

んな企業に雇 われて，企業組織を作 って経済活動 を営んでいる。 それは新古典派の経済学

では説明できない。そ こで，経済学で も，社会学でも，経営学でも，組織 とい うもの，制

度 とい うものを どう位置づけるか とい うことで，新古典派経済学 に対す るアンチテーゼの

系譜がずっ とある。ホジソンのいわゆる制度派経済学 もその大 きな流れです。それか ら，

スタンフォー ド大学の社会学のスコ ットの， 日本語で 『制度 と組織』 として10年 前に訳

されたInstitutions and Organizationsは ，第 ３版 まで出ています。

　これな どは経済学，経営学， 社会学における新古典派 に対抗 した制度研究 の系譜を うま

く説明 していて，私はこれ で 目が洗われた ところがあ ります。 このスコ ットの制度形態 の

組織論 は，個 々の企業の ような個別 的な組織か ら，その組織が集まって同 じよ うな組織 を

構成する組織個体群，それか ら教育システムの よ うな もっ と大きな部分の組織を組織 フィ
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ール ドと階層 に分 けて
，それが どのよ うに変化 してい くか とい う検討，分析 を しています。

　しか し，スコ ッ トの文献の中には， トロウの引用は出てこない。なぜ トロウが出て こな

いのかと思って，国際的な社会学事典，ブラ ックウェル のエンサイクロペデ ィアや， もう

一つ ポルガ ッタの社会学事典
，これ も東北大学の中で文学部 に しかないので調べ に行きま

したが， トロウは載 っていません。つ ま り，単純にい うと，アメ リカ社会学の中では トロ

ウの組織変動論 は位置付いていないのではないか。彼 の文献で引用 され てい るのは，唯一，

ユ ニオンに関す るものだけで した。天野先生がアメ リカにいた ときには， トロウが高等教

育研究の第一人者だった とい うことで，それ はそ うで しょうが，社会学的な組織の変動理

論 として どのよ うな位 置を占めているのか，検討の余地はあろ うか と思います。

　実証的な組織変動論

　もっと調べ なけれ ばいけませんが，少 な くとも東大出版会 で出版 されてい る トロウの翻

訳論文は，注 も何 もあ りませ ん。読んで分 かると思いますが， こ うい うふ うに変容す る と

断定 されてい るのです。なぜ変容す るのか とか，その変容の根拠は何か とか，変容 した結

果 こ うなった とか とい う事例研究 もなく，包括的に教義の ごとく書かれてい るだけで，実

は論証がない。ただ， トロウ論文の引用 は圧倒的 に多い。 われわれ も使 うし，中国の人 も

使 うし，いろい ろな研 究者 も使 うのだが，後進 国の人間が 自国の発展を説明す るときに使

うには便利 だが，組織変動論 としてプ ロセ スを説明 してい る訳ではない。

　大体 トロウの言 うよ うに， もし高等教育システムが変わってくるとす る と，高等教育 シ

ステムは社会 のサブシステムだか ら，雇用 システムの影響 によって高等教育システムが変

わるのだった ら，雇用 システムの構造が違 えば当然高等教育システムの内容 は違 って くる。

雇用 システムが全 く違 う中で，なぜ高等教育 システムだけ同 じよ うにマスーユニバーサル

と変化 して同 じものになるのか，その説 明がない。 そ うい う点 もあって， トロウ ・モデル

も検討 していかなければいけない。

　ただ し， トロウ ・モデルが持っている意味は，外的条件が変わって，学生の就学人 口が

変わっていけば，それ に伴って内部的な変化が必然的 に起 こるとい うテーゼ として非常に

有効 だとい うことです。その意味では一国 レベルの中で高等教育システムの同型化が必ず

進 んで，アメ リカ型 になるとい うテーゼ となっているわけです。 これ は先ほ ど言 ったホジ

ソン とかスコッ トのよ うな比較制度経済学，社会学，それか ら， 日本でいえば青木 昌彦 さ

んのよ うな比較制度経済学の方か ら見る と，同型化 は進 まない とい うコメン トになるので

はないで しょ うか。

　比較制度経済学か ら見 ると，各国のシステムは， ある意味で偶然的な ところ も含めて，

それが成 り立って くる歴史的な経路によって決まって くるので，外的環境が変 わって も同

じ方 向をた どらない。日本 とアメリカの企業が全 く違 うとい うのはそ うい うことなわけで，

なぜ変わ らないか とい うと，高等教育システムな り，システムの内部で持 っているさまざ

まなサブシステムが相互に補完 し合 っているので， ある ところだ け部分的 に変わ るわけに
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はいかない とい う構造があるか らです。

　それか ら，制度そのものが慣性 を持っているのでそ うは変わ らない。だ とす ると，制度

そのものが変化 してい く枠組み として変 わらない ことの説明 をむ しろきちん とした方が，

どうあった ら変わ るか とい うことが明確 にな るよ うな気が してい ます。

大学 の機能的分化

  ここで，機能的分化 をその枠組みで どの よ うに説 明できるか とい う点で，10章 の ところ

はRIHEの 村澤昌崇 さんがかな り頑 張って書いています。私 は， うまく論証のプ ロセスを

説明できないのですが，彼は統計分析の手法 を使 って書いています。COEシ リーズの10

章も彼 が書いたので，それ を読 んで くれ と言 うしかあ りませ ん。

　ただ，そ こで議論 したかった ことは，大学 の機能的分化 とい うことを大きな政策 として

述べて，お金によってそれを誘導 している， しか も機 能的分化の方向の中にはマス化，ユ

ニバーサル化 に対応 した さまざまなニー ズに対応 してそれぞれ の機能 があ り，それを大学

が選択す るとい う話 で，各大学が機能分化 をどうい う形で選んでい るか とい う点，任意 に

どうい う決定要 因で変わってい くのか とい うことが10章 のメー ンで した。

  現在 どうなってい るかとい う機能 は，10章 の中で書いているが，学長 も部局長 も学科長

もほ とん ど共通 しています。 これがす ごく面 白かった。 自己認識 はそんなにずれていない

のです。

  例えば130ペ ージの 「機能的分化 の実態 ：組織 レベル別」 とい うところですが，上 は現

状が こうであ り，下が これか らこ うな りたい とい うことです。世界的研究拠点になってい

る，なっていない とい う話でい くと，学長，部局長，学科長間でほ とん どずれがない。 自

己認識 は非常に一致 していて，今後 どうした らいいのか とい うのが下なのだが，それ はた

だそのまま膨れているだけである。つま り，みんなや りたい とい う構造になって しまって

いて，一体 これは何 なのだろ う，結局，今後 に対す る意気込みが，ただ表れているだけで

はないか とも受け取れます。

　大学類型別で見 ると，総合大学 ａは，今は世界的研究拠点 を果た している とい う認識 が

高 く， ７割 となっています。今後 は世界 の研究教育拠点 と社会連携機能 を重視す る とい う

ことで，複合大学は地域密着型の研究拠点 を割 と志向 しています。単科大学 ａは高度 専門

職業人を養成す るとい う認識 を持 ってい るとい うように，類型的には若干分かれています。

　ただ， こうい う組織変容の結果 ， どの ように機能分化 しているか とい うことの要因は，

結論 から言 うと， これ は世界性 とか，そ うい うところになってい くとい うプロセスは，設

置年 と地理の要因が大 きく効 いて変 えがたい。そ こが一番大 きな要因 として効いていて，

 人事 などはその従属変動で全部説明できてい くとい う結論 になっています。要す るに，伝

統や歴史が各大学の戦略 を規定 してい る訳で，選択 の余地がない ともいえる。

  ただ し，機能選択には人事が比較的強 く影響 している。 これは葛城 さんにやって もらっ

たところで，教員人事 のポ リシー として教員 の能力 として期待 していることを聞いて，そ
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れ を設置形態や学科長，部局長 とい う類型 で見た ところ，人事の点で一番違いがあるのは，

総合大学で世界研究拠点 になる とい うところだけが国際的な研究 を志向 していて，あとは

ほとんど差がない ことがわかった。別な表現 をすれ ば，機能分化 を大学が していても，教

員人事 としては研究ができる人 をまず採 るとい う構造 になっていて，機能分化 を支 える教

員人事政策 はとられていない。

　これはなぜなのか とい うことが一つ問題 だ と思 うが，私 の解釈 としては，各大学や部局

や学科長 として人事をす るときには，やは り一番 可変性 のある人間を採 りたい。つま り，

多能工 として教員を採 るときには研 究が一番いい，地域貢献などで見 るとそれ以外に使 え

ないが，研究で採っておけば時間をかけて地域貢献 をさせた りもできる。つま り，多能工

として教員 を見 ると，研 究中心 とい うところで実際は採用す る志向になっているのではな

いか と考 えています。

５．大学組織研究の課題

 も う時間が来たので， 自分でもよく分か らない部分 は飛ば して，まとめを言 うと，繰 り

返 しになるが，要す るに組織変容 は各要素が各 レベルで異なった反応 を引き起 こしなが ら，

相互に葛藤 をもって全体 としての変容を引き起 こす複雑系 としての長期プ ロセス と考 えら

れます。学科長，部局長，学長の レベル で志 向性が違 うと，お互いに対立 しなが ら，場合

によっては学科長，部局長の力が強 けれ ば，学長の首 をす げ替えて選択できるわけだ し，

逆に経営協議会のよ うな ところが強 けれ ば，学科長，部局長の意図 とは全 く違 う学長 を持

って くることで組織変容 を促す ことができる。だか ら，そこら辺 の力学が どう働 くか とい

うことをかな り長期的に観察 しない と，組織変容 が どうなるかは言 えない とい うところで，

ちょっと複雑系 としてその関係を どう見るか とい うこ とも今後捕捉できる方法が必要だ と

思います。

　それか ら，理論的アプ ローチ としては， トロウの単直線的移行モデルの再吟味が必要で

はないで しょ うか。い ろいろな要素や圧力要因が分かって も，その結果 どう動いてい くか

とい う一般論 のモデルはないので，単直線的移行モデル を少 し変えた もの としてや ってい

かなけれ ばいけないのではないで しょうか。

　トロウは歴史研究 としてやっています。しか し，歴史比較アプ ローチでや ろ うとす る と，

日本の歴史の中に組織変容のケースは非常に見つ けに くい。 日本 の大学の歴史は100年 以

上 あるが，一番大きかった変化 は基本的に政治的要因によるものだ と思い ます。つ ま り，

戦後 改革の ように占領政策が入ってきてころっ と変えるとい う政治的要因以外に，大学 の

組織 が長期 にわたって変容 してきたケースは見あた らない。

　例えば ドイ ツの大学が研 究志向でインスティテュー シ ョンを作 ってやった とか，それ を

アメ リカが導入 して大学院になった とい うようなプ ロセスの長期変動 のケースが見つけに

くいので， 日本の歴史の中か らは トロウ ・モデルに代わ る移行 プロセ スを具体的に説 明 し
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てい くフィール ドがなかなかない。 これ はち ょっと困 るところだ と思います。

　 ここでは，む しろアメ リカのケース よりも ドイツ， ヨー ロッパの方の比較 アプ ローチで

現時点まで含めて調べれば， どうい う要因で変わってい くかが見えるかも しれ ませ ん。な

ぜか とい うと，特 に ドイツの方が面白い と思いますが， ドイツは 日本 と同 じとは言わない

ものの，やは り講座制でかな り固い教育 と研 究の連動 システムを置いていて,こ れが今，

ようや く変わ り始 めています。その変わ るプロセスの中で， どうい う要因で変わっていく

か とい うことの説 明が有益かも しれ ませ ん。

　逆にい えば， トロウ ・モデル はどこまで ヨー ロッパのシステ ム変容 を説明 してい るのか

とい うところの情報が欲 しいのです。 トロウ ・モデルは，高等教育の構造 を変 えなけれ ば

いけない とい う主張に伴 って引用 され ることが多い。実証研究 として ヨー ロッパの組織変

化の研 究が どうなってい るか とい うことが，も う少 し情報 として欲 しい と思 う。

　 それか ら，ケーススタディ として筑波は非常に面 白かったので， 組織改組 を した大学の

追跡調査が非常に重要ではないか と思います。ただ， 筑波 も５年 間で ２回行って， その前

にも １回行 っているが， いろいろな人に聞かない となかなか掘 り下げられ ない。関連す る

情報 などが集まって こない とケーススタディが掘 り下げ られ ないので， これ も時間 をかけ

て定点的にや るフィール ドを どこに作 るか とい うことが非常に大事で， これ も少 しグルー

プ的な研 究が必要ではないで しょ うか。

　 また， 教員人事が ど う変わるかが， 組織変容を支 える中核課題 で しょ う。教員がいるこ

とで活動 して卒業生 を出 してい くと，そ こにいる教員は今あ る組織の構造 を維持す るよ う

に しか動かない。そ うでない とや りに くいか らである。そんなに不安定にころころ組織 を

変えていた ら仕事が成 り立たないので， やは りど うして も組織を変える人事 をす るのか，

組織 を維持する人事 をす るのか とい う教員人事の ところに一番 ク リアに組織 の問題 が出て

くるよ うな気が します。

　 この ときに多能工的な教員 を採 ってい くのか， 分業化 した コス トに合 った教員を採 るの

か， それか ら，採用 は多能工であって も， 中で配置転換や昇進で分業化す るか どうかでだ

いぶ変わって くるので，昇進の実態な どもつかみたい。 ここでも一応昇進の原理について

も聞いてい るのです が， 一般論で聞いて しまってい るので具体性 が乏 しい。 ただ， 各大学

で人事 をす るときに どうい う原理， 方法を とってい くか とい うことについてはある程度素

描ができてい るので， これ も機会があれ ばも う少 しや る必要 があるだろ う。何 とな く雑駁

な話になったが， 以上です。
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大 学 に お け るIRの 組 織 的 機 能 とデ ー タ に 基 づ く教 育 改 善 シ ス テ ム

　　　　　　　　 －諸 外 国 の 先 駆 的 な 事 例 を 手 が か り に －

　　　　　 鳥居　朋子 （鹿児島大学）

　本 日の報告 「大学 におけるIRの 組織的機能 とデー タに基づ く教育改善システム」は、

平成18年 度 －19年 度 の科研費 （基盤C） による 「大学のカ リキュラム開発 とイ ンステ ィ

チ ュー ショナル ・リサーチの有機 的連携 に関す る研究」の成果の一部です。 とくに、アメ

リカ とオース トラ リアの先駆的事例 を手がか りに、IRの 実態 とそれに基づ く教育改善のシ

ステムについて報告 させていただきます。 （以下スライ ド併用）

　全体 の流れ としては、はじめに、IRと 教育改善の関係 をどう見 るか とい う問題意識 をふ

まえ、ア メ リカにお ける先駆的な取 り組 み として、 ニュー ヨーク州 立大学 アルバニー校

（SUNYア ルバニー）とワシン トン大学シア トル校 （UWシ ア トル）の事例報告 を します。

その後、アメ リカとは特色が異な るオース トラリアに視点を移 し、シ ドニー大学のIRに

注 目します。最後に、そ こか ら得 られた示唆を何点かまとめたい と思います。

日本 の大学における教育改善の取 り組み状況

　アメ リカの事例報告 に入 る前 に、現在 の 日本 の大学における教育改善の取 り組み状況を

少 しみてお きたい と思います。まず、授業評価 アンケー ト等 の普及 と教育改善にかかわ る

問題 です。授業評価ア ンケー トに関 しては90％ を超 える大学で実施 されています。ただ し、

得 られたデー タをどのよ うに次 の改善 につなげてい くのか とい うところで留まっている状

況が多 くの大学で見受け られ ます。 また、 国の高等教育政策 の主導 により、教育GP等 の

プ ログラムベースの競争的資金配分がな されてお り、各大学 はそれ を獲得す るのに躍起に

な っています。認証評価、法人評価 な ど外 か らの圧力 も各大 学に及んで きてお り、その一

方で、保護者等 を含 めた公に対す るアカ ウンタビリティの要請 も強まってきているのが現

状です。

　そ うした状況 をみる と、 日本の大学では大学教育の質的向上を意図 した根拠データに基

づ く改善の仕組みが、欧米諸国 に比べて未成熟な現実が浮かび上がってきます。それ は、

言い換 えれ ば現状分析 のためのデータの収集、デー タの分析 と次期計画への反映、継続的

な評価 とい った、マネジメン トの分野では定着 してい るPDCAサ イクル に即 した改善シス

テムを大学で どのよ うに創出す るか といった課題 です。

　本報告では、アメ リカ とオース トラリアにお ける大学のイ ンステ ィチューシ ョナル ・リ
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サーチ （lnstitutional Research： 機 関調査）の専門部署が核 とな り教育成果の測定に挑戦

してい るケースに注 目します。とくに教育効果の測定 に実績のある三つの大学 におけるIR

の機能 と、それが支 える教育改善のシステ ムの現状 と課題 について検討 したい。特に注 目

す る点は、各大学のマネ ジメン ト体制、教育改善のシステムの特質、IR部 門お よびFDと

いわれ るセンターの課題です。

IRと は

　 IRと は何で しょうか。簡潔 に言えば、高等教育機 関の計画立案や意思決定に有効なデー

タの収集、分析および報告を行 う組織活動です。1950年 代にアメ リカの大学で開発 され、

諸外国に普及 してきた経緯があ ります。現在は高等教育マネジメン トを支 える基本部 門に

成長 してお り、専門学協会 もあって非常に活発 に活動 を しています。アメ リカを中心 とす

るAIR (Association for Institutional Research)、 オース トラ リア、オセアニア、東南アジ

ア を含 む 諸 国 で 構 成 され て い るAAIR (Australasian Association for Institutional

 Research） 、 ヨ ー ロ ッパ 諸 国 で 構 成 され て い るEAIR (European Association for

 Institutioanl Research)と いった学協会 です。

　 では、なぜいまIRな ので しょ うか。 まず、機 関が外部評価 にどう対応するか、アクレ

デ ィテーシ ョンの対応 は どうす るか とい う局面で、デー タとい うものが非常に重視 されて

きています。それから、根拠データに基づいてアカ ウンタビリティを果 たす必要 もあ りま

す。何 よ りも、機 関の意思決定を強化す るために、デー タに基づ く意思決定の部分を強 く

す ることが必要にな ります。

　 ひ とくちにIRと いって も、網羅する領域 は非常 に広範 です。ス ライ ドに乗せ た項 目は

2007年 のAIRの 年次大会で出ていた領域 を一覧化 した ものです。例えば、学生の経験、

学習お よび成果 の測定、カ リキュラムお よび教育 プログラムの開発 、高等教育 の政策課題 、

アカ ウンタ ビリティ、それか らきわめて実践的な問題 として、IRの 実践 と理論、手法、技

術 、ツール、倫理等々、そ して機関マネ ジメン トとい う領域がカバー されています。

　 とくにアメ リカの場合 は、エ ンロール メン ト・マネ ジメン トとい って、部局 における学

生数 （在籍者数） に応 じた資金配分が徹底 して行 われているケー スが多いです。 そ うした

ことへの対応 として、データに基づ く教育改善が より強 く要請 されているとい った構図が

指摘で きます。

米国州立大学 の資源配分 と大学業績評価の リンク

　 ここで一つ押 さえてお きたい ことが らがあ ります。 これは、山口大学の吉田香奈氏の研

究に基づいていますが、アメ リカの州政府に よる州 立大学の資金配分 と大学業績評価の接

合 フ レームが大きく分 けて四つに分類 される とい う研 究結果があ ります（吉 田，2007）。①の
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パフォーマ ンス ・ファンディングは、評価結果 を州交付金 の配分 と直接的に リンク させ る

方式である。評価結果 に基づいて自動的に配分額 を算定 している。②のパフォーマ ンス ・

バジェッテ ィングは、評価結果 を次期 の予算編成過程で一要素 として考慮す る方式 で、評

価 と資金配分は緩やか に リンクす るものです。③が上記 ２種類の混合タイプで、評価に基

づいて交付金を算定 した後、追加額を審議する といった ものです。④ のパフォーマンス ・

レポーテ ィングは、評価結果を予算 とリンクさせず 、州の設定 した指標の達成状況 に関す

る報告書の作成 ・公 開が主要 となっています。いわば、① か ら④に行 くに したがって、評

価結果 と交付金算定のつなが りは緩や かになっていきます。 このフレー ムを頭の片隅 に置

いていただければ と思います。

SUNYア ルバニー

　SUNYア ルバ ニーは、大規模 な研究重点大学で、ニュー ヨー ク州の高等教育 システムの

中に位置付け られてい ます。注 目すべ きは、資金配分 と評価方法の接合方式であ り、SUNY

アルバニーの場合は、最 も リンクが密接 なパ フォーマンス ・ファンデ ィング方式 を採 って

います。データでは、学生数 が約 １万7000人 、10の 学術部局で構成 されていて、教員は

常勤職が約640名 、非常勤職が約300名 、事務職員は約3460名 となっています。同窓生

数が非常に多 く約13万5000人 お り、これは有力なステークホルダーの一つ と見な されて

います。

　SUNYア ルバ ニーの機関マネ ジメン トの特徴 としては、先 ほ どのパ フォーマンス ・ファ

ンデ ィング方式 と連 関 し、部局への分権 を原則 とす るマネジ メン ト方式 を採用 しています。

これは 「コンパ ク ト・プランニング」 といわれ る方式 で、学術あるいは管理行政の各部局

がそれぞれの監督者 との二者間協議 を経 て作成す る 「経営委託協定」のよ うなものです。

コンパク ト・プランニングは ミネ ソタ大学 などの比較的大規模な州立大学で採用 され てい

る方式です。コンパ ク トには、全学 レベルの戦略 目標 に照 らした最優 先の取 り組み、活動、

日程、成果、業績 目標 についての相互の合意事項が記 され ています。各部局はこの コンパ

ク トに即 して資金を配分 され、定め られ た期間内に成果 を出す ことが約束付け られていま

す。

　 こ うしたマネ ジメン ト方式を採用 してい るSUNYア ルバニーのIRは 、IRPE (Office of

 Institutional Research & Planning & Effectiveness)が 担 っています。具体的な業務 とし

ては、データベースの開発、州や連邦な どの外部機関への報告、大学の管理行政 に関す る

情報提供、機関内の意思決定への支援 （計画、予算管理、入 学生管理）政策分析 ・評価 ・

測定です。 そ して、先 ほどの コンパク ト ・プランニングに関係 して、各部局が毎年 コンパ

ク トを作成す ることをデータの整備や提供 、分析の側 面か ら支援 しています。 また、デー

-103-



タに基づいて、全米97の 同僚機 関 とのベ ンチマー クも実施 しています。

　 このIRPEが 開発 した 「アルバ ニ ー教育効 果測 定モデ ル」 （The Albany outcomes

 Assessment Model、 以下アルバニーモデル と略記）が非常に特徴的で、全米で も注 目され

ています。 これは、個人的特性 、大学での経験、学習成果、卒業後の成果 とい う４つの位

相 に分けて、大学教育の成果測定を行 うモデル主導の集団分析法です （スライ ド11枚 目）。

　 アルバニーモデル は、データに基づいた形成的評価を志向 してお り、学生の入学前の特

性 と大学での経験 とを関連付 けて とらえる効果測定 になっている。 学生の長期的変容を把

握す る手法 として、新入生調査 を基準値 とし、そ こか ら初年次生、２年次生、３年次生、４

年次生の経験調査 でプ ロセスを追って、最終的には卒業生調査 で中 ・長期的な成果 を見る

とい う形になっています。

　個々の調査 の具体的な内容ですが、個人的特性調査には、修学上の困難 を抱 えた学生 を

非常に早い時期 に特定する とい う目的があ ります。それは、大学の資源 を選択 して集 中す

ることに使 われてお り、困難 を抱えた学生を支援す るために、資源 の投入対象 を明確化す

るとい う意 図をもっています。同 じく ４年間 を通 じて成功を遂 げる学生が一体 どうい う人

物 なのか を明 らかに して、それ を学生たちにも広 く提供 し、 目指すべ きモデル像 を意識化

す ることを促 しています。細かい調査項 目に関 しては、拙稿 （鳥居，2007a） に掲載 されて

い ます。

　 この個人的特性調査は、本人 の特性だけではな く、両親 か らの影響、大学での学習への

熱意、大学が提供 している さまざまなサー ビスを学生 自身が どのよ うに受容 してい るか、

後期 中等教 育か ら高等教育に上が るときの進学準備状況が どのよ うなものかとい った、学

生個人の先天的な特性、後天的 な特性に接近するものです。大学が提供す る多様な機会に

対する学生の関心 を把握す る調査になっています。

　次の段階 では、大学での経験調査がな されます。 ここでは大学の取 り組み と教育成果の

関係 を把握す ることを 目的に、学生の心理構造 の経年的な変化 を分析 しています。特質的

なのは、アメ リカの大学で充実 してい る学生相談 （アカデ ミック ・ア ドバイジング ・サー

ビス）があ りますが、その現状把握がな されている点です。 また、評価文化を学生の中に

も広 く進展 させ る とい うの もね らいの一つだ といわれています。

　領域的には大きく三つ あ り、学習の統合が どのよ うにな されているか、社会的な統合が

学生の内面でどのよ うになされているか、も う一つは組織的 な統合が学生 にどの よ うに投

影 されているのか とい うことを見る とい うことが特徴である。

　アメ リカのい くつかの大学へ私が訪問 した経験 にそ くせ ば、 よく見受け られ る共通点 と

して、学生 自身 に自己の経験 を振 り返 らせて評価 させ る手法、いわゆる リフレクシ ョンの
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導入があ ります。 これ は、学習 したことや獲得 した ことを定着 させ る上できわめて有効だ

といわれています。

　つづいて、成果段階にな りますが、学習成果調査では次のよ うになっています。 まず学

習成果では、芸術文化 、科学的研究法、専門的能力が測定対象に相 当 します。社会性 とし

ては対人能力、それか ら、 このあた りがアメ リカ らしいな と思 うのですが、率直 さと寛容

さ、いかに 自立的な活動 を展 開 しているか とい うことも見ています。つま り、知的成長 と

人格的成長 の両面を把握 しよ うとしているわけです。 こうしたデータは、 リテンシ ョンや

入学生管理 の改善に活用 され ています。

　IRPEの スタッフにインタ ビュー した時、興味深い実話 を伺 ったこ とがあ ります。 こう

した根拠データで大学側 の仮説 を修正するこ とが可能だ とい うことで した。具体的な一例

を挙げると、当初、大学側は初年次の学生については社会的な統合、つ ま り、 さまざまな

レクリエーシ ョンやイ ンター ンシ ップ、社会的活動が学生たちの学習成果を促す とい う仮

説 を持 っていた らしいのです が、調査の結果、社会的な統合 が功 を奏 したのは ３年次や ４

年次の方で、初年次の学生は学習面での統合 に力 を入れた方が学習成果 も上がった とい う

ことで した。 さっそ く、その後 の計画に修正 を加 え られたよ うです。

　 こ うしたIRPEが 一括 して行 っている調査 とは別 に、学科 レベルでも学生の達成度の測

定 を実施 しています。各学科 では、学生の基礎力 、一般教育スキル 、人格的 ・社会的成長、

成熟度や満足度等々を調べ、あ とは専門分野に固有 な方法 （総合テス トやキャ ップス トー

ンな ど） を学科 ごとに選択 してい ます。なお、主専攻 （メジャー）にお ける学生の成績評

価は全学科 でやっていますが、それ以外の点は基本的には各学科 の判断で多様な評価方法

を選択 しています。大事な点は、学科間を比較 し序列化す ることを目的 と しない とい うこ

とで、学生の達成度の細 かな測定 に関 しては、それぞれの学科のデ ィシプ リンに即 した文

脈でや っているとい うことで した。

　 学科 レベルの教育改善の取 り組みは、こ うした調査で得たデー タを活用 し、学科 ごとに

教育改善の方策を固めて進め られています。例えば、カ リキュラムの改善や教授方法 （テ

ィーチ ング）の改善や、専攻領域 に関す る助言サー ビスの充実な どに活か されています。

さまざまな学科 の教育改善が展開 されています が、いかに して学習 コミュニテ ィを形成 し

てい くのかが学科 を超 えた共通の課題 になってい ます。端的にま とめると、SUNYア ルバ

ニーではIRPEに よる中央 レベルの学生の集団調査 と、各学科 レベルの個 々の学生の達成

度調査 によるデータの参照が組み合わ されているといえます。

データに基づ く教育改善にお ける三つの機能 の連携
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　 ところで、本科研 の研究では、データに基づ く教 育改善のフレーム ワー クを検討 してい

たのですが、そもそもIRの 機能 （データ収集 ・分析 ・報告）だけでは不十分であ り、IR

に加 えて 「計画お よび評価」、 「教職員の資質向上 （FD）」の機能 との連携が不可欠ではな

いか とい う仮説 を立てま した。具体的 には、IRの データを活用す るうえで、教職員に学習

への理解 を深め させ 、教授法や助言指導等のスキル を向上 させ ることが重要なのではない

か とい うことです。 そう した連携 を形成す る うえで、教職員の資質向上のための組織的な

プログラム開発 と提供 による支援 が組織的に要請 され るのではないか と考 えま した。

　 この 「教職員の資質向上」の部分がSUNYア ルバニーでは どうなっているか といいます

と、主に担 っているのはCETL （Center for Excellence in Teaching ＆ Learning） とい う

部 門です。CETLで は教職員や大学院生TAの 専門性開発や授業支援 を行 っています が、

非常に小規模なセ ンターで、調査時はフルタイムのスタ ッフが ５～６名で した。そのため、

対面型の研修会や ワー クシ ョップは人手がかかるのであま り実施せず 、ITを 活用 したオン

ラインの授業支援 ツールや ウェブによる情報提供に重点が置かれ ていま した。

　一方で、「計画および評価」の機能 は、Director of Program Review ＆ Assessmentの 担

当スタッフが専任で配置 され てお り、個 々の部局が コンパク ト （経営委託協定） に照 らし

て効果 を測定 し、自己評価報告書等 を作成す る作業を支援 しています。学生の学習成果や

教育プログラムの評価 に関す る相談に応 じる際は、IRPEで 集約 されたデー タに基づ く助

言を提供 しています。

　 これ を、きわめて簡単な図ですが概念的に表す とこ うな ります （スライ ド20枚 目）。デ

ータ収集 、分析 、報告 といった 「IR」の部分 と、 「計画お よび評価」、「教職員の資質向上」

の三つの機能がお互いに連携 し合つて、最終的に学科 における教育改善を底上げ している

とい うのがアルバニーにおける教育改善システムの概念図にな ります。

　 ただ し、この連携システムにも課題はあ り、SUNYア ル バニーの場合は、「IR」と 「計

画お よび評価」は割 と密着 してい るのですが、この二者 と 「教職員の資質 向上」 をつなげ

る環 が非常に弱い。 ここをいかに堅牢にしてい くかが課題 であるとい うことで した。それ

か ら、国立大学や私立大学の一部 もそ うだ と思いますが、多様なデー タベースが学内に分

散 してお り、データの コー ドも違えばフォーマ ッ トも違 うとい うのが現状 か と思い ます。

それ らを一元化 して、いか に共通のデー タ ウェアハ ウスを構築 してい くか とい うことが

SUNYア ルバニーでも課題の一つで した。

　 小ま とめですが、SUNYア ルバニー における教育改善システ ムは、大学の多様 な教育的

活動が学生に与 える影響 を総合的な視点か ら追究 しています。それ か ら、集団分析の調査

と個人の達成度調査 とを組み合わせ た形成的な効果測 定の枠組みがきちん と運用 されてい
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る。マネ ジメン トに関 しては、分権化の下、デー タや情報は学科にお けるボ トムア ップの

教育改善の取 り組みに反 映 されてい る。各学科 において は、 自律的な教育改善を妨げず、

デー タに基づ く意思決定を奨励 してい る。そ して 「IR」、「計画および評価」、 「教職員の資

質向上」の三つ の機能の連携 により、学科の教育改善を促進 してい ることが特徴 である。

UWシ ア トル

　 つづいて、ワシ ン トン州 にあるUWシ ア トルの事例 に移 ります。 ここでも、 「IR」、 「計

画お よび評価」、 「教職員の資質向上」の三つの機能の連携 といったフ レームを使 って分析

を試 みたい と思います。

　 UWシ ア トル は、1860年 代に設立 され た大規模な州立総合大学ですが、州の資金配分

と評価の結果がパ フォーマンス ・レポーテ ィングの方式で結びついています。先ほ どのモ

デル でい うと、一番緩やかな④ の方式 に相 当 します。 この大学 も卓越 した研究活動を誇っ

てお り、学生規模 も４万人で非常に大 きい。 しか も、州 内外か ら優秀層 が就学 してお り、

卒業後 も大企業や研究職 に進む学生を多 く輩 出 してい ます。地元には、マイ クロソフ ト社

等の世界的企業があ り、そ うした企業 に人材 を供給 しています。

　 機関マネジメン トは、SUNYア ルバニー と同 じく極めて分権化 します。 しか し、UWシ

ア トルでのヒア リングでは、 どなたに聞いても、コンパ ク ト・プランニングとい うものは

耳に したこ とがない とおっ しゃっていま した。管見の限 り、UWシ ア トルではコンパ ク ト

は採用 していないのではないか と思われます。同時に、部局間が非常に緩やかに連結 して

い る構成 になってお り、きちん とした体系図や相 関図を描 くことが困難だ とのことで した。

　 類似 した同僚機関 としては、 ミシガン州アナーバー にあるミシガン大学で、ある意味で

非常に 「私学的」な州立大学だ といわれ ています。所有権 においては州に従属す るが、統

制お よび財政面では実質的な部分 で自立 している大学 とい うタイプです。地元の大企 業や

層 の厚 い卒業生か らの多額 の寄付金 も得 ています。教育評価 に関 していえば、UWシ ア ト

ル の場合は、1989年 にワシン トン州政府 がすべての高等教育機 関に教育評価 を義務化 した

経緯があ ります。当時か らUWシ ア トル では教育評価 に対 して本格的な実施がな されてい

ま した。

　 UWシ ア トルでは、 とくに学士課程教育 に焦点 を当てたIR部 門を設置 してい るこ とが

特徴的です。 これはOEA （Office of Educational Assessment） とい う部門で、学士課程

担当の副学事長 の系統に位置付 けられています。OEAの ミッシ ョンは、学士課程の教授学

習 に関する評価 、教育プ ログラムやサー ビスの評価 と支援 による教育実践の改善 とい うも

のです。OEAの サー ビスの四つの柱 は、教育に関する各種調査、授業評価、成績の得点集

計 、試験実施 で、煩雑なデータの集計作業 を請け負 ってい るオフィスだ といえます。なお、
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全学規模のデータベースを開発 した り、基本的なデー タを集約 した りす るようなオフィス

は、OIS （Office of lnstitutional Studies） とい う部門が別 にあるのですが、ここは特段、

教育評価や学士課程教育には焦点を当てずに、一般的なデータを集めてい る部署です。OIS

で開発 したデー タベース を、OEAが 共通利用 しています。

　 このOEAの 主なサー ビス対象は、UWシ ア トル の中でも最大規模 とされ る部局の文理

学部 です。文理学部は40学 科 を抱 えてお り、約 ２万3000人 の学生、約940人 の教職員 、

年間約6,000科 目を運営 しています。OEAは 、文理学部の ミッシ ョンおよび学習 目標に照

らした成果測定、各種調査 の企画実施 ・プログラム評価を実施 してお り、具体的にはポー

トフォ リオ評価、フォーカスグループ ・イ ンタ ビュー、小 ・中 ・大規模調査、 目標お よび

成果の開発等 を行っています。

　 OEAの カ リキュラム改善に向けた評価活動は、ワシン トン州が評価 を義務付けてい るた

め、各専攻 レベルで 自己評価 を隔年で実施 してい ます。まず 、学習 目標 を専攻 ごとに明確

化 し、学習成果 の評価方法を決 め、カ リキュラム評価および改訂の状況 を精査 し、次期課

題等を挙げる といった流れで、PDCAサ イクル に即 して自己評価 を行っています。

　 この学習 目標お よび評価方法 の開発 に関す る部局への支援 もOEAは 行 っていますが、

とりわけ 目標 （プラン）の部分 と成果測定 （チ ェック）の開発に支援 の重点を定めていま

す。 目標が うま く設 定できない、成果測定が うまくいかない といった困難 を抱 えている学

部や学科 に協働す るとい う形でOEAの ス タッフが関与 しています。

　 文理学部 における学習成果 の測定は、学科によって多様な評価方法 を採用 してい る。あ

る学科ではキャップス トー ンを採用 した り、それ に準 じるプログラムで成果測定 してい る。

た とえば、卒業時点でいわゆる出 口調査を行 った り、インターンシップや実習科 目での評

価測定 をしてい る学科 もあ ります。

　 ただ、実際 には、明確 な学習 目標 の開発状況は学科によって非常に開きが出てい ます。

その中で 「ベス トプラクティス」 として挙げ られていたのが地理学科 の取 り組みです。地

理学科 はすべての科 目の学習 目標が既 に開発 されてお り、他 の学科 よりも進 んでいます が、

現在はカ リキュラム改訂を含む改善方策の提言が学科 レベルか らボ トムア ップの形 でな さ

れている とい うことで した。OEAと しては、こ ういった地理学科 が持っているカ リキュラ

ム開発のノウハ ウも含 めて、ほかの学科 を牽引す るよ うなモデル となることを期待 してい

るとい うことで した。

　 ここまでの簡単なま とめですが、UWシ ア トル のOEAを 中心 としたデータ に基づ く教

育改善 は、学習の成果測 定の前提 として、学習 目標の明確化 を重視 している とい うことが
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特徴だ とい えます。 これは 目標管理 の考え方 と非常に近 く、データに基づ く評価お よび改

善のPDCAサ イクルを学科 レベルで構築 している といえる。具体的な測定方法 については、

学科の意思や教員集団の当事者意識 を尊重 してい るので、OEAは そ こにはあま り干渉せず

に、あ くまでも相談に応 じるとい う形で協働 しています。

　教育改善システムの 「かなめ」 としてのOEAは 、学士課程学生の学業成績や授業等で

の学習成果に関す るデータの集積場であるといえます。学科 レベルの学習 目標 の設定や評

価 の方法 について俯瞰 して、現状分析を行い、いわばメタ評価の作業 をOEAは 手がけて

います。 もっ とも、文理学部だけがサー ビスの対象ではな く、評価 にかかわる全学の動 き

を伝達 し、学科 を超 えて情報 を共有す ることを積極的に推進 しています。

　 一方、 「教職員の資質向上」 との連携 はど うで しょうか。UWシ ア トル のFDは 、CIDR

 （Center for Institutional Development and Research） とい う全米的 にもFD活 動 で非

常に有名 なセンターが担っています。CIDRは 、教授 ・学習 の向上を 目的 に部 局や教員 を

支援 して、具体的には名古屋大学の高等教育研究セ ンターが提供 してい るよ うなプ ログラ

ムの提供 などの形でFDの 機会 を提供 しています。

　 CIDRはOEAと は指示系統が異なっていて、大学院担 当の学事長の系列 に位置付いて

います。その理由 としては、FDの 対象は一義的には教職員であ り、教員は主に大学院に

所属 しているため大学院担当の学事長系列 になってい るとい う説明で した。しか しなが ら、

OEAとCIDRの 業務 には、潜在的な重複が存在す る とい うことがすでに認識 され ていま

す。私が昨年 （2007年 ）調査 した時点では、まだ組織的な解消には至っていない とい うこ

とで した。現在 は各部門の管理職 クラスの協議 によって連携 を図っています。大規模 で非

常に緩やかに部局同士が結合 したUWシ ア トル独 自の課題 としては、機 関 としての業務 の

合理性の追求を図 るとともに、ホ リステ ィック （全体的）な視点に よる教育改善システム

の整備が挙 げられていま した。

米国の事例 に関するまとめ

　 ここで、わずかな数ではあ りますが、アメ リカの事例のま とめ としてSUNYア ルバニー

とUWシ ア トルのケースを見比べてみます。まず共通す る点は、学士課程 における学習経

験に関す る形成的評価 を二大学 ともきちん とやっていたこ とです。IRが 部局の 自主性 を尊

重 したデータ提供や改善策の立案 に関す る支援 を提供 していた点 も共通 していま した。な

おかつ、分権化 されたマネ ジメン ト体制 における課題 として、教育改善が部分最適に とど

ま らないユニバーシテ ィとしての教育の質的向上 をどう図るかが共通の課題 だ と認識 され

ます。

　 異なる点 もあ ります。教育改善システムを主導 して重点的 に機能 させ る場に関 しては、

各大学は独 自性 をもっていま した。SUNYア ルバニーの方では全学中枢組織であるIRPE
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が中心で した し、UWシ ア トルでは文理学部 とい う部局 の学士課程教育に非常に特化 した

業務 でOEAが 活発に活動 していたことが指摘 できます。

豪州 の高等教育政策 の動向

　つぎに、オース トラ リアにおける先駆的な取 り組み として、2006年11月 、2007年11

月の二度にわたって訪問 したシ ドニー大学についてみてい きます。

　オース トラ リアの高等教育政策の動向は非常に 日本 の状況 と似ていて、1990年 代 の高等

教育予算の削減 にともない、行政統制か ら市場統制への移行が抜本的に行われ ま した。そ

の結果、高等教育機 関は非常に厳 しい競争的環境 に置かれ てお り、学生獲得の競争 も激 し

くなっています。その中で活路を見いだ してい るのが留学生 の獲得です。 とくに東南 アジ

アやアジア諸国か らの留学生がターゲ ッ トです。 これが各高等教 育機 関の経営に とって重

要な課題 になってきています。

　ただ し、留学生 を多 く獲得する とい うことは、や は り言葉や文化 の違 い とい う問題 もあ

るため、教育の質を落 とさないよ うに しつつ、留学生を育成 しなけれ ばいけな くな ります。

あわせ て、現地 ではonshore（ 国内）、 offshore（海外）とい う言い方を しますが、オース ト

ラリア国内か ら進学 してきている学生たちの質的保証 も しなければいけません。そ こで、

教 育の質的保証 メカ ニズムの構 築が全豪 で進 め られています。その 中の一つが、AUQA

（Australian Universities Quality Agency： 豪州大学質機構）に よる機 関監査です。 さら

に、2006年 か ら新たに始まった政策動向 としては、Learning and Teaching Performance

 Fundと い う、教授 ・学習の成果 に基づ く資金配分の導入 があ ります。各大学の教授 ・学

習の成果に基づいて、一定の資金を提供す るとい うことが行 われています。 こ うした諸政

策が機関のマネジメン トに与えるイ ンパク トははか りしれません。以上の動 きにやや先駆

けて、1980年 代末か ら高等教育機 関にIR部 門や計画部門 の設置が増加 してい ます。

シ ドニー大学

　 シ ドニー大学はオース トラ リアで最 も古い非常に規模 が大きい大学です。機関の戦略計

画に即 した体系的な教授 ・学習の計画、執行が、大学の執行部 の強い リーダー シップの下

に行 われてい るとい うことが印象的 で した。シ ドニー大学ではIRが どの ように機能 して

いるので しょうか。特徴的な点 としては、IRとFDの 機能 を併せ持った部門が設置 されて

いることです。 私が訪問調査 したのはITL（lnstitute for Teaching and Learning） とい

う組織 であ り、「質が高 く革新的な教育 を支援する」とい う大学の戦略 目標 の達成に貢献す

る全学的組織です。

　 ポール ・ラムズデ ン（Paul Ramsden） とい う学習理論や教育調査で著名な研究者 がいます。

このラムズデンが、シ ドニー大学で副学長 に相 当する職 に就 いた ことを契機に、1999年 に

ITLが 誕生 しています。 ITL,は 、 IR機 能 として教授 ・学習に関す る調査の企画 ・設計、実
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施、データの集約、分析 を行 っています。 とくに課程 レベル、科 目レベル とい う二つの層

の学生の満足度調査 を実施 しています。また、FD機 能 としては体系的かつ段階的な研修

プ ログラムの企画 ・運営 を行 っています。

　段階的なFDプ ログラムの中で、基本編 とも言 うべき ものに大学にお ける教授 ・学習の

原理 と実践 プログラム とい う３日間の研修があ ります。2006年11月 に私 もオブザーバー

として参加 したのです が、このプ ログラムは、任 用条件 によってシ ドニー大学の新任教員

はすべて参加 しなければいけない とい う位置付けになっています。研修では、最新の教授 ・

学習に関す る研究知見の習得 、教育学研究に立脚 した教授 モデルや方法の習得 を ３日間で

み っち りやる とい う内容 になっています。 この基本プログラムか らもっ と先 に進みたい と

い う人 には道が開かれていて、高等教育 に関す る大学院 レベルの資格 コース （サーテ ィフ

ィケー ト・コース）、修 士学位お よび免状取得の課程、最 高位 としては博士学位取得 の課程

も提供 されています。

　基本プ ログラムが依拠す る理論モデル は一貫 しています。 これが3Pモ デル とい う学生

の学習モデルであ り、事前想 定（presage）、過程（process）、効果（products）の三つのPを つ

なげたものです。 も ともと3Pモ デル はBiggsの 構成的な配列の理論 モデル を範に適用 さ

れ ていますが、アルバニーの教育効果測定モデル とも構造が非常に似ています。具体的に

は、学生の学習における事前状況 、過程、成果の三つの位相 の関係 を図式化 したものです。

最初に、学生が どうい った前提 となる学習経験や理解 を持 っていたのか、各 コースや学部

にお ける学習の状況 は どの ようになっているのか といった ことを基準点 として押 さえます。

その後、学習の文脈や状況 に対す る学生 の理解 を測定 し、その過程 として学生の学習方法

に着 目します。 とくに、状況への学生の理解 （perception） に注 目し、そこに対す る教員

のはた らきかけを重視 しています。 あくまで も表面的な学習 に とどまってい るのか、ある

いは深い理解 を伴 う学習方法 を実行 しているのか どうか とい うことを明 らかにす る位相で

す。そ して、最終的には量的 ・質的に学習成果を高 めてい くことをめざ し、モデル に即 し

て さまざまなプログラムが設計 されています。詳 しくは、拙稿 （鳥居,2008） をご覧 くだ

さい。それか ら、先ほ どの課程 レベルや科 目レベル の学生満 足度の調査結果に基づ く改善

の意義が強調 されます。 こ うした ことが らを強調 しつつ、教員 の意識改革や、．デー タや情

報に基づ く教育改善をきちん と行 うとい う基盤形成 の場 としてFDプ ログラムが布置 され

ているといえます。

　 それでは、部局 レベルでは どの ように教育改善が展開 されてい るので しょうか。シ ドニ

ー大学での 「グッ ドプラクティス」 として獣医科学部が認知 されています。獣医科学部 は

非常に規模の小 さな部局ですが、教員の30％ 以上がすでにITLが 提供 している高等教育
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に関す る大学院 レベルの資格 コー スを修了 しています。また、3Pモ デルに依拠 した 「学識

に基づ く教授支援の戦略」モデル を自主的に開発 し、それ を学部内で実行 しています。 さ

らに、学生の教育満足度のデータの教育改善への積極的な活用 も行 っています。その結果、

2000年 前後は学生離れ が進み教育的にもあま り効果が上がっていなかった と評価 されて

いた獣 医科学部が、2005年 度の調査では学内 トップの総合満足度 を得 るまでに躍進 しま し

た。現在では質の維持が課題になってい るといいます。

　 2006年 の調査時点、シ ドニー大学全体 では、数部局において科 目レベルの学生の満足度

調査 は未実施で、全学的には開発途上だ とい う話 で した。 しか し、一年後 （2007年 ）に再

調査 した ときには、冒頭 で紹介 したLearning and Teaching Performance Fundと い う教

授 ・学習の成果 に基づ く資源配分の影響によ り、データを取っていない部局はない とい う

ぐらい追い詰め られてい る状況です。

　 簡単 にま とめます と、シ ドニー大学のデータに基づ く教育改善システムは、IRとFDの

機能を併せ持つITLを 中枢 に、教員 の意識改革、量的 ・質的なデータに基づ く教育改善を

一体的 に推進 していることが特徴的 とい えます
。 それか ら、機関の戦略計画 に即 した体系

的かつ段階的なFDの プログラムの提供がなされ ています。個々の教員は、学習に関する

原理や評価 の意義 に対す る理解 を深 めなが ら、各 自の専門領域の文脈で有効 な教授 ・学習

を追求 しています。

三事例 におけるIRの 組織的機能

　 アメ リカ とオース トラ リアの事例 をふまえて簡単にまとめます。ここで再び、IRと は組

織的に どのよ うな機能 を持つのか とい う問いですが、IRと は、計画の実行が初期の 目標に

照 らして どのよ うな結果や成果をもた らしたのか とい うことを、データや情報 で明 らかに

す るひ とつの営みだ といえるで しょ う。

　2008年1月5日 の 日本高等教育学会創立10周 年のシンポジウムを非常に興味深 くフロ

アか ら伺 っていたのです が、確か、「医師の処方箋にIRは なるのかな らないのか」 とい う

議論 があったと記憶 しています。非常に面白い とた とえですが、私の考 えでは、おそ らく

IRと い う機能 は直接的には 「処方箋」にはな らないのではないか と思います。 なぜ な ら、

それ は初期の 目標に照 らして どうい う結果や成果が もた らされたのか をデー タによって明

らか にす る営みであって、そこか ら先の、次期計画を どの ように描 くかはまた別の機能 に

よる営みになるのではないか と考 えるか らです。そ うした意味では、IR自 体に 「即効性」

があるのではな く、デー タを解釈 し次期計画の策定に反映す るこ とで、一応のマネジメン

トの環が完結す るのだ とい うことではないか と思います。

日本へ の示唆
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　 これまでの考察をもとに、 日本への示唆 を三点に整理 してみま した。一点 目は、教育改

善 システムに欠かせないIRの 幅広い機能 の うち、重点的な事項は機 関のマネジメン ト体

制や組機構成 によって決 められ るとい うことです。SUNYア ルバニーやUWシ ア トルの場

合は、背後 にある州政府 の資金 配分 と業績評価 の関係 のモデルが異なっていま したが、い

ずれ も、 トップダ ウンのみに頼 らない、部局主体の教 育改善の支援 が行われていま した。

シ ドニー大学の場合は、 トップダ ウンが強 く、戦略計画の一貫性が保たれ てお り、部局 に

おいても実行の徹底が進んでいた と思われます。そ うす ると、いわゆる部局 自治が強い と

いわれ る 日本の大学で、IR、 計画お よび評価 、教職員 の資質 向上の三つの機能 を機 関のど

こに、 どのよ うに配置す るか とい うのは、マネジメン ト体制 の問題 ともかかわって非常に

難 しい問題だ と思 っています。

　さらにいえば、IRに 携わる専門人材の養成や確保 を どうした らよいか。民間企業や統計

処理 を手がける企業か らのヘ ッ ドハ ンテ ィングによって人材 を据 える とい う構想 もあ りま

すが、大学の場合 はローカル な情報 （ミッシ ョン、学生、教職員、カ リキュラム、教育環

境な ど）に知悉 していることが特別 な意 味合いを持ってくると思います。IR自 体が萌芽的

な状態である 日本の現段階では、その大学の文脈を よく知る人間のなかか ら、IRの 機能や

計画お よび評価 の機能 を果 たせ る人材 を機 関内で養成す るとい うのが適 当だ と思います。

　 二点 目は、教育成果 を測定す る視点の転換です。 ここでみてきた大学は、「教育成果」

を直接測 るのではな く、教育 を経験 した学生の 「学習成果」 をいかに測 るか とい うよ うに

視点 を転換 して、各調査 に具体化 していた といえます。 とりわけ、SUNYア ルバニーでは

独 自のモデル を開発 し、学習成果 にかかわる量的評価 と質的評価 を組み合わせた形成的な

評価が実施 されてい ま したが、いずれ も基点 としての入学時の個人的特性デー タを重視 し

てい ることが特徴的で した。 それか ら、学生 自身 による学習の振 り返 りの機会、学士課程

の最終段階にお ける学習成果への注 目もな されていま した。

　 くわえて、 どうい ったデータを読むかですが、直接的な成果評価 （学習の到達度テス ト

やGPA等 ） と間接的 な成果評価 （学生の満足度調査等）の両方 をバ ランスよ く見ている

とい うことがいえます。 さらに、意外 に見落 とされがちな正課外活動 における成果 につい

て も、アメ リカの大学では非常に重視 され ていま した。 日本ではいま 「学士力」が何であ

るか とい うことも盛 んに議論 されていますが、発達段階でい う青年期に相 当す る学士課程

の学生の大学にお ける経験の総体を どのよ うに とらえてい くのか とい うこ とは大 きな課題

になると思います。

　三点 目は、教授 ・学習に関す る理論や最新の研究知見の提供母体 としてFD部 門が機能

していたとい うことです。 この点 にかかわって、私が名古屋 大学の高等教育研究センター

に在職 していた ときの 自分 自身 を振 り返って思 うのですが、 しっか りと理論 を究めて、そ
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れに基づいたプ ログラムを企画 していたか とい うと、やや甘い ところがあったか と思いま

す。研修プログラムの指導理念をFD部 門がきちん と吟味 し、部門自らの研究力量を向上

させ てい くとい うこと、理論 と実践 との往環の形成に主導性 を発揮す るこ とが大切 だ と気

づか されます。

　そ うした とき、 日本の大学においてデータや情報 に基づ く教育改善システムを構築す る

うえで、教員集 団の当事者意識を どの ように高め、自主的 な取 り組みを どう促進す るのか、

それ に対 してFD部 門は どうかかわっていった らいいのか とい うことは、FD部 門の ミッ

ションともかかわ る重要な論点だ と思います。

残 された研究課題

　 最後 に、今後の研究課題 についてですが、 これまでの事例検討 ではサ ンプルが少 ないた

め、オース トラ リアの他大学の状況 を調べてみたい と思います。また、アメリカに比べて

教員個 々人のアカデ ミックフリーダムが強い といわれ る欧州 の大学では、 どのよ うに機関

のマネジメン トとIRが 体制 を組まれ、組織的な教育改善システムが構築 され てい るのか

とい うのも興味深い点です。そのあた りも実証的に研 究 してみた く思います。

　 それか ら、これは重要な動きだ と思いますが、 日本の高等教育政策の動 向 と機関 におけ

るIRの 萌芽的実践 の検証 とい うものもそろそろできるのではないか と思っています。 と

いいますのは、 日本では現在、GP等 に代表 されるよ うな個別 のプロジェク トによる競争

的資金配分 を主流 とした公的資源 の分配方式が とられていますが、こ うした特徴 を持つ高

等教育政策 の下でい くつかの私立大学や 、国立大学の評価情報室等が非常に精力的 な活動

を しています。今後 はこうした国内の事例 にも注 目していきたい と思います。 とくに大手

私学を含める私立大学に注 目したい と考えた理由の一つは、米国にみ られ るエ ンロールメ

ン ト・マネジメン トの考え方 と日本 の私立大学のマネジメン トとは非常に親和性が高い と

考えたこ とによ ります。 ここに何 かIRが 「発芽」す る土壌 があるのではないか と仮説 を

立てなが ら、い くつかの事例を手がか りに分析を進めていきたい と思 っています。本 日は

ご清聴あ りが とうございま した。
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〓センター研究プロジェクト研究会

大学におけるＩＲの組織的機能と

テータに基づく教育改善システム－諸外国の先駆的な事例を手がかりに－鳥居 朋 子
鹿児島大学教育学部
tor*＠edu.kagoshlma-u.ac.jp

本 報 告 の 概 要

1． は じめに ：IRと教 育 改善 の 関係

2． 米 国における先駆 的な取 り組 み

　□ニューヨーク州立大学アルバニー校
　　 （SUNYアルバニー）
　□ワシントン大学シアトル校 （UWシアトル）

3． 豪 州にお ける先駆 的 な取 り組 み

　□ シドニー大学

4、 まとめ ：日本 へ の示 唆

Torii Tomoko 2008

1． は じめ に
■日 本の大学 における教育 改善の取組 み状 況

　 □授業評価アンケート等の普及と改善への課題

　 □「教育GP」 等の競争的資金獲得への対応

　 □認証評 価、法人評価 など外からの「圧力」

　 □公に対するアカウンタビリティの要請

　 □大学教育の質的向 上を意図 した、根拠デ一タに
　　基づく改善のしくみが未成熟

　　 ・現状分析のためのデータの収集、データの分

　　　 析と次期計画への反映、継続的な評価 ：

　　　 マネジメントのPDCA（Plan-Do-Check-Action）

　 　　 サイクルにそくした改善システムをどう創出す
　　　 るか？　　　Torii Tomoko 2008

1． は じ め に

■本報告 の 目的と内容

　 □米・豪の大学：大学機関調査 を担当するインスティ

　　チュ一ショナル・リサ－チ（lnstitutional　Research：

　　 IR）部 門が核となり、教育 成果の測定に挑戦

　 □日本への示唆を得ることを目的に、教育効果の測

　　定に実績のある3つ の大学におけるIRの機 能と、

　　それが支える教育改善のシステムの現状と課題

　　について検討

　 □マネジメント体制、教育改善のシステムの特質、IR

　　 部門およびFDセ ンターの課題

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Torii Tomoko 2008

1．は じめ に
■IRと はなにか ？

　 □高等教育機関の計画立案や意思決定に有効な

　　データの収集、分析および報告を行う組織活動

　 □1950年 代 に米国の大学で開発され、諸国に普及

　 □高等教育マネジメントを支える基本部門に成長

　 □活発な専門学協会の活動 ：AIR，　AAIR，EAIR等

■なぜIRな の か ？

　 □外部評価、アクレディテ一ション対応

　 □アカウンタビリティ

　 □機関レベルの意思決定強化

Torii Tomoko 2008

1． は じめ に

■IRが カ バ ー す る領 域 （一 例 ）

　 □学 生 の 経 験

　 □学 習 お よび 成 果 の 測 定

　 □カ リキュラ ム お よび 教 育 プ ログ ラム の 開 発

　 □高 等 教 育 の政 策課 題 、アカウ ンタビリティ

　 □ＩRの実 践 ：理 論 、手 法 、技 術 、ツー ル 、倫 理etc．

　 □機 関 マネ ジメント：エンロー ル メン トマ ネジメン ト、

　 　 資源 配 分

　 　 → デ ー タに 基 づ く教 育 改 善 の要請 へ

　 AIR　Annual　Forum　2007　　http:／／www.airweb，org／images．／2007finalprogram.p dｆ
Torii Tomoko 2008
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２．米国の州政府に よる 州 立 大 学 へ の 資

金 配 分 と 大 学 業 績 評 価 の 接 合 フ レ ー ム

①パフォ－マンス・ファンディング

　　□評価結果を州交付金の配分と直接的にリンクさせる方式。
　　 評価結果に基づいて自動的に配分額を算定

②パフォ－マンス・バジェッティング

　　□評価結果を次期の予算編成過程で一要素として考慮する
　　 方式。評価と資金配分はゆるやかにリンク

③上記2種 類の混合

　　□評価に基づいて交付金算定の後、追加額を審議

④パフォ－マンス・レポーティング

　　□評価結果を予算とリンクさせない。州の設定した指標の達

　　成 状況に関する報告書の作成・公開がメイン。吉田（2007，118）
　　　　　 　　　　　 　Torii Tomoko 2008

２－1－1．SUNYア ル バ ニ ー の 概 要

■プロフィ－ル

　 □ニューヨーク州立高等教育システム（SUNY） の傘

　　下、大規模な研究重点大学

　 □1844年 に設立、1962年 に州立大学に指定

　 □パフォ－マンス・ファンディング方式

　 □学生数約17，000人 、10の学術部局

　 □教員は常勤職が約640名 、非常勤職が約300名 、

　　事務職員は約3，460名

　 □約135,000人 の同窓生。有力なステークホルダー

　　 のひとつ
Torii Tomoko 2008

２－1－1. SUNYア ル バ ニ ー の 概 要

■機関 マネジメントの特徴

　 □部局への分権を原則とするマネジメント方式

　 □「コンパクト・プランニング」（Compact　Planning）

■学術あるいは管理行政の各部局がそれぞれ

の監督者との二者間協議を経て作成する「経

営委託協定」

■全学の戦略目標（Strategic　Goals） に照らした

最優先の取り組み、活動、日程、成果、業績目

標についての相互の合意事項

■部局はコンパクトにそくして資金を配分され、

定められた期間内に成果を出すことを約束
　　　Torii Tomoko 2008

２－1－2. IR部 門

■IRPE（Office of lnstitutional Research＆

Planning＆Effectiveness） の 主要 業務

□デ－タベ－スの開発

□州や連邦などの外部機関への報告

□大学の管理行政に関する情報提供

□意思決定への支援（計画、予算管理、入学生管

理）政策分析・評価・測定

□各部局が毎年コンパクトを作成することをデータ

の整備や提供、分析の側面から支援

□全米97の 同僚機関とのベンチマ－ク

Torii Tomoko 2008

２－1－3．「アルバニー教育効果測定モデル」

（The Albany outcomes Assessment Model）

〓:http://www.albany. edu/assessment/〓 outcomes model.〓2006.10.31)の図よ り作成。

Torii Tomoko 2008２－1－3． 「アルバ ニ ー教育効 果測 定モデ ル」

■開発の経緯と特徴

□1978年 、大学の成果測定研究の先駆けとして、

モデル主導の集団分析法を導入。公立の高等教

育機関における評価の活動をリード

□F．Volkwein氏 の主導で構築、改良を継続中

□デ－タに基づいた形成的評価を志向し、学生の

入学前の特性と大学での経験とを関連づけて捉

　 える効果測定

□3つ の位相。学生の長期的変容を把握する手法

□新入生調査 （基準）→初年次生から4年 次生の経

験調査（経過）→卒業生調査（成果：中・長期的）
Torii Tomoko 2008
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2－1－3． 「アルバ ニー教 育効果測 定モ デル」

各種調査の目的および特徴

■「個 人的特性」調査

□修学上の困難を抱え

た学生を特定

□大学の資源を集中的

に投入する対象の明

確化

□成功を遂げる学生像

の意識化

*詳細は鳥居（2007a）をご覧下さい。

□両親からの影響

□学習への熱意

□大学サービスの受容

　□進学準備状況etc．

■学生個人の先天的・

後天的特性に接近

■大学が提供する多

　様な機会に対する

　学生の関心を把握
Torii Tomoko 2008

２－1－3． 「アル バニ ー教育効 果測定 モデル 」

各種調査の目的および特徴

■「大学での経験」調査

□学生の心理構造の経
年的な変化を分析

□大学の取り組みと教
育成果の関係を把握

□学生相談の現状把握

□評価文化の進展

□学習の統合

□社会的な統合

□組織的な統合

■学生 自身に自己の経

　験を振り返らせ、評価

させる手法

（reflection）

torii Tomoko 2008

２－1－3．「アルバニー教育効果測定モデル」

各種調査の目的および特徴

■「学習成果」調査

□学習成果

■芸術文化

■科学的研究法

■専門的能力

□社会性

□対人能カ

■率直さと寛容さ

■自立的な活動

■知的成長と人格的成

長の両面を把握

■リテンション（在留率）

や入学生管理の改善

　に活用

■根拠デ－タに基づく、

　初期の「仮説」の修正
Torii Tomoko 2008

２－1－3．「アルバニー教育効果測定モデル」

学科レベルにおける学生の達成度の測定

□「基礎力」

□「一般教育スキル」

□「人格的／社会的成長、成熟度や満足度」□「専門分野に固有な方法

」
■総合テスト

■キャップストーン（卒業研究）

■小論文と面接

■論文／研究プロジェクト
■実演／展示会
■インタ－ンシップ／現地調査
■ポ－トフォリオ

■卒業生満足度データ

■複合調査方法
■外部試験の利用
■主専攻における学生の成績

■「主専攻における学生
の成績」は全学科で評
　価
■基本的には各学科の
判断で多様な評価方法を選択■

学科間を比較し序列化することを目的としな
い

Torii 

Tomoko 2008

２－1－4. データに基づく教育改善

■学科レベルの教育改善の取り組み

□学科ごとに教育改善の方策を固め実行

■カリキュラムや教授方法等の改善

■専攻領域に関する助言サービスの充実

□いかにして学習コミュニティを形成していくのかが
学科を超えた共通の課題

□IRPEによる中央レベルの集団調査と、学科レベ
ルの学生の達成度調査によるデータの参照

Torii Tomoko 2008

２－1－4．データに基づく教育改善

■「デ－タ収集・分析・報告」「計画および評価」
「教職員の資質向上」の3つ の機能の連携

□教職員に学習への理解を深めさせ、教授法や助
言指導等のスキルを向上させることが重要

□教職員の資質向上のための組織的なプログラム
　　開発と提供による支援が組織的に要請される

Torii Tomoko 2008
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２ －1－4． デ ー タ に 基 づ く 教 育 改 善

■教 職 員 の 資 質 向 上

□CETL(Center for Excellence in Teaching & Learning) 
による教授職員及び大学院生ＴＡの専門性開発や授業 支援

□小規模のセンター 。対面型の研修会やワークショップより

も、ITを活用したオンラインの授業支援ツール やウェブに
よる情報提供に重 点

■ 計 画 お よび 評 価

□Director of Program Review＆Assessment個 々の部局

がコンパクトに照らして効果を測定し自己評価報告書等を

作成する作 業を支援

□学生の学習成果や教育プログラムの評価 に関する相談 に

応 じる際 、IRPEで 集約されたデータに基づく助言を提供

Torii Tomoko 2008

２-1－4． アルバニ －のデ ータ に基 づ く教 育改 善

アルパニ一における教育改善システムの概念図

3つ の機能が 学科 における取り組みにはたらきかける形でアルバニー の教育 改

善を推進Torii Tomoko 2008

２－1－4．データに基づく教育改善

■連携システムの課題

□3機 能の連携強化。とくに「デ－タ収集・分析・報

告」および「計画および評価」の二者と、「教職員
の資質向上」とをつなげる環を堅牢にする

□教職員の資質向上を支援する機能の充実

□分散するデ－タベースの－元化とデ－タウェアハ

ウスの構築

Torii Tomoko 2008

2-1-5． 小 ま と め

■アルバニ－モデルおよび教育改善のシステム

□大学の多様な教育的活動が学生に与える影響を
総合的な視点から追究
□集団分析の調査と個人の達成度調査とを組み合
わせた形成的な効果測定の枠組み
□分権化のもと、デ－タや情報は学科におけるボト
ムアップの教育改善の取り組みに反映

□自律的な教育改善を妨げず、デ－タに基づく意思
決定を奨励

□「デ－タ収集・分析・報告」、「計画および評価」、
「教職員の資質向上」の3つの機能の連携により

学科の教育改善を促進

Torii 

Tomoko 2008

2-2-1．UWシ ア トル の 概要

■プロフイ－ル

□1861年 に設立、大規模な州立総合大学

□パフォーマンス・レポ－ティング方式

□卓越した研究活動

□17の学 術部局

□学生数約40，000人

□州内外から優秀層（平均GPA3．69）が入学

□教員数約3，600人、事務職員約27，600人（PT含む）

□ボーイング社、マイクロソフト社等の地元の世界

的企業に人材を供給
Torii Tomoko 2008

2－2－1．UWシ ア トル の 概要

■機関マネジメントの特徴

□きわめて分権化

□部局の体系図や相関図を描くことが困難

□類似した同僚機関 ：ミシガン大学「所有権におい

て従属するが、統制および財政面での実質的な

部分で自立している大学」（Kerr，1991，p．29）

□企業や卒業生からの多額の寄付金

□教育評価の本格的実施：1989年のワシントン州

政府による教育評価の義務化

Torii Tomoko 2008
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２－２－２．学 士 課 程 教 育 に 焦 点 を あ て

たIR部 門

■OEA（Office of Educational Assessment）

□学士課程担当の副学事長（Vice Provost）の 系統

□ミッション：学士課程の教授学習に関する評価、

教育プログラムやサ－ビスの評価と支援による

教育実践の改善

□OIS（Office of Institutional Studies）とデ－タベ－

スを共通利用

□サ－ビスの4つ の柱:各 種調査、授業評価、成績

の得点集計、試験実施

Torii Tomoko 2008

２－２－２．学士課程教育に焦点をあて

たIR部 門

■OEAの 主なサービス対象：文理学部

　 40学 科 、約23,000人 の学生、約940人 の教職員、

年間約6,000科 目運営の大規模部局

■文理学部のミッションおよび学習目標に照らした成

果測定、各種調査の企画実施、プログラム評価

■ポ－トフォリオ評価、フォーカスグループ・インタビ

ュ－、小・中・大規模調査、目標および成果の開

発、大量デ－タの統計分析、相談業務等

Torii Tomoko 2008

２-２－２．学 士課 程教 育 に 焦点 を あて

たIR部 門
■OEAの カリキュラム改善にむけた評価活動

□各専攻における自己評価（隔年）

■学習目標、学習成果の評価方法、カリキュラ
ム評価および改訂の状況、次期課題等

□学習目標および評価方法の開発に関する部局と
の協働

■目標（P）および成果測定（C）の開発に支援の
重点

・困難を抱えている学部や学科に協働という形

　 で関与
Torii Tomoko 2008

2－2－3．学科の取 り組みに対する支援

■文理学部における学習成果の測定

□学科によって多様な学習成果の評価方法

■キャップストーンあるいはそれに準じるプログ

ラムでの成果測定

■出口調査 （いわゆる卒業時調査）

■インタ－ンシップや実習科目での成果測定

□明確な学習目標の開発状況も学科によって差

□ベストプラクティスとしての地理学科

■すべての科目の学習目標が開発済

■カリキュラム改訂を含む改善方策の提言
　 　 　 Torii Tomoko 2008

2－2－4． 小 まとめ

■データに基づく教育改善

□学習の成果測定の前提として、学習目標の明確

化を重視

□目標管理の考え方と、デ－タに基づく評価および

改善のPDCAサ イクルを学科レベルで構築

□具体的な測定方法については、学科の意思や教

員集団の「当事者意識」を尊重

T

orii Tomoko 2008

2－2－4． 小 ま とめ

■ 「かなめ」としてのOEA

□学士課程学生の学業成績や授業等での学習成果
に関するデ－タの「集積場」

□学科レベルの学習目標の設定や評価の方法につ
いて俯〓し現状分析：「メタ評価」の作業

□評価にかかわる全学の動きを伝達し、学科を超え
て情報を共有することを推進

Torii Tomoko 2008
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2－2－4． 小 ま と め

■ 「教 職 員 の 資 質 向 上 」機 能 との 連 携

CIDR（Center for Instructional Development and

　 Research）

■大学院担当の学事長系列

■教授 ・学習の向上を目的に部局や教員を支援

■OEAとCIDRの 業務には潜在的な重複が存在

■部門の管理職クラスの協議による連携

■機関としての合理性の追求、全体的（Holistic）な

教育改善システムの整備が課題

Torii Tomoko 2008

2－2－5． 米 国 の ま とめ
■SUNYア ル バニーとUWシ ア トル

□共通する点

■学士課程における学習経験に関する形成的評価

■IRが部局の自主性を尊重したデータ提供や改善

策の立案に関する支援を提供

■分権化されたマネジメント体制におげる課題 ：

教育改善が部分最適に留まらない、「ユニバーシ

ティ」としての教育の質的向上

□異なる点

■教育改善システムを主導し、重点的に機能させる

場：全学中枢組織or部 局

T

orii Tomoko 2008

3．豪州の高等教育政策の動向
□1990年 代の高等教育予算の削減、行政統制か

ら市場統制への移行、厳しい競争的環境

□留学生の獲得が機関の経営にとって重要課題

口教育の質的保証メカニズムの構築

□AUQA（Australian Universities Quality Agency

：豪 州大学質機構）による機関監査

□教授・学習の成果に基づく資金配分：Learning

and Teaching Performance Fund（2006-）

□1980年 代末から機関にIR部 門や計画部門の設

置が増加

Torii Tomoko 

2008

3－1． シ ドニ ー大 学の 概 要

■プロフィールおよびマネジメントの特徴

□豪州初の大規模な総合大学（1850年 設立）

□11キ ャンパス、19学部、15行政 管理部局、166

研 究所

□高い研究資金獲得力、卓越した研究活動

□学生数約45，000、初年次から学部・学科に所属

し専門的な教育を受ける

□機関の戦略計画にそくした体系的な教授・学習

計画

□大学執行部の強いリ－ダーシップ
Torii Tomoko 2008

3－2．IRとFDの 機 能 を あ わ せ 持 つ 部

門

■ITL（Institute for Teaching and　Learning）

□機 関 の戦 略 目標 （質 が 高 く革 新 的な 教 育 を支 援

す る）の 達 成 に貢 献 す る全 学 的 組 織

口学 習 理 論 や 教 育 調 査 を知 悉 したP. Ramsdenの

主 導 に より1999年 に 誕 生

□IR機 能 として の 教 授 ・学 習 に関 す る調 査 の 企 画 ・

設 計 、実 施 、デ ー タの 集 約 、分 析

　 ■課程 （Student Course Experience　Questionnaire
: SCEQ） および科 目（Unit of Study Evaluation： USE）

レベルの調査

□FD機 能 として の各 種 プログラム の 企 画・運 営
　 Torii Tomoko 2008

3－3．FDプ ログラ ムの 概 要

■段階的なプログラム

□大学における教授・学習の原理と実践プログラム

（P＆P： Principles and Practice of　University

 Teaching and Learning）

■3日間の研修、任用条件による参加の義務

■最新の教授・学習に関する研究知見の習得

■研究に立脚した教授モデルや方法の習得

□高等教育に関する大学院レベルの資格コース

□高等教育分野の修士学位および免状取得の課程

□高等教育分野の博士学位取得の課程

Torii 

Tomoko 2008

－120－



3－4．プログラムが依拠する3Pモ デル

　　 　 学 生の学習モデル ：3P（事前想定 －過程 －効果）

Prosser and Trigwell (1999. p.12)の図を〓に、 Trigwell氏の説明を加えて作成Torii Tomoko 2008

3－4．プログラムが依拠する3Pモ デル

■Biggsの 「構成的な配列（constructive

alignment）」の理論モデルを範に適用

■学生の学習における、「事前状況」、「過程」、
「成果」の3つ の位相の関係を図式化

■「状況への学生の理解（perception）」への注

目と、そこへの教員のはたらきかけを重視

■SCEQやUSEの 結果に基づく改善の意義を

強調

■教員の意識改革やデ－タに基づく教育改善

の基盤形成の場としてFDプ ログラムを布置
　 　 　 　 　 Torii Tomoko 2008

3－5．部局の教育改善の取り組み

■「グッドプラクティス」としての獣医科学部

□教員の30％以上が「高等教育に関する大学院レベ
ルの資格コース」を修了

□3Pモデルに依拠した「学識に基づく教授支援の戦
略」モデルの自主開発と実行

□SCEQやUSEの デ－タの教育改善への積極的な活
用

□学内トップの総合満足度（2005年度）、質の維持が

課題

■ただし、数部局でUSEは 未実施（2006年時点）、

全学的には開発途上
Torii Tomoko 2008

3－6．データに基づく教育改善 システム

■IRとFDの 機能をあわせ持つITLを 中枢に、教

員の意識改革、量的・質的なデータに基づく

教育改善を一体的に推進

■機関の戦略計画にそくした体系的かつ段階

的なFDの プログラムの提供

■個々の教員は、学習に関する原理や評価の

意義に対する理解を深めつつ、各 自の専門

領域の文脈で有効な教授・学習を追求

Torii Tomoko 2008

4． まとめ ：IRの組織的機能

■計画の実行が、初期の 目標に照らして

どのような結果（成果）をもたらしたのか

をデータで明らかにする営為

■IRは直接的には「処方箋」にはならない

■データを読み（分析）、次期計画の策定 （

意思決定）に反映することでマネジメント

の環がいちおう完結する

Torii Tomoko 2008

4． まとめ ：日本への示唆①

■教育改善システムに欠かせないIRの 重点的機

能 ：機関の組織構成やマネジメント体制に依存

　 □アルバニー、UW：トップダウンのみに頼らない、部
局主体の教育改善の支援

□シドニー：戦略計画の一貫性と実行の徹底

■部局 自治が強いとされる日本の大学で、「IR」、

「FD」、「P＆C」の3機 能を「どこに」、「どのよう

　に」配置するか

◆専門人 材の養成 や確保 をどうするか（ローカル

な情報 を重視し、機関内養成が ベター ？）

Torii Tom

oko 2008
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4． まとめ ：日本への示唆②
■「教育成果」から「学習成果」の測定への視点の転換

■学習成果にかかわる量的評価と質的評価を組み合わ
せた形成的な評価

□基点としての入学時の個人的特性デ－タへの注目

□学生自身による「学習の振り返り」の機会、学士課
程の最終段階における学習成果への注目

■直接的な成果評価（学習の到達度テスト、GPA等 ）と、

　間接的な成果評価（学生の満足度調査等）のバランス

■正課外活動における成果

◆青年期の発達段階に相当する学士課程学生の大学で
の「経験の総体」をどう捉えるかTorii Tomoko 2008

4.ま とめ ：日本への示唆③

■教授 ・学習に関する理論や最新の研究知

見の提供母体としてのFD部 門

□FDの指導理念を吟味し、自らの研究力量を

　　向上

□理論と実践との往環の形成に主導性を発揮

◆日本の大学でデータに基づく教育改善システム

を構築するうえで、教員集団の当事者意識の
涵養と自主的な取り組みをどう促進するか

Torii Tomoko 

2008

今後の研究課題

■豪 州 ・欧 州等 における機 関の教 育

改 善システムの実 証 的研 究

■日本 の高 等教 育政 策 の動 向 と機 関

におけるIRの 萌 芽 的実 践 の検証

　□個別プロジェクトによる競争的資金配分を
　　主流とした公的資源の分配方式

□エンロールメントマネジメントの考え方と親

　 和性の高い私大マネジメントとIRへの注目

Torii Tomoko 2008
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鼎談フォーラム

大学教育改革の現段階とセンター組織の在 り方

大学教育センター研 究プロジェク ト研 究会

日時2008年2月16日 （土）　 13:30～17:30

会場　名 古屋大学高等教育研究センター ・会議室 （文系総合館5F）

・発題者　　　　　　　　　　　　　　　　　･発 言者

池田 輝政 （名城大学）　　　　　　　　　　近田 政博 （名古屋大学）

夏目 達也 （名古屋大学）　　　　　　　　　　 中井 俊樹 （名古屋大学）

山田 礼子 （同志社大学）　　　　　　　　　　山内 乾史 （神戸大学）

・コーデ ィネーター

川島 啓 二 （国立教育政策研究所）

　 私 ども国立教育政策研 究所の非常に長った らしい名前の 「大学教育改革の現段階 とセン

ター組織 の在 り方」 とい うプロジェク トも、あ と1カ 月半になった。今 日は最後のま とめ

とい うことで、今までの ご協力に感謝 したい。まだまとめきれ ていない部分はあるが、 と

もか く今 日は、池田先生 と夏 目先生 と山田先生、いろいろな形 で国立 と私学のセンター組

織で非常に指導的な役割 を果た してきて くだ さった3人 の先生に鼎談フォーラム とい うこ

とでセンター問題 についてい ろいろ論 じていただ こうとい う趣 旨で開催 させ ていただいた。

鼎談 といっても、できるだけ トピックご とに皆 さんの こ発言をいただきなが ら、 どうい う

切 り口であったのか、まだ整理 しきれていないのだが、その問題 の整理 と発展 に資す るよ

うな 中身 にしていきたい。

　 進め方は、フォー ラムの トピックとい うこ とで電子 メールを昨 日の段階で送 らせていた

だいて、準備が間際になって 申し訳ないのだが、最初に大教セ ンター はど うい う役割を果

た してきたのか とい うこ とについて、お三方か ら順に5分 ずつ ぐらい述べていただ き、そ

の トピックが済んだ ら一度全体でそれ をもむ とい う形で トピックごとに進 めていきたい と

思ってい る。

　 この3年 間の一番大 きな変化は、やは り学士課程教育の審議経過報告 が出た とい うこと

がす ごく大 きくて、学士課程教育 とい うものに対するイ メー ジが、共有 まではいかないに

してもかな り認識 され るよ うになった とい うことが非常に大 きく、その責任実施体制 とい

う観点か らセンター組織を とらえ直す とい うか、大学の教育組織、センター組織 とい う狭

い切 り口だ けではな く、教育組織そのものを どの ように考 えるのか とい う問題が次に広 が

ってきてい るとい うことだ と思 う。学士課程教育について どう考 えるのか とい うこ とを2

番 目の トピック とし、セ ンター組織 の中で一番重要 とい うか、期待 され てい るFDの 役割 、
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FDを その中でどのよ うに担 ってい くのか とい う問題 について、学士課程教育の報告書の

中で も書かれているが、「拠点センター論 」を どう考 えるのか とい うトピックで ある。

　それか ら今、センター組織 も、 どち らか とい うと国立大学においては全学機構 の方 向に

進んでいるが、それ を どう理解す るのか とい ったこ と。注 目すべ き取 り組 みを してい る大

学はあるのか とい う順 で進めていきたい と思 うが、このほか、 こ うい う トピックでお三方

の見解な どを伺いたい とい うような ことがあれば、 とも思 う。今 日はセ ンター組織につい

て論考 をま とめてお られる山内先生にも来ていただいてい るので、．何かほかに論 じる論点

のよ うなものはあるだろ うか。何かあれば、5の 後 ぐらいで、臨機応変に させていただた

い。 そ うい う進み方で よろ しいだろ うか。

　では早速、池 田先生、夏 目先生、山田先生の順番で、ご自身の経験 を踏 まえなが ら、5

分強 ぐらいずつで簡単にお話 しいただき、それ か ら全体に返す とい う形に したい。

　では池 田先生。先生は名古屋 のセンターの立ち上 げの ときか らかかわってお られ るが、

名城 でもあるのか。

（池 田）　 大教センター組織 に関 しては、一般論か らいえば、FDに 関す る研 究機能 はよ

く果た してきた とは思 う。ただ し、教育企画は弱かった。教育企画 とい うのは、FDの プ

ログラムをきちん と提案 して、それを実施 して、最後まで評価 して、それ を継続的に回 し

てい くとい うプログラムづ く りだが、それ については弱かった し、スタッフが弱い とい う

のではな くて、それ を支援するマネジメン トのシステムが入 っていなかった とい うことだ。

名古屋大学の場合 も教育セ ンター とい うより研究セ ンター として設置 されたので、大学の

FD戦 略の中にきちん と位置付 け られた形ではなかった。 そのために、結果的には、研究

機能は強いけれ ども、教育企画については弱かった。一言で言 うとそ うなる。

　名城大学の場合 は、研究機能が名古屋大学に比べる とそれ ほど強 くはなかった。しか し、

全 くなかったか と言 えばそ うでもない。大学教育開発セ ンターのFD委 員 としてそれ ぞれ

の学部か ら来た研究能力の高い先生方が一生懸命 になって作った研究開発 の成果 は、世間

的には広 く評価 されてはいないが、内部的にはある高 さを実現 してきた とい うこ とを感 じ

た。教育企画力は相対的に強いほ うであるが、FDの イベ ン トや講演会な どの年間行事 を

繰 り返す ことで終わ って しま う現状 は問題だ。それは教育企画の体制 が弱い とい うこ とだ。

教育企画 とい うのは、基本的には高 さを 目指す ゴール が共有 され 、質の向上が達成 され、

さらに次の質の高いプ ログラムが 目指 され るとい う持続的な活動 が保証 され るべきだ。そ

うい う体制 には現状はない。FD委 員が交替す ると活動の水準が元に戻 る。

　老舗の広島大学は、研究 に関 しては範囲 と深 さでは トップ レベルだ った。 しか し、教育

企画に関 してのモデル とは しなかった。そこはあま り強い とは思わなかった。 これか らは

大教セ ンター組織の位置付けは、教員の資質向上 に役立つ教育企画の体制ができるか どう

かだ と総括 している。
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（川島）　ＦＤ や教育企画以外に、例えばキャ リア教育、学習支援、学生支援 、全学教育

の実際の中でのセ ンター とい うところで、多様な機能がセンターに対 して、それは実は各

大学 さまざまなのだが、そ うい う状況がある。そ うい うことについては、名古屋大な り名

城大のご経験では ？　 特にＦＤ の問題に焦点化 されていたか ら、その問題であちこち手を

引っ張 られ るとい うような意味での悩みはなかったのか。

（池 田）　 名城大学ではＦＤ のテーマ以外での教育企画についてはこれか らだ。いまは副

学長 ・理事 を務 めることになったが、大学の トップマネ ジメン トに参画 したので、ＦＤ に

特化 しない教育企画、大学の教育力の強みづ くりを経営の視点か ら企画 してい く。名古屋

大学 にいた ときも、研究企画では幅広いテーマを展開 していたが、教育企画については残

念なが らそこまで広 くはできなかった。 だか ら、誰が どの ようなポジシ ョンにつ くか とい

うのでその展開 もまた違って くる。

（川 島）　 あ りが と う。 で は、 夏 目先 生。

（夏 目）　 名古屋大学に2004年 に私が着任 して思ったのは、高等教育のセ ンター として

は後発 で、規模 も広島大や筑波大等 と比べ ると小 さく、できることは限 られているとい う

ことであった。その中で どうい う特徴を出 し、強みに変 えてい くのか とい うことを考 えざ

るを得なかった。これまでの実績 を大事 に しなが らそれを発展 させてい こ うとい うことだ。

幸い優秀 なスタ ッフが残っていたので、そ うい う人たちに中心になって頑張って もらって、

活動 を展 開 してきた。

　 キャ リア教育、全学教育、学生支援への取組 は、大学本部 か らセ ンター に期待 され る。

これ は執行部 との関係が問題 になる。執行部か ら 「こ うい う課題 があるが、や って くれ」

と来た ときに、われわれ として ど う対処す るか とい う問題 である。一方、組織 を拡充す る

ために、業務 を見直す こと、規模 ・ポス ト拡大のためには、何か新たに仕事を加 えざるを

得 ない。その路線 をこれまで追求 してきた。

　 これまでの経験で理解 した ことは、今 は必ず しもセ ンターにとって順風の時代ではない

とい うこ と。 国立大学は定員削減 を強 く求め られてお り、ポス トが減 ることはあっても増

えることは非常に難 しい。そ うい う中で下手 に手を挙げて、あれ もや る、 これ もや ると言

うと、これはセ ンターの機能を著 しく低下 させる。 うま くバ ランスを取 りなが ら、活動 の

方向を模索 してい くことが必要だ。池 田先生がおっ しゃった よ うに、われ われがモデル に

すべき ところは、広島大、筑波大、東大のセ ンターではない と思 う。いわゆる理論的な研

究だけでは済まない部分があ り、ＦＤ のプログラム開発、それ に関連 した教材 の開発が一

つの方向 と考 える。
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（川島）　 プログラムや教材 の開発 とい うこ とだったが、開発 とＦＤそ のものの責任 の認

識 との兼ね合いは どうだったのか。

（夏 目）　 両方求め られ る。名古屋大学 の場合 はＦＤに 対す る必要性の認識 が必ず しも高

くない ようにみえる。 われわれがＦＤの 実施 を提起 しつつ 、プ ログラムを開発 し、教材 も

開発 しつつ、実際にＦＤも 担当す るとい う形 になっている。

（川島）　 では、山田先生にお願い したい。

（山田）　 私が同志社大学の教育開発セ ンターにかかわったのは設置 された2004年 か ら

になる。今、池 田先生、夏 目先生のお話 を聞いた後 で、私学 としての立場はやは り随分違

っているので、そのあた りか らお話 ししなければいけない。

　私学の場合 は、人員の問題な ど非常に難 しい ところがあるので、研究機能 とい うことが

なかなか最初 か ら設置す ることができなかった。 ただ、幸せだった と思 う部分 もある。一

つは、このセ ンター を設置 したのが2004年 だったが、その経緯 として2003年 にＧＰ が始

まった ときに、当時 の副学長、当時は執行部 の副学長が教務部長 を兼ねていて、その とき

に どうい う形で出 してい くのがいいか相談を受けて、同志社がや り始 めていた導入教育 と

い う形か らＧＰ に申請 した。 これは ヒア リングまで行った ものの、そのときは採択は され

なかった。

　 その ときに、全学 に広げよ うと思 うと、や は りセ ンターの ようなものを持っていない と

無理だ と申し上げた ところ、それ を真剣 に受 け止めていただいた。2003年 度か らは無理だ

ったので、2004年 度か ら設置する とい うことになって、当然 なが ら私は研究機能 を少 しで

も入れていただけれ ばいい と思 ったが、それはや は り私学であるが故か もしれ ないが、そ

うい う余裕 は持 てない とい うことで無理 だった。

　ただ し、そ こで幸せ だった と思 うのは、この部門を戦 略 ・企画 ・立案 ・実施 とい う方向

が実質化できるとい う形で進 められた ことだ。それは逆にい うと、も し研究だけを私 ども

のセンターがお こな っていた としても、恐 らく私学の場合 は、それ を実施 にしてい くには

いろいろな横のつ なが りなどが難 しい ところがあったので、で きない状態だった。 ただ、

位置付 けとして戦略 ・企画 ・立案 ・実施 とい う形 に特化 したために、それができる体制は

最初から整 った。

　従 って、2004年 に設置 された とき、当時、私は副所長で、ＦＤに 関 しては従来か らあっ

たＦＤ委 員会の委員長 で、現在の圓月教務部長が所長にな られて、　ＦＤ部 会 の部会長 とし

てＦＤを 推進 された。非常に風通 しが良かったので、　ＦＤに 関 しては従来か らの委員会 の

性格 を持 ちなが らも、企画 ・立案 して実施 とい う形で進 めてい くことができた。
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　私は導入教育部会 を担 当した。 これは先 ほどの独 自のプ ログラム とい うことでい えば、

同志社は２ 校地のキャンパスに分かれていて、低年次学生に教員の関心が行かない とい う

ことが非常に問題だ と思 っていた。それ を全学規模に広げるこ とを課題 として立て、 これ

を３年の うちに何 とか しよ うと思って、３ 年でその部会 を解散す るつ もりで最初か ら行 っ

た。

　そのプ ログラムの開発 は、一つの方策 として少人数制でファース トイヤーセ ミナー型、

同時にアセ スメン トをす るとい うことで、成果 のチ ェックをす るとい う開発 をしてい くと

い うことも挙げてきた。それ には、各学部あるいは言語教育セ ンターな どいろいろあるが、

その代表の方々に参加 していただいて、それ に携わ りなが ら、学部 に持ち帰 って実際に実

行 していただくとい う形だった。

　ただ、なかなか当初 うま くいかなかったのは、各学部 の中にＦＤ 委員会があるところ と

ない ところがあったので、ＦＤ 委員会 の担当者が必ず しも部会の委員 ではなかったために

風通 しが悪い部分が あった。 これ は大学院では昨年度か ら義務化 され 、学部では今年か ら

すべての学部 にＦＤ 委員会ができた。そ このＦＤ 委員は教務主任 クラス、学部の執行部に

なるので、それがつながった点で、今年度か らはＦＤ を進 めてい く上では全学 に周知す る

スピー ドが速 くなることは間違 いない。ただ、当時はそれができなかった。 それを３ 年間

ず っ と改善 しなが ら続 けてきた。

　導入教育部会に関 しては、最も課題 が大 きかった大規模学部、経済学部や商学部だが、

商学部はそ うい うアセスメン トの結果を慎重に とらえ、一か ら作 り直 された。最初はファ

ース トイヤーセ ミナーが4ク ラス くらい しかなかった らしいが、2007年 度か ら １学年750

人が全員受け られるよ うなクラスを作 り、同時にその中で教員のＦＤ も進 めて こられ、成

果 は商学部の導入教育部会 に出てこ られた先生 を中心に進 めて くだ さった。

　 そ うい う機能 は、当時の 目標は達成 したとい うことでいったん解散 し、昨年度か らは教

育効果向上部会、要す るに卒業生の質的保証 をどうす るか とい うものに変 えてきた。

　 私学でマイナスばか りだ と思 うのだが、プラスである とすれ ば、 目標 を立てたものを達

成すればそれを解散 できるとい うところだ。 これ はす ごく大きい と思 ってい る。つま り、

ずっ と同 じよ うなことで続けていった として も既得権益だけになって発展 しないので、や

は り評価 を して、使命 を終えた とした ら次に とい うよ うに していかない と動かない と思 う。

これは何 とかできるようになっている。

　 ただ、一番のネ ックは研究機能がない ことである。 いろいろＦＤ の問題 などに教材開発

費を付 けて学部 の先生方 にも補助を した りして開発 していただいてい るが、基本的にはス

タッフが専任ではないので、 どうして も次 の課題 に向けての研究、すそ野 を広 く支えて く

れる ものがない とい うこ とが頭の痛い ところである。

　今 は教育開発センター長イ コール任命部長 なので、執行部である。 そ うい う意味で、教

学面の副学長、教育部長 との連絡が非常にスムーズにい くので、全学年 の周知徹底 は しや
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すいのだが、や は りネ ックは人材の問題 だろ うと思 う。

　（近 田）　 池 田、夏 目両教授 のコメン トに若干補足 させていただきたい。

　 一つは、池 田体制 と夏 目体制で何が変わ って何が変わ らなか ったのか とい うことを簡単

に。一つ は、池 田先生 が最初 におっ しゃったのだが、広島大学のセ ンター とは同 じことは

できない。規模が明 らかに違 う。夏 目先生 もお っしゃったが、明 らかに小 さい規模 のセン

ターで、や り方 を変 えなければいけない し、異なる組織文化を持たなければい けない。そ

こで最初 に心掛 けたことは徹底 したチーム ワー クだった。個人のことよ りもチーム、個人

のことはさてお きとい う組織文化 を徹底 した。 もちろん私 自身 もベ トナムの研 究を して、

それ をもちろんや っているが、チームの仕事を とにか く最優先す る。

　 それか ら、これ は池田先生が書き置きを残 してくだ さっていて、今で も私は 自分の研究

室の壁に張っているのだが、10箇 条の よ うなものがある。例えば、「名古屋大学の教員の

喜ぶ顔 を大切にす る」「一人で仕事を抱 え込 まない」な ど、チームワークで仕事 をするとは

どうい うことだ とい うことが10箇 条 ぐらいにわたって書 き連ね られ てい る。それ を心に

刻んでや ってい る。それが池 田先生の ときと今の夏 目先生のわれわれ の体制 とで変わって

いない点である。 これは丸10年 間、首尾一貫 してその体制 でやってきている。

　 何 が変わったのか。池 田先 生がおっ しゃったよ うに、教材 とい うか 『成長す るテ ィップ

ス先生』を作 るところまで しかできなかった。最初は教材 制作の ところまででエネル ギー

を使 い果た したので、夏 目先生をお迎え した ときに、 どの ようにわれわれ は体制 を立て直

そ うかとい うことで、特色ＧＰ を取 った。それ を使ってＦＤ に展開で きるよ うなプ ログラ

ムづ く りをや らなけれ ば駄 目だ と。 これ は池 田先生が最初 におっ しゃっていた、弱点を克

服 しよ うとい うことを心掛 けた。

　 それ で、具体的 にはＦＤ の教材 を作ろ うとい うことで、『テ ィップス先生か らの ７つの提

案』な ど、いろいろな教材 を開発 してきて、それ を使 いなが らＦＤ を展開 していけるよう

な具体的なものを作っていこ うとい うことで実際 に展開 してきた。つま り論文 を書いた り、

報告書を作 った りとい うことは目的ではなくて、教材 を作ってＦＤ を展 開 していって、最

終的 にそれが論文の ような形 にま とまれ ばいい とい うプ ロセスの中でわれわれ は仕事 をや

って きた。それ も恐 らくほかのセ ンター と違 うのではないかと思 う。

　組織 で仕事をす る上で、主にセ ンター長 と教授 には管理業務 を しっか りや っていただい

て、具体的な製作物や教材開発、プ ログラム開発 は准教授 と助教、 リサーチアシスタン ト

等が取 り組む とい うことで、かな り役割分担を した。

　今 のが池 田体制か ら夏 目体制に変 わったときに変わった点だが、一貫 して弱いところが

ある。それは、夏 目先生がいみ じくもお っしゃった通 り、執行部 との関係である。つま り、

われわれは全国でも珍 しい完全独立型のセ ンターであ り、たくさんあるい ろいろな研究教

育セ ンターの中の一つ に過 ぎない。はっき りい うと、 ほかの大学 にあるいろい ろな何 とか
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教育機構 とか教育セ ンターの ような実施 ・運営 ・司令塔組織 の中に組 み込まれていないの

で、幾 らいろい ろなことを考えて提案 した り、物を作 った りしても、それを実行す る権限

がない。 これ は完全独立型セ ンターの弱点である。 ある一定 の自立性 、独 自性 を持 ってい

ろいろなことはできるが、学内を変 えていこ うと思 うと、 とてもひ弱でぜい弱で あ り、な

かなか影響力を持ち得ない とい う弱点がある。

　それが変わ らなかった こと、変 わったこ と、そ して一貫 してある弱点で ある。 この３ 点

をちょっ と補足 させ ていただいた。

（川島）　 自分 のところのセ ンターが持 っている条件は、周辺環境 によって長所 にもなれ

ば短所にもな るとい うことだ と思 う。

（近 田）　 その両方だ。

（川島） それ は先 ほどの山田先生のお話 も一緒で、リソースが少ないか らとい うこ とで、

それが逆に戦略的な機能 を果た し得 る。固定 した組織にな らない とい うことだ。 だか ら、

いつもものを柔軟 にとらえていかなければいけない と思 うが、では、研究機能 とい うとこ

ろにい くと、 ここは山内先生の出番 かな とい う気がす る。果 た してセ ンターの教員 は研究

者なのか どうか とい う論題 を終始提示 されているが。

（山内） センターの研究面 に限って言 うと－関西全体でそ うい う傾 向があるが－とにか く

紀要などを出 して、学術論文 に載せ て外に発信す るとい うことをやっているセ ンターは非

常に少な くて、外か ら見て何 をやってい るのか分か らないセ ンターが多い。要す るに学内

向けのサー ビス機関化 しているところが非常に多い と見てい る。

　神戸大学 の場合 も、先 ほど近 田先生がおっ しゃった よ うな 「機構」化の波の中で、例 え

ば研究 と教育 と国際交流 と三つ の本部があ り、大学教育本部 と絡む形で機構がある。それ

ぞれ の本部 の長 が副学長で、それが執行部体制の中にがっち り組み込まれ て、上か ら下 り

て くる課題 をや る とい うことで、研 究は どこかに行 って しまい、われわれ も研 究をや りた

い とか、あま り言わな くなった。先ほ ど池 田先生か らもお話があったよ うに、企画や開発

な どをや ろ うと考 えてい る。私たちのところはできて15年 になるが、ＩＲ か らＬＴ （ラ

ーニング ・ア ン ド ・ティーチング） に変わったのが、 この機構化に伴 ってい るのか と個人

的に感 じてい る。

（山内）　インスティチューシ ョナル ・リサーチについては、学内のいろいろな調査、例

えば卒業生調査 をや るのがわれわれの ミッシ ョンだ と最初は考 えていたが、別 にそ うい う

ことをや る経営戦略室ができたので、そ こがや っている。 われわれは もう少 しミクロな学
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内向けのことをやれ とい うことになった。

（川島）　 サー ビス機能か研究機能か とい う問題 の立て方 をす る。今 そのお話が山内先生

か らあって、その前に近 田先生か ら、プログラムを開発す る過程でその結果 として業績物

ができるよ うな形に した方がいい とい うお話があったが、それはある意 味、サー ビス機能

か研究機能か とい う二元的な とらえ方を止揚する感 じになるのかな とい う受 け止 め方を し

たが、それは間違いないか。

（近 田）　 そ うい う意 図で申 し上げた。つま りサー ビスか研究か とい うことをや っている

と、いつまでたって も答 えがないので、両方統合できないか と。サー ビスをやってい くこ

とが研 究に結び付いてい くようなアプ ローチはできないか と常 に考えていた。 そ うでない

と、いつもまた裂 き状態 になって しま う。それで今の よ うな、開発 して実施 して改善 して

い くプ ロセス 自体 を研 究にできないか とい うことを考えている。それ はまだ途上にあると

思 う。

（川 島）　 そ うい うや り方ができた とい うセンターは 日本でほかにあるのか。今 、名古屋

や神戸の ご紹介 があったが。

（池 田）　 サー ビス機 能だ と、やは り愛媛大学のＳ さんが先鞭 を付けた。 ただ し、ほ とん

ど一人でや っているよ うだ。ある意味では研究を大胆に捨てた ところがあ る。

（夏 目）Ｓ さんの立派な ところは、実際にＦＤ プ ログラムを自分 で提供 してい ることだ。

ＦＤプログラムは、ど こかか らの借 り物、翻訳では有効性 を持 たないので、ローカルの状

況 を加味 しなが ら自分たちで作る必要があ り、彼 は彼な りに工夫 して作 り、かつ実施 して

い る。伝統的な意味での研究 とは呼び にくいか もしれないが、知的活動であることに変わ

りはない。それは評価すべ きであ り、立派 な活動だ と思 う。

　加 えて、プログラムに関係 した冊子 など、多様 な成果物 を作 っている。それ も研究成果

といえなくもない。彼は 自分では割 り切って、ファカルテ ィ ・デ ィベ ロッパー と呼ぶ こと

を躊躇 してい ないが、その呼称 の是非 はともかく、研 究 とサー ビスの統合の一つの形 を提

起 してい ると思 う。

（川島）　 私が機能 として五つほ ど書かせ ていただいたが、抽 出 してみれば こうい う機能

があるのか と思 う。 もうちょっと別の整理の仕方があるのか もしれないが、また ご意見が

あれば教 えていただきたい。
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（池 田）　 名古屋 大学か ら行 った長崎大学のⅠ さんは、サー ビス機能で も研究機能で もな

い、ＦＤ のマネ ジメン トでや ってい る。評価 な ら評価 の、全学か ら来たテーマを受けて、

それ をＰＤＣＡ で回 してい く。その仕組みづ くりに集 中 した。 ある意味では同志社に も近

いのか もしれない。それで特色ＧＰ にも採択 された。マネジメン トか ら行 くと抵抗が強い

ので、抵抗 をかい くぐって進 めたよ うだ。 この方法は トップが替わった ら危 なくなる。 し

か し、僕 はユニー クだ と思っている。

（川島）　 話 を戻すが、冒頭 に申し上げたよ うに、この３ 年間に何が変わったか とい うと、

これ （「学士課程教育の再構築に向けて」）が出た とい うことだろ う。 これに関 して議論が

巻き起 こっても、学士課程教育 とい う言葉 がす っか り市民権 を得てい る状況にあるとい う

ことが変わってきているところだ と思 う。

　 この審議経過報告は、学士課程教 育を担 う組織問題 については言及が薄い。それは、今

まで切 り込んでこなかった内容、方法 について相 当詳 しく書いた とい うことと裏腹 でもあ

るとい うことで、別 に組織問題 を軽視 している とい うことではない と思 うが、取 りあえず

内容、方法 につ いて多 く書いてある。

　ポイ ン トは、学士課程教育 を、俗な言葉 で言 えば 「ちゃん とやれ」 とい う戦略型プラン

があって、その評価 もきちん とや って、その結果 と して学士力 を保証 しろ とい う話だった。

では、そのちゃん とす るとい うところで、それ を担保す る組織の話が実はあま り出てこな

い。それ をわれ われがある程度アイデアの ような ものをこの場で出 してもいい のではない

か とい う気 もする。

　それ は、考 えてみれば ４番の 「機構」化 の話 と今一緒に して話 を して しまってもいいの

ではないか と思 う。新潟大学 しか り、神戸はだいぶ前か らそ うい う機構 にな り、九州 もだ

いぶ前 か らなってい る。今度は鳥取がなるとい う話 だった。

　そ うい う中で、全学教育 の実施体制、責任 ある実施 とい うことと、 さらに大学改革 その

ものをその中に絡めてい くとい う動きがあって、新潟が一番面 白いこ とをやってい る。私

がいつも面 白い と思 うのは、 ファカルテ ィの人 たちが 「あ、こんなこ とだったんだ」 と後

か ら気付 くような仕掛けを作 りたい とお っ しゃっていた。

　 この報告書には一応 それぞれ 目を通 されてい る と思 うので、ＦＤ の話 は置いておいて、

学士課程教育の実施体制 あるいは実施組織 とい う観 点か ら、今まで どうだったか。言い換

えると、３年前のセ ンター組織 とい う問題 の立て方が妥当だったのか とい う切 り返 し方 を

され る恐れ もあるが、それ も含 めて コメン トをいただきたい。

（池 田）　 新たなテーマの出発点 とい うことで。 学士課程 とい う言葉 が名城大学で市民権

を得 たのは今年 である。それは、名城大学に新学部 を構想 しなければいけない とい うこと

で、新教養学部 の案 を出 して、学内にい ろい ろ議論 を投 げ掛 けた ときに、初 めて学士課程
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教育 とい う言葉が教員の認識 に入 ってきた。それ くらい、名城大学だけではな くて、他の

大学 もまだ学部教育 にこだわってい ると思 う。教育の専門家は、学士課程教育 の言葉 は分

かってい るだろ うとい う思い込みがちだが、教育現場 にまだ下 りてきていない。

　そ うい う状況だ とい うことを前提 にした ときに、や は り学士課程教 育 とい うコンセプ ト

を受け止め るときには、 この言葉だけは必ず議論 してほしい とい う大事 な点が三つ ある。

それは、教養教育、実学教育、専門教育である。実学教育の場合 、経済 に して も実学だ し、

法学部 も実学であって、教養教育 ではない。工学部 はもちろん実学である。 そ うい う実学

教育で学部教育のコンセプ トを作 ってきたのが 日本 の伝統で ある。 この強みは絶対に消せ

ない し、その強みは生かすべ きではないか。

　だか ら、外国か ら来た教養教育、それか ら日本流 で育てた実学教育、それ とも う一つ大

事なのは専門教育 としての大学院教育 とい う構図を確認す ることである。大学院教育 は専

門職教育 とい う言葉が加 わったので、また複雑になった。学士課程教育 とい う視点か ら4

年間をデザインする ときには、まずは学士課程の実学教育 と教養教育を どの ように協調 さ

せ るか とい う視点がない と学士課程はまた失敗になるのではと思 う。

　名城 は８ 学部 ある総合大学である。しか し、総合 の コアはまだ形成 され ていない と思 う。

ほかの大学 も同 じよ うな状況だ と思 う。実学 の学部群 をつな ぐのが教養教育である。今 か

らや らなけれ ばいけないのは、各学部の専門教育、学部教育 をいかに総合大学型の協働 の

システムにす ることができるか。その ときに学部教育プ ログラムの紐 帯 として教養教育を

どう使 うか。そ うい うシステムを作 らなけれ ばいけない。それが学士課程の改革のテーマ

だ と思 う。

　 も う一つは、学士課程プログラムが大学院の下請け的な位置に付 くのではな く、大学院

とは違 う独 自性を とい う価値 として どの よ うに作 り出すか。教養が下で専門が上だ とい う

かっての差別的な構造 は、今度 は大学院 との関係 に温存 されない よ うに願 っている。

（川 島）　 学部教育 ごとの協働 とい うか コラボ レー シ ョンとい うお話 があったが、も う少

し具体的なイ メー ジとして教 えていただ くとした ら、例 えば どんな ことが考 えられ るか。

（池 田）　 これはあま りまだ言いたくないのだが、ちょっ とだけ言わ して もらいます （笑）。

例えば、それぞれの学部 は基礎教育 を持ってい る。工学な ら工学基礎、理学な ら理学基礎、

経済 なら経済基礎。 ところがこの基礎教育を自負 と熱意 を持 って担 当できる者 がいな くな

り、教育プ ログラムが壊れていっている。基礎教育の質保証 ができないのであれば、教養

教育 の価値 は半減す る。専門基礎は専門プログラムなのか教養プ ログラムなのか、まだ議

論 の余地 はあるが、私 は教養 プログラムの重要 な要素だ と位置づけた方がよい と考えてい

る。

　追 えば、 日本 の大学 の英語教育は教養 プログラムの大事な要素だと考えている。英語教
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育 とい うのは大学教育 としての基礎教育であると同時に、各学部専門教育の基礎 としても

機能するものであるべき。 しか し、そ うい う議論 は大学の中で広 くされてはいない。その

方向に少 しでも歩みをすす める改革が名城 でできた らと考 える。

（川 島）　 で は、夏 目先生。

（夏 目）　 学士課程教育のコアと して、報告書の中では、教養教育 と専門基礎が両輪にな

っていることが指摘 されてい る。教養教育について考 えてみ ると、 これは難 しい問題だ と

思 う。言葉 としては麗 しいのだが、具体的な姿 ・実像が とらえがたい点で難 しさがある。

大学関係者に、「教養教育 とは何か」と聞かれて、これ とこれ とこれだ と具体的に示せ る人

が どれ くらいい るだろ うか。「教養教育」とい う言葉 自体がいいのか とい う問題 もある。い

ろい ろ難 しい。東大の蓮實元総長だった と思 うが、 リベラル ・エデュケーシ ョンとい う語

の適訳を見つ け られ なかった ところに 日本の大学教育の弱 さがあるとい うことをお っ しゃ

っていたが、なるほ どと思 う。

　 リベラル ・エデュケーシ ョン、教養教育 とい うものは、一体何 を目的にす るのか、どの

ように した らそれ は 目標 を達成 した といえるのか、具体的な考察がほ とん どないままに事

態が進んでい るところに問題 の難 しさがある。

　 次に思 うのは、戦術 がない ことの問題 を指摘 したい。全学教育は、全学でそれ を担当す

る、全学が責任 を持って行 う教育だ とい うニュアンス もある。 ある特定部局が担 当す るの

ではな くて、全部局、全教員が等 しくそれ にかかわ り、責任 を負 う教育だ とい うことだ。

そ うい う考えの下、教養部 を廃止 し、新たな体制で臨んで きた。

　 私がある大学で聞いた話では、教養部を廃止 した後に、特定部局が、 うちで全学教育 と

い うか教養教育は担 うとい う方針を示 した ところ、 さる監督官庁か ら指導 が入 った と聞い

た。その理 由は全部局、全教員 が責任 を持つ とい う理念に反す る とい うことだった と思 う。

理念は麗 しい し、私 もその通 りだ と思 うけれ ども、それ を実効 あるよ うに行 うことは とて

も難 しくな らざるを得 ない。事実、 うま くいかないか ら今問題 になっている。

　 よく指摘 されるよ うに、専門と教養では、各部局の教員に とって どち らに主眼 を置きや

すいか。言 うまで もなく前者だ。学問の進歩 も早 く、学術的な国際 ・国内競争が厳 しい中

で、悠長 なことは言 ってい られない。教養教育 とい う実態 の捉えがたいものに労力 を割 き

た くない とい う意識 だ。その余裕 があれ ば、早 く専門で鍛 えた方 がいいとい うのが多分、

本音だ と思 う。だか ら、 どうしても教養教育の方が後回 しになって しま う。大学院重点化

政策の影響 も当然なが らある。

　教養部を廃止すれば、この ような問題 が起 こることはある程度予想で きたはず である。

しか し十分考 えて手 を打たない、しっか りした戦術 を持たず に、理念先行で物事を進める。

その結果 として、今 日の教養教育をめぐる問題状況が起 きる。
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　私が申 し上げたいのは、理念 と実態 とい うか戦術 とを明確 に区分 し、 きちん とした戦術

を立てる とい うことが一つで ある。 もう一つ は、 この報告書の中で も、 日本の高等教育 に

は評価の文化がなかなか育たない とい うことが指摘 されていたが、私はその通 りだ と思 う。

その言葉 にならって言 えば、この教養部 を廃止す るとい う選択 を した ことを、いかに評価

す るのか。相 当厳 しい評価 を しない といけないだ ろ う。政策評価 をきちん とす る。 なぜ こ

の政策であったのか、なぜ失敗 したのかなどだ。

　そのよ うに考えて くる と、それ をどこが担 うか。セ ンター にどの ように担わせるか とい

う問題 は、比較的小 さな問題 だと思 う。 まずは、教養教育をめぐる問題 の基本構造を しっ

か り考 えることが必要 とい うのが私の意 見である。

（川 島）　 続 い て 、 山 田先 生。

（山田） お二人がおっ しゃったこ とに付 け加 えてい くとい うことはそれほ どないのだが、

私学の場合、や は り若干立場が違 う。 もともと私 どもの大学でも、教養部 とい う主体はな

く、もともとか ら専門学部 しかなかった。 あえてその中で全学の共通教育 とい うと、今年

度か ら機構 とい うものを作 って、その中に全学共通教養セ ンターができた。昨年度か らあ

るのだが、そ こに入 る ことで科 目の提供 をそ こを通 じて行 ってい くとい うことになってい

る。従来はそ うい う科 目は どこで どうい う担 い方を していたか とい うと、各学部の中にお

られた外国語教育の先生方がそ うであった と思 う。それ以外 の共通の教養教育に関 しては、

もともと専 門学部の中の先生方が担ってきた。 とりわけ文学部所属の先生方がその任務 を

担 ってきた とい うのが多い。

　学士課程教育 とい うこの報告書以降、私 どもの大学で も学士課程教育 とい う使い方で全

部、文書は統一 してい るが、果た して先生方がそれを分かっているか とい うと、や は り従

来 の学部教育 とい う認識 だろ う。そ うい う視点で見て再構築 といった ときに、では これ を

どうす るのか、うちの大学で学部 をどのよ うに リス トラクチ ャリングしてい くか とい うと、

絶対に簡単にはいかないよ うな問題である。

　やは り、そ うす るとすべてのカ リキュラム、すべての科 目を整理 して、これ は私は昔か

ら申 し上 げているのだが、どんな大学において もいろい ろ共通教育 などの名称があった り、

専門学部 とのつ なが りといった としても、そ この連続性 を考 えてプログラムを構 築 した り、

科 目を作 り上げている大学はほ とん どない と思 う。ア メリカな どを見ていて も、それぞれ

の連続性 があって１番や100番 台 となってい って、それ が編入す る場合に、どの大学に行

って も共通で あって、それが一つの到達 目標 に関連 して くるとい うところか らカ リキュラ

ムが作 り上げられている。それがない 日本の状況の中で、この再構築 は一体 どのよ うにす

るのか。すべての大学に もし何千科 目、何万科 目があるとした ら、それ を見直 して、要 ら

ない もの、そ して連続性 をすべて洗い直 してい くのかなと考 えて しま う。本 当にそれが分
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かった上でこれ を出 されたのか とい うことが、実は 自分の大学のことを考えている と思 う。

　専門学部の先生方の意識 は、やは り専門性が強 くて、とりわけ法学部 な どは共通教養の

部分 も自分の中で養成 してい こ うとい うよ うに どん どん変わ ってきている。 これは杉谷 さ

んが論文などで指摘 されていたが、そ うい う傾 向が実際に進んでいるように思 う。 その辺

が実際に どうなるのか と思ったときに、この報告書の中か ら学士課程 を再構築す るといっ

た ときに実態 と理想 が非常に難 しい とい うことは、個人的にも、教育開発セ ンター長 とし

て見た場合 も思 うところである。

　 しか し、この21世 紀型の教養教育は、やは り共通の部分が どこで もあるわけで、それ

らは この中で学士力 とい う形で表 されてい るよ うな新 しいいろいろな側 面を持 った教育が

提供 できるわけである。それ は、私 などが考 えるのは、 うちの大学でいえば言語文化セ ン

ターが提供 している外 国語教育 とい うことで、外国語教育については池田先生が先 ほどご

指摘 されたが、本 当の共通の 目標はなかなか設定 していない。教科書な どは同 じだが、実

際に到達まで評価 していない とい うのが実態なので、そのあた りを、世界 の標準モデルが

あるとすれば、その中か ら見て、例えば英語だった らどのよ うな能力、 どうい う評価 の仕

方があるのか、点数で も何かを使 って とい うことができるのだろ うと思 う。 このあた りは

整理 していかなければいけないだ ろ う。

　また、新 しい形でいえば、学生 は参加 しなが ら学ぶ。 これはイ ンター ンシ ップもそ うな

のだ ろ うが、サー ビスラーニ ング的な科 目がプロジェク ト科 目である。建学の理念な どを

担 ってい る同志社科 目な どもそ うだが、 このあた りは新 しい教養教育 に十分入っていける

ような内容 だと思 う。 それ を今の段階だ と、あま り必修科 目とい う形で していないが、そ

うい う形で全学の誰で もが履修 してい くとい う形 も必要ではないか と感 じている。

（川島）　 私 の理解では、この中には教養教育 とい う言葉が １回か ２回かそれ ぐらい しか

出てこな くて、それ は意図的 に避 けたのだ とい う説明だった。 それはなぜか とい うと、教

養 と専門 とい う座布団型の理解 を避 けたい とい うことと、教養教育 とい う言葉 にいつ もく

っ付いてくる非常に古典的 なイメージ も避 けたい とい うことがあった と思 う。別 に専門学

部の教育を否 定 してい るわけではな くて、そ うい う専門学部の教育 を通 じて どうい う到着

目標、あるいは学部横断的なものにはどんな ものがあるのか とい うよ うな、デザイ ン とし

て どの ようなデザイ ンが描 けるか とい う話だった と私は理解 してい る。

　 ほかの方々のご意見があればお願い したい。

（山内）　 今、はや りの 「機構」化 とい うのは、恐 らく学士課程のカ リキュラムポ リシー

を大学 として明確 にす るためにできてきた流れだろ う。うちなどではそ うだ と考 えてい る。

要す るに、学部 ごとに別々にカ リキュラムを作 って、それか らまた専門科 目と教養科 目と

は別の主体が企画 して とい う、つ ぎはぎのモザイク的なカ リキュラムではな くて、一貫 し
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た学士課程 ４年 間の中、カ リキュラムとして作 ってい くとい うことで 「機構」化 して、全

学的な委員会や執行部 も入った ものを作 って、神 戸大学 としてのカ リキュラムポ リシーを

明確 にす る とい うことがあったのだ と考 えてい る。

　 うちの大学の場合、特 に川嶋太津夫先生がい らっ しゃるか ら、そ うい うことになるのか

もしれないが、教養 と専門 とい う言い方 をも うあま りしない。特に、旧教養部系の先生た

ちはそ うだ。専門か非 専門か とい う言い方 をよくされ る。それは、私 な りの理解では、学

士 （○○）（神戸大学）とい う学位に対 して、必要な能力は所属学部の先生だけで全部つけ

ることはできないので、所属学部以外の先生による教育や学習支援は必要になる。そ うい

う部分が非 専門 として入 ってきて、専門 と非専門 と両方 を受けて学士 （経営学）や学士 （経

済学）が授与 され る。教養 とい う言葉が出て くると、教養 とは何か とか、 どうい う教育が

教養 を身につ けるのにふ さわ しいのか とい う神学論争 になって しま うところがあり、私の

ところでは専門か非専門か とい う、乱暴 といえば乱暴な議論がある。

（池 田）　 専門か非専門か とい うのは、ある意味では記号的である。 その限 りでは間違い

ではない と思 う。それを どのよ うに意味付 けるかだ と思 う。例えば産業界の トヨタ 自動車

が 自分たちのプ ロを育成する ときに、Ｔ字型人材を強調 してい る。要す るに、 もっ と高度

なプ ロを育 てるには、広が りと深 さの両方が必要になるとい うこ とが分かってきてい る。

　広が りを教養 とい うのだった ら、個人的 には、できれば非専門 と言 わずにずっ と教養 と

い う呼び方 でいってほ しい。

　専門の先生が教養の視点を持たなけれ ばいけない し、教養の先生が専門の視点を持たな

けれ ばいけない。その両方 とも視野 に収 めて、大学の学士課程の教育 、カ リキュラムを ど

うするか とい う議論を深 めてもらいたい。専門基礎 は、基本的には横側のＴの接点の とこ

ろになるだろ う。微妙 な ところであるが、基本的には専門基礎 は教養 プログラムの中で開

発 した方 がいい と思 う。

（川島）　 そ うなると、 とても乱暴な問題 の立て方 になるが、Ｔ字型であれ、両者が有機

的にコン ビネー シ ョンす るものであれ、そ うい う教育プログラムを実行す るための組織 と

い うものは、恐 らく学部の縦割 りだけでは駄 目だ とい うご認識 をお持 ちだ と思 う。 そ うい

う縦割 りの基礎 のところに通 じるよ うな、蝶番でガチ ンとす るよ うな組織が必 要なのか、

あるいは委員会的なものでいいのか、あるいは新潟がや っているような、も う少 し全学的

な全面的な組織改革 のよ うなことで考えるのか、いろいろある と思 う。 その辺 は、 もし先

生方がご自身の大学 の学長であれば とい うよ うなスタンスで考 えるな ら、理想 の形 として

は、例えば ど うい うことが考え られ るか。

（池 田） 例 えば、薬学部の先生か ら語学教育について相談を持 ちかけられたこ とがある。
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薬学部 として欲 しいのは、薬学英語 の専門用語を使って英語論文 を書 ける、そ うい う英語

力だと言われ る。そ うい う指導者 を薬学部の中に抱 え込む ことはなかなか難 しいので、例

えば教養の先生が薬学の専門英語 を教える体制 にできないか、 とい う話だった。従来の筋

だ と、それは専 門の話だか ら、専門学部 で枠 があれ ばそれで雇 え とい う話になるのだが、

個人的 には、薬学部のた めに英語 の専門プログラムを開発す る教養担 当の教師がいて もい

いのではないか とは考えている。

（川島）　 それ は組織 の面か ら見 ると、サポー ト機能 と実施機能の両方を持ったよ うな共

通組織のよ うなものがや は り必要だ とお考え とい うことか。

（池 田）　 そ うい うのが必要か もしれない。

（夏 目）　 実施組織 もさることなが ら、きちん としたデザインをす ることがまず先決 だと

思 う。今、山内先生か ら専門 と非専門 とい う指摘が あったが、ちょっ と違和感 を感 じる。

とい うのは、そ もそも学士課程 レベル の専門 とは一体何か とい う話もあるのだが、それ よ

りも、例 えば学士力 とい う言葉が使われ てい るが、そ こで形成すべ き能力 として12～13

ぐらいの項 目が挙がってい る。そ うい うものを形成す るために、 どうい う教育が必要なの

か、 どうい う教育を組み合わせ ることによって、 ど うい う道筋でそれが達成で きるのかを

きちん とデザイ ンしない と、誰が どの ように担 当 してい くか とい う問題 も見えて こないの

ではないか。そ してまた結局、同 じよ うな議論 の繰 り返 しになって しま う。

　 今 の実態か らい うと、全学教育や共通教育 とい うのは、ある先生が指摘 したよ うに、自

分の所属以外の学生 を指導す るための教育だ。つま り、各部局が資源 を出 し合 って担当 し

た方が合理的だか ら、全学体制 をとる。結果的に 自分の部局以外の学生を見 るのが全学教

育だ とい う見方になる。せ いぜい、全学教育の必要性は認 めるが、自分 は担当 した くない、

自分以外の誰かが担 当 してくれ とい うことになる。理由が あるが、一つは教養教育の とら

え難 さだ と思 う。先 ほ ど言 ったよ うに、13項 目の能力は どうい う教育に どのよ うに結び付

いて行ってい くか。 その道筋が見えてい ないので、結局そ うい うものが とらえ難 さと相 ま

って後回 しになる。 それ と比べれ ば、はるかに専門教育の方が分か りやす く、アプローチ

しやすいか ら、こちらを優先 しようとい うことになるのではないか。

　（川 島）　 この報告書のウイー クポイ ン トはそ こだ と思 う。 まさに学士力なるものの学習

成果 に至る一番直近のルー トがはっき りしない。カ リキュラムマ ップで学士課程全体 を通

じて とい う言葉 だけで片付け られて しまっている。それは これか らの課題で、書いたご本

人たちも分 かってお られ る話だ と思 う。

　 では、山田先生。
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（山田）　 私学だか ら、教員数 もや は り国立 と比べ ると本当に少 ない。だか ら、何 となく

全学共通科 目を担 当 してい る先生、私 どもの大学で全学共通教育、教養セ ンターは科 目の

提供 と実施 主体 とい うことになってい るが、そ こでグラン ドデザイ ンをす るとい うよ りは、

各セ ンター、つま り言語セ ンターや キ リス ト教文化センターな どを含 めた各学部か ら出て

きていただいている教務 主任 とい う執行部の先生方 を通 じて、必要であるとされている共

通教育の科 目を出 してもらい、そこか ら提供す るとい う形である。 実施 とい う形 にはなっ

ているが、グラン ドデザイ ンも全 く考 えていないよ うな形で提供 してい る。ただ、 自分の

学部でない学生たちを担当す るとい うのは、何 となく私学の本 当に限 られ た リソースの中

で先生方 がずっ と持 って きた認識であって、それを嫌 だか らとか、あま りそ うい うことは

な く、ず っ と持 って こられ ている とい う形 で細々 と続 いて きた形だろ う。

　 その中で、語学は どうなるのか とい うことに関 していえば、先ほ ど池 田先生が指摘 され

たが、専 門学部で理系な どの学部か ら、例えば工学部だった ら工学部で専門的な英語 を使

って とい うものを開発 してほ しい とい う依頼は多い。 それが、その部分を担ってい る先生

が どうや って提供 してい くか とい うところだ と思 うが、そのグラン ドデザイ ンさえもでき

るよ うな今の体制にはなっていないので、そこを どうしてい くかは、 リソースのない私学

に とってはつ らい ところで、 うらやま しい と思って聞いている。

（川 島）　 夏 目先生、デザイ ンをちゃん とす るには どうすればいいか。

（夏 目）　 それ は難 しい （笑）。それは、明確 な解答があれば問題は解決 して、今われわれ

ここに集 ま らな くて もいいわけだ。昔か らず っと続いてきた議論ではないだろ うか。 これ

はカ リキュラム編成 に伴 う問題だ。そこには、人員の配置が関係す る。ある科 目を廃止す

れば、その担当者のポス トが不要 になるが、担当者はす ぐには納得 しない。

（山田）　 補足 していいか。 この間アメ リカの先生 もおっ しゃっていたが、基本的 に世界

の各大学が肥大化 、拡大化 していってい る。 これはつま り、科 目に して も拡大す るだけ し

てきてい る し、精選 していない。そ うなって くると、人の問題、既得権の問題になってく

るか ら、いったん拡大 したものを縮小す るとい うことの難 しさがあ り、できないのだ。執

行部の、それこそ学長の リー ダーシップでおっ しゃった としても、そこまで本 当にできる

学長 とい うのは ・・・。本 当に難 しいだろ うと思 う。池 田先生に期待 しよ うか。

（池 田）　 山田 さんがおっ しゃるの と同 じような ことを言お うとしてい るのだが、例 えば

今、大学基準協会の認証評価 の仕事の指揮を執ってい る。学部長に 自分の学部の人材像 を

語ってくれ と言 って も現状では自信を持 って語れない。
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それ を自信 を持 って本気で語れ る トップ層の厚みが増 えれば、 日本の教育はずいぶんと変

わって くるかもしれない。 山田さんはそ こを言いたいのではないか。

（近田）　 私は先生の考 えに若干異議を挟む ことになるか もしれないが、別に今 日は政策

決定の場で も何でもな くて、言いたい ことは言 っていい場だ と勝手に思っているので言わ

せていただ く。

　高校生に学部 を選択 させ るときに、商学部 と経済学部 と経営学部 とア ドミニス トレー シ

ョン学部の違いは分 かるのだろ うか。幾 ら学部長 が 「こ うい う人材 を育 てる」 と言 って

も ・・・。名城大学 は学部長 の肉声でメッセージが各学部で作 られてい るこ とは私 も存 じ

上げてい る。ただ、あれ が １８歳の高校生に本当に分かるのか。実際 に高校生の進路指導

ではそのよ うにやっていない。だか ら私 は、高校 生に学部 を選択 させ ること自体がそ もそ

もナ ンセ ンスだ と思 う。 なぜか とい うと、学部別 に輪切 りにされて入学試験 をや って入 っ

てきた新入生が、その後で教養教育を受 けるわけだか ら、彼 らはも う 「おれ はこの学部 に

行 く」「私は この学部に行 くんだ」とい うことを自分た ちで分かっていて、何でこんな一般

教養 のよ うなことをや らない といけないのか と常に言 ってい るのである。 あれはや は り、

そ もそ も設計 自体が間違ってい るわけで、学部 を最初 に選ばせ るのではな くて、まず大 く

くりに入れておいて、教養 を学ばせてか ら彼 らに専門を選 ばせ るよ うに しない と、教育的

な指導 とはいえないのではないか と感 じる。

（池田）　 大学の中味の情報や調べ方については高校 の進路指導できちん と教 えてや って

ほ しい。

（近田）　 しか し、大学の宣伝パンフレッ トはいか よ うにでも美 しく作れ るので。

（池 田）　 パ ンフ レッ トを見せ るだけではなく、実際に生徒 自身に 自分で調べてみ るとい

うことはさせない といけない。そ うい う行動は就職や 、会社選びにもつなが る。

（近 田）　 しか し、実際 に学生 の意 見を聞いてみ ると、学部選びに失敗 した とい う学生は

す ごく多い。それでモチベーシ ョンを下げている学生 も多い し、何で学部 が決まった後 に

また教養教育をや らなければいけないのか とい うこともす ごく耳にす る。 だか ら、そ もそ

も基本設計が間違 っているような気がす るのだが。

（夏 目）　 基本設計が間違ってい るとい うのはその通 りだ と思 う。理念だけで一つの大学

に学部 があんなにた くさんできるのか。入試 に関 して言 えば、それぞれ求める人材像が違
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うな ら、そ して 目指すべき教育内容、理念が違 うのな ら、入試問題 も当然異なって しかる

べきだろ う。

（近 田）　 ただ、われわれ 自身 でもよく分かっていないよ うなものを18歳 の高校生が理

解 できるのか どうか。

（川島）　 学士課程教育の実質責任体制のための組織の在 り方の話で、全学機構 のよ うな

完ぺ きに リジ ッ ドな組織 もあれ ば、バイ ンダーのよ うにはめる組織 もあれ ば、委員会組織

もあるだろ うし、全 くそ うい うものがない よ うな ところもある。 どれが一番適切 な組織 な

のか とい う、例 えばそ うい う問題 の立て方 をすれば どんなことをおっ しゃっていただける

か とい う形で投 げて、それではデザインがおか しい とい う話か ら ・・・

（近 田）　 それに即 して言えば、全学教育組織 と学部の専門組織 に分けるとい う発想 自体

がそ もそ も間違 いだ とい うのが私の意見で ある。つま り、学部を全部ガ ラガラポンに して

壁 を全部 とっぱ らって しまって、 ４年間一貫 して教育するよ うに しなければい けない。 同

志社大学はそ この話に当てはまらないが、 ２年間の全学教育 と学部専門教育に分けている

こと自体が間違 いだ と私は思 う。

（池 田）　 僕 はクラブ活動をずっ とやってきたか ら分か るのだが、人が育つ とい うのは小

さな空間が必要です。人 と人が接す るコミュニテ ィ空間。 そ うい う空間があれ ば、その中

で人は育ち育て られ る。教育の組織 でも、パー ソン ・トゥ ・パー ソンで触れ合 う空間が必

要であ り、それはやは りコ ミュニティのユニ ッ トでなければいけない。近 田さんの言いた

いことは間違いではないけれ ども、人 を育 てるコ ミュニティのユニ ッ トを どう作 るかが、

空間デザイ ンの基本ではないか。

　 文系は研究室のなかに先生が一人居 る。それ は研 究室 とい ってはいけない。人が集わな

い空間は研究室ではない。あれは個人がこもる書斎 だ。パ ブ リックの観点はない。 しか し

理系の研 究室は、もっ と人が集 う。講座制で閉鎖的になって しまった らまずいが、閉鎖的

でな くて、オープンで、先輩、後輩が集 って先生方 が何人かでや る。 そ うい うコミュニテ

ィのユニ ッ ト空間をまず大事 にす る。そこか らや る。

（山田）　 私 も池 田先生が今おっ しゃった点は非常に大事だ と思 ってい る。近 田先生がお

っしゃったよ うなガ ラガラポンとい うのは、私 もいい とは思 うのだが、実際に どう動 くか

とい うのがある。私 どもの大学で もメジャー とマイナーは入れてい る。例えば、経済学部

と商学部のメジャー、マイナー、そ して社会学部の中だった ら５学科制 なので、完全なダ

ブル メジャーができるよ うに しているが、学生は履修 しない。 この ４年間に本 当に思った
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ほど増えなくて、推移 も一桁台でずっ と来てい る。宣伝 は してい るのだ。

　では、 どうしてか とい うと、学生たちにとっては、 自分 の所属 している中で、最初はな

ぜ教養を しなければいけないのか とい う不満 もあ りなが ら、やは り専門の教育 に入 ってい

くと帰属意識 がす ごく高まって くる。そ うした ときに、先 ほ どおっ しゃったよ うなコ ミュ

ニティとしての研究室な りが機能 してい くことが非常 に大事だ と思 う。

　先 日も、私は理系の方はあま りよく知 らないので、工学部の先生 に理系の中での学生の

人材育成 を聞いた ときに、本 当に閉 ざされ て しま うと終わ りだが、開かれた形 での先輩、

後輩 を通 じての育成方策が うまくいっている研究室は、やは り非常 に機能 している。 これ

は海外にないのだ。海外 の理系の学部は、私の知 り合 いの子がＵ Ｃサンタバーバ ラの情報

系の学部生でコンピュータサイエ ンスをず っ とや っていたのだが、全 く先生 との触れ合い

はな しとい うことだった。それ も大学院に行 って もほ とん どない。 ポス ドクぐらいになっ

て、お金 をもらってきて初めて研究室 に入ってそれができるとい うことだから、逆 に非常

に 日本 の中での理系 における人材育成は機能 してい る。

　 だか ら、 これ も一つの方策であって、これ を文系が どのよ うに取 り入れてい くか とい う

のは、チームテ ィーチ ングな り、非常 に大きな鍵 だ と思 っている。今 あるリソースの中か

ら、それ を利用 しなが らとい う発想 も大事かなと思 うよ うになった。

（中井）　 学部 とそれ以外 の何 らかの共通教育の実施組織 とい う二つの体制で学士課程教

育が うまくい くか とい うことが論点だ と思 うが、それが うまくい くための条件がある と思

う。カ リキュラム を誰が決めるか とい う問題 が大 きくて、実施組織の方でカ リキュラムを

決め られ ない とい う場合が多い。学部の方が優先的に決めて しまって、実施組織はそれに

そってカ リキュラムをつ くらざるを得ず、全 学的にカ リキュラムを改革 できるよ うな体制

にな りに くい。共通教育の実施組織 にある程度カ リキュラムの設計の権 限があって、執行

部がそれ をサポー トしない と動かない と思 う。

（川島）　 おっ しゃる通 りだ と思 うが、それに加 えて、 もう一つは、や は り学位の授与の

在 り方だろ う。 カ リキュラムは学位 の授 与か らさかのぼって設計 され るわけだか ら、学位

授与権を学部だけしか持たない とい うこ とになって しま うと、結局新 しいカ リキュラムが

出てこない。それ をず っ と考 えてい くと、では、話は設置審 まで行 くのか とい うことにな

る。みんな気付いていないが。そこを私 は考える。

（夏 目）　 も う一つ、この問題 の設定の仕方 と関係す ると思 うが、カ リキュラムのデザイ

ンな り決定は、 このセ ンター研究の柱 の一つだと思 う。神戸大学はいろいろ試行錯誤 され

なが ら、いろいろな形 で全学 にカ リキュラムをデザイ ンして提案 を してい る。それが受け

入れ られたか どうかは別 に して、そ この ところは どの ように総括 されているのか。
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（山内）　 例 えば、教育再生会議 で英語の授業 を30％ やれ とい う提言が出てきて、それ に

乗 っかる形で英語 コースを作 ろうか とい う話が出てきた ときに、 うちの機構長 ＝副学長で

理事 の方が、われわれ機構 の専任教員を含む小規模 のワー キンググループを作って、他 に

もい くつかの学部 の先生方にも入 っていただいて、プランをもんで、 もみ上げた ものを執

行部会 に投げかけて、また もんで もらって一つの成果 にしてい くとい う形で、ワー キング

グループ方式でや っている。

（山内）　 ただ、結局、斬新な提案を して も、予算 はどうするのか、人は どうす るのかな

ど、教育理念だけで片付かない問題がわっと上の方の話 し合い で出てきて、結局全部吹 っ

飛んで、あの議論は何だったのか とい う虚脱感だけが残 る。

（池 田）　 山田さんの発言 に絡んでい るが、結局 この問題解決 をす るには、ある程度、工

学的な手法が必要ではないか。 カ リキュラムづ くりの設計手法が必要だ と思 う。家を建て

るときには設計図が要 る。カ リキュラムは今 まで設計図ではな くて単 に表 だった。恐 ろ し

い話 だ。設計図が全学年で作成 されていて、番号で管理 されていて、改訂 した後 はそれ を

バ ッと広げて、 どこが どう変わったかが一 目瞭然でわかる。そ うい う設計 と分析 の手法が

広まれ ば劇的に変わ ると思 う。

　（夏 目）　 そこまでで も、道半ばも行っていない と思 う。 問題はそこか らだ。例 えば、 こ

うい うカ リキュラムを しっか りデザイ ンして、 これで万全だ と思 うと、今度はその科 目を

誰 に担当 させ るか とい う問題になる。それはなかなか大変だが、さんざん苦労 してみんな

に割 り振 った とす る。 しか し、そのカ リキュラムのこのコースの趣 旨は説 明 して、それ を

教員がアクセプ トして、十分理解 して、内面化 して意気に燃 えて教育す るか どうかは、ま

た別問題である。そ こか らがまた大変な問題 が出て くる。恐 らく、そこまで含めたデザイ

ンでない とまずい。難 しい問題だ。

　（池 田）　 設計 と分析 の手法は、かって名大総長の松尾稔先生 と話 した ときに ヒン トをも

らった。 中部 国際空港の話 をた とえに、設計図 と現場 との往復の中で最初 の設計図が何度

か手直 しされなが ら、最終的 に現場で機 能す る設計図になってい くとい うことで した。設

計図 とい うのはそ うい う意味で言 ってい る。 ものづ くりには現場で機能 した設計図がある

のに、なぜ教育のカ リキュラムづ くりにはそれができないのか。

　 （川 島）　 まだあるか。時間の関係 もあるので、話をＦＤに絞って、セ ンター とい えば Ｆ

Ｄ とい う、これ も学士課程教育の報告書の功罪の罪の方だ と私は思っているが （笑）、そ う
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い うイ メージが付いて しまった。別 の言葉で言 うと、ＦＤのあ り地獄はまだ続 くのか とい

うことである。私はその辺をちょっ とシニカル に見ている。話題 を限定 して、 ＦＤは各大

学だけでは とても背負い きれ ないか ら、地域拠点 を作 る必要があるだ とか、あるいはそれ

が高 じてナシ ョナルセ ンターが要る とい う話がある。セ ンターがそれを担 うのだ とい うこ

とが一種の想定 とい うか、例示的な想定 としてそ うい うものがある。そ うい うことが、可

能不可能 も含めて、果た して意味のあることなのか。例 えば、名 古屋大学 のセンターは中

部地 区の拠点センター にな る、京大は全国の拠点センターを目指 しているとい うような・・・

（夏 目）　 ＦＤは、多様 に表現 され るが、要 は研修だ。職能開発のための一つの手段 とい

うとらえ方をされているが、その ようにとらえるな ら、ＦＤで何ができて何ができないの

か とい う峻別 をきちん とす る必要があると思 う。

　私は、ＦＤでできることは実際 には少ない と思 う。ある先生が、 ＦＤを しっか りしない

と大学がつぶれ ると言われた。本 当にそ うか。 ＦＤによって本 当に教育の質は向上す るの

か どうか、 ＦＤを行 えば、 自動的 に教育が改善 され、経営までも改善 され るのかを、考え

てみ る必要がある。

（川島）　 そのできること、できない ことについて、ＦＤをセンター組織 とい う組織が担

うべ きだ とか、そ うい うことについては どうか。主題があ くまで もセンターの組織論なの

で。

（夏 目）　 各セ ンターの持 てる リソース との関係 で、「これはちゃん と責任 を持 ってや る」

と、自分ができることを リアル に認識 し、で きると判断すれば執行部 に提起す るな りして、

責任 を持ってや ってい くべきではないか。

（池 田）　 組織化の原理 とい うことであれば、例 えば、義務化 した ときの法規定は、授業

の レベルでの組織的な研 修研究である。 これは これで趣 旨として非常にあ りがたい。 しか

し、この趣 旨の上に さらに どうい うＦＤを作 ってい くか とい うのがこれか らの課題 だが、

その ときのキーワー ドは、教員の 自己研鑽 だ と思 う。 これ が組織化の第一の原理だ。教員

の個 々人の 自己研鑽 。 あくまで もあるテーマを選んで自分 自身で 自分 を高 めてい く。それ

は引退す るまでである。 これが、今 まだ組織化 の原理 になっていない。 あの 「成長す るテ

ィップス先生」 のテーマは、実はそ うい う自己研鑽 とい うコンセ プ トを持っている。

　教員の 自己研鑽 の上にまた積み上 げなけれ ばい けないのは、専 門職集団 としての 自主研

鑽だ と思 う。先 ほど言 った ように ＦＤは広が りがあるので、学長 を含 めた トップマネ ジメ

ン ト層 にもや らなければいけない。

　 そ うい うときの組織化 は、官の枠組みで作 っては機能 しにくい。専門職の 自主研鑽 のシ
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ステムをナシ ョナルセ ンター とい う形で主導するのは避 けた方が よい。それ よ りも、各大

学が集 って コンソーシアムベースで組織化 した方が よい。

　（夏 目）　 僕 は池田先生の言 うこともよく分かる し、基本的 に賛成だが、 ＦＤ とい う言葉

を使 うことにはや は り問題があると思ってい る。つま り、 ＦＤとい う言葉は非常 に幅広い

概念で、いろい ろな問題 を含 んでいる。 ＦＤとい う言葉 を使 うことに よって、それぞれ個

別に考 えなければいけない問題をあいまいに している気 がす る。もっと限定的に使用す る、

必要 ならば別の言葉を用いることが必要 と思 う。

　 今ひ とつ付 け加 えると、研修 とい うことに関 して、職務命令 としての研修 と同時に権利

としての研修があ り得る と思 う。職務命令 としての研修は、大学が各教員に与 えた職務 を

きちん と全 うできるように能力 を高めることは、組織に とって大事なこ とだか ら、それ は

命令 として強制的に実施すれば よい。同時に、大学教員 も労働者だか ら、権利 としての研

修権 もあるはずであ り、職務命令のそれ と区別 してきとん と保障すべ きだ。権利 としての

研修は、教員 に 自主的 にや って もらえば よい。 ところが 日本の現実を見てい ると、業務命

令 ばか りが どん どん肥大化 して、権利 としての研修権が どこかにす っ飛んで しま っている。

それは一つ大きな問題ではないか。池 田先生がお っ しゃったのは、権利 としての研修権の

部分ではないか と思 う。

（川島）　 問題 を狭 くさせていただいて、国立だ けに限定 して考えて もいいか と思 うが、

今の国立大学はそれぞれセ ンターを持っていて、 ＦＤを担 当す る場合が多い。 この報告書

では、それ では不十分だか ら拠点に しろ とい う話が出ている。その ことだけに絞って、そ

の話 は妥当なのか どうか とい うことでコメン トをいただきたい。

（池 田）　 拠点は作 らない といけない。一つの大学で手 に負えるテーマではない。

　 あ とは拠点の作 り方だ。戦略的連携 とい う政策 の旗振 りができたので、国公私が うまく

連携できるよ うになった。それ はチャンスだ と思 う。選択肢 が広がった とい う意味で助か

っているが、 とにか く拠点を どの ように作 るか今、悩んでいる。

（夏 目）　 僕 は大事だ と思 うし、そ うい う思いで今度、名 古屋でも大学間の連携 事業 を始

め るこ とに な った。

（川島）　 同志社 にとって京大のセ ンターは拠点 として役 に立って くれてい るか。そ うい

う視点で。

（山田）　 それは ・・・（笑）。 関西 ＦＤ連絡協議会 とい うものができたか ら、それは ＦＤ

－144－



の拠 点を京大が して くださる とい う期待 の下に私 どもの大学 も幹事校 になってい る。

　 また民間の話だが、や は り拠点がなけれ ばもったいない と思 う。つま り、国立の中では

ＦＤ とい うセ ンターが随分あって、そ うい う中で養成 してきているが、私 どもの大学で 自

前で養成 しよ うとした ら、一人に一体何千万かかって とい う、そ こか ら考 える。そ うした

ら、10年 ぐらいたって とい うよ うなことで動 き出す わけである。そこに出す コス トはす ご

い ものだ。それが見返 りに戻 るまで どれ ぐらいかか るのか と考 えるので、民間の企 業的発

想 でい うと、 どこで も今は選択 と集 中を しているわけである。 日本の大学はそ うい う発想

がないので、選択 と集 中ではな くて、 とにか く拡大、拡大で どの大学 もそ うい うことをし

なけれ ばいけない とい うことで進 んで きてい る。やは り私学か ら見ると、同志社でそんな

ことを しようとは私は思わない し、本 当に拠点を利用 させていただきたい。だから、立命

館大学がそ うい うセ ンター を作ってた くさん人を雇って とい うなら、本当にそれ を利用 さ

せていただきたい。

　 とい うのも、教 えるとい うか、そこの提供科 目は、や は り非常に普遍性、汎用性がある

と思 う。だから、個別 の大学、例 えば私 どもの大学で 自分の大学 に必要な初任者の研修 は

請 け負 うことができるが、テ ィーチングな ど、そ うい う内容に関 してはコンソーシアム、

あるいはそ うい う拠点を どん どん利用 して、業務命令で初任者お よび中堅の教員 に行って

いただきたい ところである。やは りコス トがす ごく大きい。 コス トとい う発想 は、恐 らく

国立大学の先生方にはあま りないのではないか。 しか し、 これ を持 たない と経営で きない

と思 うので、選択 と集 中 とい う発想 が大事だ と思 っている。

（川島）　 残 り５分 となったが、 ＦＤのセンターについての話 で何かあれば。

（中井）　 地域の拠点センターが必要か どうか とい う点では、拠点セ ンターの持つ弊害も

考 えておかない とい けない と思います。大学が 自前でできずに、外部か ら専門家 を呼ばな

ければ ＦＤがで きない となっては よくない。各大学の教員の間でノウハ ウや課題 を共有 し

合 うことの方が重要だ と思います。 また授業 に関す る研修が中心になるのであれば、将来

大学教員を 目指す大学院生を対象に、博士課程で正式な科 目として教 えてお く方が有効で

はないか とも思 う。

（川島）　 まとめに入 りたい。

　結局、動 きが早す ぎて、なかなかすっき りしたフレームでこの問題 を整理 しきれ ない と

い うところはあったのだろ う。多分、まだまだこの話 はエン ドレスで続いてい くので、プ

ロジェク トとしては今 の段階での さまざまな知見 をある程度含む形で整備 して出 させてい

ただ く形にな るが、ま とめとい うか、今 日の ２時間のコメン トを最後にいただいて終わ り

たい。 フロア とい うか、皆 さんか らあるだ ろ うか。
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　では、池 田先生か ら２～ ３分 ぐらい。

（池 田）　 大学教育セ ンターは、本当は各大学に一つ必要だ と思 う。それが多 く集まって

知恵 を出 し合 うとい う仕組みがで きればいい。個別大学に こうい う小 さな拠点がなければ、

や は り教育改革の動 きは生 じなかっただ ろ う。 このテーマは、最初のころはちょっと地味

なテーマだ と思 っていたのだが、では、 こ うい う分か りやすい ところから入 って、今 日の

よ うに学士課程 の教育議論まで伸び るよ うであればいい。 メンバーに加 えて もらって感謝

している。

（夏 目）　 私 も、このテーマは とても大事なテーマだ と思 う。大教セ ンターに所属す る人

間の一人 として常に考えてい る問題で もあるので、あ らためて こ うい う機会 を与 えていた

だいて、いろいろな人 と議論できたことは とて も良かった と思 う。討論 の場はあって も、

なかなか議論で きないのが実情であ り、その点でもこの場でこのテーマに関 して議論 でき

たことに感謝 している。

（山田）　 私も私学 とい う全然違 う立場だが、このセ ンターを考 えるきっかけを与 えてい

ただ き、い ろい ろ知ることがで きて大変有意義だった。やは りセ ンターに課せ られてい る

期待 はす ごく大 きい と思 ってい る。特に国立大学な どが担 ってお られる期待 はす ごく大き

いわけだが、意外 に執行部の人は知 らない。 これ をどうしてい くか とい うことを何か考え

なけれ ばいけない と思 う。

　 いろいろ国立の学長先生な どと話す とき、本 当にセ ンターが何 を され て、 どうい うこと

をやってこられて、 こ うい う仕事を しているとい うことを心か ら理解 されている学長先生

はまだ少ないだろ うし、またタームが変わ るごとに引き継がれ ない。だか ら、こ うい う方々

を巻き込む とい うこ とが、やは りセ ンターが大学改革 とい う期待 と実際に されてい るお仕

事 をもっと有効に活用 してい くところなのだろ う。私学で もこれは同 じだが。

（川島）　 何かほかに特段 のコメン トがおあ りの方は、ど うぞ ご遠慮 なく。 もし後で思い

出せば、でまた蒸 し返 していただいても結構だ。

　 では、第 １部鼎談フォーラムはこれ にて閉 じさせていただ く。 ど うもあ りが とう。
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本研究の総括～大学教育改革と教育組織論の視点

川島　啓二 （国立教育政策研究所）

１． セ ンタ ー 組 織 の 諸 類 型

（１）多面的アプローチによる類型化

　多様な役割 と機能を併せ持 っている大学教育セ ンター等の現状を概念的に整理す る上で、

なにが しかの類型化は有効であると思われ る。 これは、 「センター組織」を考える多面的ア

プ ローチ とでもいってもよい。

　その整理 のための軸は以下のよ うなものが考 えられ よ う。まず 、もっとも基本 的な指標

は、共通教育への関与の強 さである。その軸 と交差 させ た り、相互に交差 させ る問題軸 と

しては、① どうい う組織体制 （組織原理）で ：＜専門家－同僚性 ＞、② どのよ うな方法で ：

＜支援 ・開発－企画 ・運営 ・推進 ＞、③誰 に対 して （対象者）：＜学生－教員 ＞といった軸

が考え られ る。

（２）共通教育 との関係

　セ ンターのそもそもの重心の位置 と基本的在 り方 について、共通教育への関与の度合い

とＦＤに対す る基本的 な考え方＜専門家 －同僚性 ＞に よる分類が、図 １である。 まず 、共

通教育への距離感 を強 く自覚的においているセンター として、金沢大学大学教育開発 ・支

援 センターがある。

　 「（金沢大学の）セ ンターは、私は意識 して、共通教育、教養教育 とは、他の学部 と同 じ

距離 と考えています。・・・・・ 大教センター とい うのは、・・・ とか く教養の、 とい うふ

うに見 られがちです。・・・・・・ 共通教育のことをやった らも う、絶対に他 のことは

で きない・・・・・・ 大教セ ンターがその仕事 を抱 え込んだ ら、他の ことはできな くなる。 」

（青野透 ・金沢大学大学教育開発 ・支援セ ンター長談）

　共通教育への関与 を抑制 しなが ら、専門化志向を強 く持 っている大学教育セ ンターの例

として、名古屋大学高等教育研究セ ンター、愛媛大学教育 ・学生支援機構教育企画室、そ

して、京都大学高等教育研究開発推進セ ンター も、その代表的な事例 としてあげられ よ う

が、名古屋大学、愛媛大学 の両者 は、ＦＤの企画 ・運営に関 して 「専門家」志向を組織原

理 としているが、京都大学はそれ に対 して、 「同僚 性」原理 をその基本的な考 え方 としてい

る。
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図1
　名古屋大学 は 『成長す るテ ィップス先

生』『ゴーイングシラバス』な ど、個々

の教員 の 自発 的な教 育改善 を支援 す る

ツール を開発 して きた。そのことによっ

て、各大学や各教員 の多種多様な実態や

状況に対応 可能な ＦＤ支援が可能 にな

るとい う考え方である。愛媛大学は新任

教員プ ログラムか ら始まって、徐々に大

学教員 としての力量 を積み重ね、他 の教

員 の ＦＤ活動 を支援 でき るよ うに至 る

まで、体系的なプ ログラム構築を志向 し

てい るとい う意味で 「専門家」志向を強

く内包 してい る組織 だと言 えよ う。

京都 大学の 「相互研修型 ＦＤ」については後述す る。

（３）課題領域を分類対象 とす る整理の方法

　上述の分類は、各大学教育セ ンターをそれぞれのカテ ゴリーに振 り分けてい くものであ

るが、組織 ではな く、共通教育、 ＦＤ、キャ リア教育 といった課題領域 ごとに分類 して、

セ ンターの在 り方を考えてみ るアプローチ も有 り得 る。

　縦軸にサー ビス提供の対象 として＜教員－学生＞、横軸に組織活動の方法 として＜支援

－統制 ・調整 ・配分 ＞として、考察 ・分類 してみたのが図 ２である。一見 して知 られ るよ

うに、統制 ・調整 ・配分的なベク トル に

向 くのが共通教育であ り、ＦＤ、キャリ

ア支援、学習支援等は、対象が教員ある

いは学生の違い こそあれ、組織活動の作

用 としては支援業務が主体 となる。この

ことは、性格の異なる組織原理に根 ざし

た組織活動 を、一つの組織が 「二足の草

鞋」よろしく果た していかなければなら

ない困難 さを表 してお り、セ ンター組織

の性格付 けや組織運営の難 しさの証左

にもあげ られ よう。

図2　対象×方法による課題領域の分類

（４） ＦＤに焦点を絞った類型化

ＦＤとい う営みについては、大学教育改善の鍵 となる取 り組みであると期待 され、その
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方法論や実施体制、あるい は有効性や成果 をめぐって、多 くの実践が積み重ね られてきた

し、議論 も量的 には蓄積 して きてい るが、ま とまった方向にはなかなか収斂 しない状態に

ある。

　政策的 な文脈 において も、大学院段階に続 き、平成 １９年 ７月の大学設置基準 の改正に

よって、「（教育内容等 の改善のための組織的な研修等）第 ２５条の ３　 大学は、当該大学

の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施す るもの とする。」

と規定 され、いわゆる 「義務化」の段階を迎 えることとなった。 それに加 えて、平成 ２０

年 ９月の 「学士課程教育の構築 に向けて」 （審議のま とめ）においては、【国による支援 ・

取組】　 として、 「◆ 大学教員の教育力向上のため、全大学でＦＤが確実に実施 され るよう

にするとともに、 ＦＤの実質化に向けた主体的な取組 を各大学 に促す総合的な取組 を進 め

る。〔ＦＤの企画 ・運営の充実に向け、実施体制の強化 を支援する （例 えば、ファカルテ ィ ・

デ ィベ ロッパーの配置 ・養成な ど）。 また、全ての新任教員に対 し、 ＦＤの機会が提供 され

るよ う、各大学に求めてい くことも検討す る。〕」 と記述 されて、ＦＤの実質化が明確に打

ち出 され、 さらに、ナシ ョナルセ ンター構想 として、 「【国による支援 ・取組 】 ◆ ＦＤの

推進に資す る大学教育支援 のナシ ョナルセンターの設置について研究す る。 〔ナシ ョナルセ

ンターの役割 としては、大学教育セ ンターの ＦＤ指導者の養成、 ＦＤ ・ＳＤのパイ ロッ ト

プログラム開発、分野別教育支援 のネ ッ トワー クの調整、ＦＤにお ける ｅラーニングや Ｉ

ＣＴの活用、優れたＦＤの実践や革新的な教育方法 に関す る情報収集 と提供 な どが考 えら

れ る。〕」と記 されて、各大学の個別 のセンター を支援す るナショナル組織の可能性 にまで、

踏み込んで、 ＦＤの重要性 が強調 され ている。

図3　 ＦＤ推進組織の類型

　 も とよ り、 ＦＤの推進組織は

大学教育セ ンターに限 った こ と

ではなく、委員会方式 もあ り得

る。多 くの私立大学 では、専任

教員 を抱 えるセ ンター を設立す

る財政的余裕がないので、委員

会方式 によってい るのが実情で

ある。図 ３はその状況 を示 した

もので あるが、私 立大学 におい

ても、セ ンター設 立にシフ トし

ていく大学が出て くるのか ど う

か、注 目される ところである。

　 ＦＤ担 当組織 としての大学教育セ ンター とい う視点に限ってみても、セ ンターの在 り方

は一様ではない。 ＦＤ実施 に係 る方法 ＜推進 －開発 ・支援 ＞ と組織原理 ＜専門家原理 －同

僚性原理 ＞とい う二つの軸によって分類すると、図 ４のよ うな図示が可能である。

-151-



図4
開発 ・支援／専門家原理の象限

に位置す るのは、名古屋 大学 と

愛媛大学 であるが、この説 明は、

先に述べた ところと重複するの

で ここでは省略す る。開発 ・支

援／同僚性原理の象 限に位置す

るのは京都大学 ・高等教育研 究

開発推進セ ンターである。 同セ

ンターの基本的ポ リシー は 「相

互研修型 ＦＤ」であ り、教員 の

自主性 ・自発性 を重ん じる。 ま

た、組織的 ・計画的にプ ログラ

ム化 され たＦＤよ りも、 日常的な教育活動の中に根 ざす ＦＤ的な要素を掘 り起 こ し、それ

らを向上 させ るこ とが重要であると考え られてい る。立命館大学は、私立大学 であ りなが

ら、ＦＤ機能を持つセンター に複数の専任スタ ッフがいる、例外的な大学である。全学的

な ＦＤの実施 をスタッフが専門家 として担 当 してい る。それ に対 して、法政大学の ＦＤ推

進センター は、専任スタ ッフがお らず、すべて学部の教員が兼任 してい る。 ＦＤ担当者の

同僚性 ・素人性 が、却って授業の現実感 に根 ざした リア リティに富む ＦＤ活動 を保証 でき

るとの考え方からであろ う。

２．学士課程教育改革と教育組織

（１）セ ンター組織の形成 と変容

　数ある教育改善のためのセンター組織 は、概ね以下の ３つに大別できよ う。①特別の 目

的、特別の教育プ ログラムを担 当するもの （キャ リアセンター、ア ドミッシ ョンセンター

な ど）②共通教育を中心に担当す るもの （共通教育センター、全学教育機構な ど）③ ＦＤ

を主に担当す るもの （大学教育開発セ ンター、 ＦＤセンターな ど）

　 もとよ り、上記のグル ープは大まかな ものにす ぎない。また、現在、センターの現在 の

主要機能 となっているのは③の ＦＤであるが、それ とて、他の様 々な機能を併せ持 ってい

る。

　 ここで注 目しておきたいこ とは、①②③のいずれ にせ よ、学部組織 だけでは対応で きな

い教育課題 を担当するのがセンター組織の役割 、つま り、エキス トラ ・ニーズへの対応が、

さなが ら、その レー ゾンデー トルになってい ることである。このことは、とりもなお さず、

学部 ・学科での教育があって こそのセンター、 とい うことを意味す る

　 このような考え方 を、ここでは、「学部 ・学科」教育本体主義 と、仮に呼んでおこ う。
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この 「学部 ・学科」教育本体主義の問題性 は、サー ビスの対象 （教員－学生） とセ ンター

の活動方法 （支援 －担当 ・代替） をクロス させたマ トリックスにおいて顕著に反映す る。

ここで 「担当 ・代替」の機能は、学部 ・学科では対応できない もの を学部 ・学科に 「代替」

す るもの として ここでは整理 されている。 ＜教員＋支援 ＞の象限がＦＤにあるのは当然の

こととしても、＜教員＋担当 ・代替 ＞＜学生＋支援 ＞の象限にあるキャリア教育、留学生、

補習教育、学習支援の機能 は、実 は同 じ機 能の裏表 である。学生に対す る支援活動 を展開

してい るのは多 くの場合、非教員 の専門的スタ ッフであ り、それゆえ、例 えば、キャ リア

教育は、教員から見れば＜代替 ＞であ り、学生か ら見れば＜支援 ＞とい うことになる。

図5　対象 ×方法による課題領域の分類Ⅱ

　はた して、センター組織は 「学部教育」 を補完す るために存在す るのであろ うか。 ＦＤ

の推進が必要だか らＦＤ推進セ ンターを設立 し、学習支援が必要だか ら学習支援セ ンター

を設 立 し、キャ リア教育の充実のためにキャ リアセ ンター を設立 し、はたまた、共通教育

の実施のため共通教育セ ンター を設立すれ ばど うなるであろ うか。細分化 された課題解決

のためのセンター設立 とい う手法は どこまで有効 なのであろ うか。

　 このよ うに考えて くると 「セ ンター問題」 は 「学部 ・学科教育本体主義」の裏返 しであ

ることが看取できる。

（２）学士課程教育改革 と教育組織

　大学 におけるセ ンター組織が、多種多様な形態 と多種多様 な役割 を果た していること、

そ して、その背景要因 として、政策的要因 と社会的要因があげ られ ることは、今 まで述べ

きたった とお りである。 このよ うな非定形的、あるいは定形 に至 らざる非晶的な状態は、
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９０年代初頭以来の、生 き馬 の目を抜 くよ うな大学改革の激動の中で急速に もたらされて

きた もの といえよ うが、今 日の政策的 ・社会的動向は、 これ また急速に、この非定形的状

態が、完全 ではないに しても一定の収斂を見せ る方 向を含意 していると思われ る。

　 中教審大学分科会制度 ・教育部会の 「学士課程教育の構築 に向けて」（審議のまとめ）は、

入学者 の受入 （ア ドミッシ ョン ・ポ リシー）、教育課程 の編成 ・実施 （カ リキュラム ・ポ リ

シー）、学位の授与、学修の評価 （ディプロマ ・ポ リシー）の三つの方針 に貫かれた教学経

営を大学に求めてい る。即ち、学士課程教育の一体性、体系性の構築が求 められているの

である。 「審議のま とめ」は、従来の答申には見 られないほ ど、大学教育の内容や方法、教

職員 の職能 開発等 について、海外の事例をも引きなが ら、具体的かつ詳細 に言及 してい る

が、その学士課程教育を担保す る教育組織 につ いては、比較的言及 が少 ない。質の保証 さ

れた学士課程教育が どのよ うな組織 によって提供 され てい くのか、各大学がそれぞれの大

学の ミッションに合わせて、その ことを追求 してい けばい くほど、多様 な教育ニーズへの

「専門」的対応 とい う条件 も満 たさなけれ ばな らないゆえに、教育システム ・教育組織 の

構造変容への契機 を含 んでいかざるをえないだろ う。

　 この問題 は、ファンダメンタルな問題 としての 「学部」問題 に行 きあたってい く。 もとよ

り、学士課程教育改革は、各大学の改革デザイン と密接不可分であ り、三つの方針 に貫か

れた改革方策 が策定 ・実行 されてい くことになろ う。つ ま り、個別課題解決型手法 を越 え

て、学士課程の全体像 を視野 に入れた教学改革が求め られることになる。 「学士課程教育の

構築に向 けて」（審議 のま とめ）のイ ンパ ク トはそのよ うな視点か らも考 えてみる必要があ

る。

　 その一方で、「審議のま とめ」はＦＤ推進 のための機能強化 されたセ ンター像やそのネ ッ

トワーク化 を提案 し、ＦＤセ ンターの充実 ・強化をも求めている。 そのベク トルは、学士

課程教育 の質を担保す るための教育組織の在 り方を考 える上で、 どの ように整理できるの

か、学士課程教育改革 を教育組織 とい う視点か ら捉 えなお してみ ると、上述の よ うな問題

性が浮かび上がって くるのである。

３．「機構化」と教育組織改革

　 我が国 の高等教育に とって、教養教育の充実は焦眉の課題 となってきている。特 に国立

大学の場合、1991年 の 「大綱化」以降、教養教育の実施責任主体が曖昧 にな り、そのこと

が教養教育軽視、あるいは、教養教育科 目の量的減少 とい う形で影響が現れてきた。

　 近年、教養教育を中心 とす る共通教育、あるいは全学教育の実施責任組織 を明 らかに し、

さらには、体系的で統合的な学士課程教育の実現 に向けた、実行力を持った組織 として、「全

学教育機構」 「共通教育機構」 といった組織 が幾つかの大学で作 られてお り、また、法人化

による経営手法の変化 も相俟 って、組織運営上の大学改革の一つのイシューにな りつつあ
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る。

 各大学 にとって 「機構」化 の動機 としては、①組織間 （セ ンター間、セ ンター と委員会）

の齟 齬、②多様 な課題の総合的解決、③ 学部 （学科）横断的な問題 、④ 学士課程教育の担

保 、⑤財政の圧縮 による組織合理化 の要請 などが考え られ るが、本研究プロジェク トの関

心 と重複する ところが実に多い。

 質問紙調査の 自由記述か ら、関連するものを拾ってみ よう。①の組織間問題 としては、「学

科エ ゴ、学部エ ゴが強すぎる」。 （私立大学 「大教センター」）、「各種委員会 と大教セ ンター

の関連が組織的に不明確なため、情報の流れが一本化 されていない こと及び情報 が適切 に

流れ ない こと」 （公立大学 「大教セ ンター」）、②の多様な課題については、 「本学では、教

育の改善についての審議 ・実行につ いては既存の組織 で行 ってい るが、対応 しきれない分

野 もでてきてい る （高大連携、キャ リア教育な ど）。よって、細分化 されている組織を改組 、

統合 し、 さまざまに発生す る新たな課題に対応できる体制作 りが必要」 （私立大学）、③ の

学部横断的問題については、「各学科間を横断す る問題につ いて、その解決策の方向性の統

一化、並びに解決 までに要す る時間の短縮化が課題である」 （私立大学）、④ の学士課程教

育については、 「学生の4年 間の学び を、総合的に設計するための調査組織を設け、PDC

Aで 実践す る機能が弱い こと （が課題）」 （私立大学） といった声である。

 「機構 」は学部横断的組織 であ り、国立大学については法人化に よる、組織原理の変容

（民間的経営手法の導入）や学長による トップ ・マネジメン トの広が りに伴 う、組織改革

の一つの在 り方 として、そのスタイル を取 り入れてい るとい う側面 もある。

 本研究プロジェク トの主題であるセ ンター組織 との関わ りでまとめれば、「機構」を含む

教育組織 の体制は、以下の三つの類型で整理できよう。

（1）独立型 （図6） ：大学教育センター等 のほかに、ア ドミッションセ ンター、留学生セ

ンター等のセ ンターが同列の もの として並置 されてい るタイプ。 また、大学教育センター

等に共通教 育担当の機能が課せ られ てい るもの とそ うでないもの とがある。各センターは

「学内共同教育研究施設」 とい う法人化以前からのカテゴ リーに括 られてい ることが多 く、

学部 ・大学院 に対す る発言力は概 して弱い。名 古屋大学高等教育研究セ ンター、大阪大学

大学教育実践セ ンターなどがある。

（2）総合型 （図7） ：セ ンター組織の中に、部 門としてFD、 ア ドミッシ ョン、生涯教育

や全学教育などを担 当す る組織が並列的に配置 されているタイプ。図7は 北海道大学を念

頭に図式化 している。学内共同教育研究施設に属 していることが多いことは、独立型 と同

様 である。 また、学部 ・学科 に対す る発 言力が弱い ことも同様。組織的には大規模 な もの

が多いが、その反面、機能的な組織運営が難 しいよ うである。

（3）機構包括型 ：学部横断的な教育組織 として 「全学機構 」 「共通教育機構 」な どを、学

部 ・大学院 と並行的な形で、学長 の下に設置 し、セ ンターの機能が機構 の中に大学教育セ

ンター として包括 されているタイプ。機構の設置 目的が、共通教 育の着実な実施 にあるわ

－155－



けであ り、機構長 には、多 くの場合副学長 を就任 させ ていることか知 られ るよ うに、統合

的なガバナンスを志向 している。学部 ・大学院 と同格 に大学教育機構 を配置 し、その下に

大学教育センターを設置 している山口大学 （図8） 、教育 ・学生支援機構 の中に教育企画室

を設置 し、FDの 企画 ・運営のみな らず教 育改善全般のブ レー ン的機能を担 ってい る愛媛

大学 （図9） 、また、変速 タイプ として、機構 にセ ンターが包括 され ているわけではないが、

全学教育機構 を設置 しつつ 、学長 ・理事直属組織 として大学教育開発研究セ ンター を設け

て、両者を連動 させている新潟大学 （図10） な どがある。

 一方、従来の大学の管理運営は、伝統的な教授会 自治に代表 され るよ うな、部局ご との

独 自性が強い した管理運営体制によってきた。 これ は分散的なガバナンスの在 り方 とい え

よ う。 これ に対 して、「機構」の設置は、学長の リーダーシ ップの下、教育に関わる権限 を

学部 ・大学院か ら移行 させ る、学部横断的で統合的なガバナ ンスの在 り方である。 もちろ

ん、形態 としては機構包括型であって も、伝統的な分散型 ガバナ ンスを保 っている大学も

あ りえる。 （図11）

図6
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図7

図8

〔平成20年4月1日 現在〕
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図9 愛媛大学教育 ・学生支援機構 組織図

愛媛大学HPよ り

図10
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図11

4.ま とめ～教育ガバナンスの視 点か ら

 「審議のま とめ」は学士課程 にお ける学習成果にフォーカスを当て、指標設 定による成

果 の保証 とい う方法で、学士課程 における質保証 を担保 しよ うとい う発想に基づいている。

しか しなが ら、ゴ教育の質保証 は成果指標 によるものだけではない。誰 （教育 の提供者）が

どの ようなスキーム （カ リキュラムや教育組織） に依拠 して教育活動 を実行 してい くのか

とい う点も、質保証に深 く関わってい るはずである。

 ガバナンス とい う概念 は、政府が公共財 の供給 とい うア リーナ において主要な役割 を担

う体制か ら、政府 自体が一つのセ クターになって他のアクターをも巻 き込みなが ら、新 し

い社会秩序形成のメカニズムを模索す る動 きが広がるとい う文脈 で用い られ る。

 「学士」 の質 を担保す る教育プ ログラムを、いったい誰が提供 しコン トロールす るのか

とい う問題 に引き寄せ て考えてみ ると、教員組織 と教育組織が調和的に一致 している時に

は焦点化 しなかったよ うな問題、すなわち、多元化 したファクターが、 どのよ うな原理や

方法によって学士課程教育に関与するのか、そのデザインをどのよ うに描 くのか とい う問

題が生起 していることがわか る。即ち、学士課程教育にお けるガバナンス問題 である。

 また、 「学士課程教育の構築に向けて」 （審議のま とめ） は、従来、大学教育の内容 ・方

法 について、基本的 にはコ ミッ トしてこなかった政策 当局が、今後は何 らかの形で関与 し

てい くこ とを表明 した文書 とも位置づけ られる。各章節 ごとに 【国による支援 ・取組】を
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別記 していることがその証左であろ う。 もちろん、 このことは国に よる直接的な関与を意

味するものではない。認証評価システムな どの制度や各種の大学団体など、中間的な制度 ・

団体が有機的 に機能 しあって学士課程の質保証を担保す ることが期待 されてい る。本稿 と

の関連でいえば、拠点的なFDセ ンターを通 した大学間連携 な どがそれに相 当しよ う。 こ

れ とても、大学教育 における公共的な 目的達成 のための秩序 システムの構築 を志 向 した機

能的再編成 、つ ま りは教育ガバナ ンスの構築 を求める状況 を招来 してい る、 といえるので

はないだろ うか。

 センター組織は学士課程教育にどの ように関わっていくのか、「学部」教育に対する補完

的 な役割に とどまるのか、あるいは、共通教育へのコ ミッ トメン トや教育 コンテンツの提

供 によって、よ り直接的な関与にいたるのか、学士課程教育の理念、 目的、方法か ら掘 り

起 こされた教育組織論 の展開が求め られよ う。
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＜資 料＞



質問紙調査の概要

1

      調査の対象と方法
・ 調査時期 ＝平成17年11月

・ 調査主体 ＝国立教育政策研究所

・ 調査対象 ：全国公私立大学700校

      （平成17年10月1日 現在 大学院大学、放送大学 は除く）

2
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Q1教 育改善を企画・実施するために設けている組織は？

3

Q1教 育改善を企画・実施するために設けている組織は？

                   （百分率表示）

4
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Q1教 育改善を企画 ・実施するために設けている組織

5

Q2-2貴 学の「大学教育センター等」が担当する領域は？

6
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Q2-2貴 学の「大学教育センター等」が担当する領域は？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （百分率表示）

7

「大学 教 育センター 等」の 現在 の担 当領 域 （n＝115）

8
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Q2-3「 大 学教 育センター等 」を設置 した理 由は ？

9

Q2-3「 大学教育センター等」を設置した理由は？

　　　　　　　　　　　　　　　（百分率表示）

10
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Q2-6「 大学教育センター等」の運営組織の構成

11

Q2-6「 大学教育センター等」の運営組織の構成

　　　　　　　　　　　　　　（百分率表示）

12
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Q2-7「 大学センター等」の活動状況

　　　 ［共通教育・教養教育］

13

Q2-7「 大学 センター等 」の活 動状 況

　　 　 ［教授 法 の改善 （FD）］

14
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Q2-7「 大学 センター等 」の活 動状 況

　　 　　 ［カリキュラム 改 革］

15

Q2-7「 大学センター等」の活動状況

　　　　　 ［授業評価］

16
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Q2-8貴 学 の 「大学センター等」の 課題 は ？

17

Q2-9「 大学教育センター等」の活動において

　　 今後力を入れていきたい領域は？

18
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Q2-9「 大学教育センター等」の活動において今後力を

　　　入れていきたい領域は？　　　　（百分率表示）

19

今後力を入れていきたい担当領域（n＝115）

20
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Q2-13設 置を検討している「大学教育センター等」の

　　　　　　　 担当する領域は？

21

Q2-13設 置を検討している「大学教育センター等」の

　　　 担当する領域は？　　　　　 （百分率表示）

22
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Q2-14「 大学教 育センター 等 」を設 置 しない理 由は ？

23

Q2-14「 大学教育センター等」を設置しない理由は？

　　　　　　　　　　　　　　　　　（百分率表示）

24
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Q4教 育サービス領域に対する大学としての組織的な対応状況

　　　　　　　専門のセンター等の組織の設置

25

Q4教 育サービス領域 に対する大学としての組織的な対応状況

　　　　　　全学レベルの専門の委員会の設置

26
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現在は担当していないが、今後力を入れていきたい

と考えている領域（n＝115）

27

各種のセンター・委員会の設置率

28
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設置形態別に見た「専門のセンター」の設置率

29

学生定員規模別に見た「専門のセンター」の設置率

30
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設置形態別に見た「全学レベルの委員会」の設置率

31

学生定員規模別に見た「全学レベルの委員会」の設置率

32
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設置形態別に見た「学部ごとの委員会」の設置率

33

学生定員規模別に見た「学部ごとの委員会」の設置率

34
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「センター」「全学 レベルの委員会」「学部ごとの委員会」設置の検討状況

35
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